


し

本書 は ,開発途上国 にぉけるプ ロ ジェク ト評価 の方式を確立 しつつある。世

界銀行 (lBRD),ァ メリカ国際 開発局 (USAID),英 国海外開発庁

(ODA)の 基本的考 え方を解説 した ものである。 いずれの機関 も,開発途上

国

`対
す るプロジェタ トの援助に あた り,事前評価 の手順・ 基準 ,方式を定形

化 した ガイ ドライン, あるいはこれ に準ずるマニュアルを有 して か り,経済評

価の立 場 を明確に打 出 している。

各機 関 の評価体系 や方法論は,それぞれ若干 の異 同はあるもの の,労働,資

本,外貨等の価額化 に潜在価格 (S hadow price)の 導入 を打出 してお

り,ま た,雇用効果 ,所得分配効果 ,外部性など,従来,経済評価 の外側に置

かれて きた開発の政策 目標に重要 な ウェイトをつけ ,こ れを評価 方法の中にと

りこむ 方向にある。

なお ,英国海外開発庁 と近似の考 え方に立つアジア開発銀行 ,お よび,ア ン

グロサ クノン系の方法 と立場を異にす るフランスの プルー・ シェルベル方式 は

第 4章,第 5章で収録 した。 このほ か ,西 ドイツの K.F.W(Kreditanstalt

frr vlederaufbau)は ,Little― M"rlees方式 を用いて潜在価格 の導入をは

かつて い るが,い まだ。その方法 の紹 介・ 評価の段階 にない。

本書 の執筆は,第 1～ 第 2章鳥山 正光 (国 際開発 セ ンター研究 員 ),第 3章

黒田次郎 (国際協 力事 業団調査企画 調整 部 ),第 4章長谷川清 (ア ジァ経済研

究所経済 協 力調査室 ),第 5章田部昇 (ア ジア経済研究所経済成長 調査部長 ),

が担当 した。なか,第 3章は,英国海 外開発庁の許可 を得て A Guide to

きがは

――
l ―



Project Appral● al in Deve19ping Countries(Londo■ :Her

Mtt eSty.3 Stationary office.1972)の 総論部分を訳 出 したものであ

る。

昭和 50年 1月

アジア経済研究所 経済協力調査室
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第 1章 世界銀行における経済評価の実際

I 世 界銀行 とプロジェタ ト借款の プ ロセス

世銀 グルールとは

プロジェタ トの評価方 法 を理解するにあたって,世界銀行の特質を列挙する

と以下の通 りである。

(al国 際復興開発銀行 また は IBRD(Internati ona■ Bank for Recon―

struction and Deve■ Opment,通称,世界銀行 ),国 際開発協会 ,ま たは

工DA(I nternationa■ Deve■ opmont As80Ciation),国 際金融公社,ま

たは IFC (Internationa■  Financing Corporation)c)三 つか らなり,

これ らをま とめて世界銀 行 グループとい う。

(0各機関の主な相違は, IBRDの 貸付金利はZ25%で あるのに対 し,

IDAは 貸付金利 0,手数 料 0.75%の ノフトローンで,融資国の約 70%は

1人 当り国民所得 120ド ル以下の国である。また IFCは 民間企業 を対象と

する投融資で金利 8～ 10%で ある。

(o1974年 度 (1975年 7月 1日 ～ 1974年 6月 50日 )貸付実績は,

IBRDが 105プ ロジェク ト, 49ヵ 国, 52億 ドル, IDAが 69プ ロジ

ク ト,41ヵ 国,11億 ドル, IFCが 28プ ロジェク ト, 18ヵ 国,2億 ド

ル で,合計 45億 ドルで あ る。

(め 過去 5ヵ 年間の貸付合計は 107億 であり, うち主 なセタター配分は,交

通関係に25¢ ,農業関係 に 22%,電 力関係に15%で ,すべてプロジェク

ト●ローンである。

(o11972年 の世銀, IDAの貸付額 は 50億 ドルであったものが,1974

-1-



年には 45億 ドル に増加。地区別 では ア フ リ カ の5.8億 ドルが 10.7億 ドル

に,ア ジア (ア フガニスタン,イ ランを除 〈 )の 86億 ドルが 166億 ドルに ,

ラテ ンアメリカの 26億 ドルが 92億 卜・ルに ,中近東の 2.2億 ドルが 4.4億 ド

ルに ,南 ヨー ロ ッパの ユ4億 ドル が 4.8億 ドル に ,北 ヨー ロッパの 0.5億 ドル

が o.4億 ドルにそ れぞれ増えてい る。

(f)IBRD の加 盟国数は 124ヵ 国 ,プ ロジ ェタ ト・ スタ ッフ (専門家 ),

1,752名, IDAの 加盟国数 115ヵ 国,ス タ ッフは IBRDが 兼任。

1974年  部 門別。世銀・ 工DA貸付額

(範  100万 米 卜
")

合  計

農  業

D F C

教  育

電  力

工  業

商 品 援 助

人   口

技 術 援 助

通  信

観  光

運  輸

都 市 開 発

647

509

134

756

509

16

67

51

755

68

149

こ218

509

36

19

14

110

255

17

5

41

16

224

45

25

―

―

１

１

１

１

１

１

１

１

，

―

―

―

―

―

―

―

―

―

千

１

１

，

一

956

545

155

770

419

255

17

21

108

47

957

115

174―
―
一
―
―
―

一

道

一
計二

上

一
合
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世銀の プ ロジェク ト評価の対象物 件

プ ロジェタ ト評価の対 象となるプ ロジェク トには一体 どん な ものがあるか。

まず農業 プロジェク トには ,a)水 資源開発プロジ ェク ト:た とぇば ,潅漑 ,土

地埋 立 , 排 水 , 洪 水 防止 ,塩分防止など。 つ長・短期タレジット・ プロ

グラム :た とえは農業一般 と酪農の ような特定プ ログラムに対す るもの。 c〕濃

業開発 プログラム :た とえば,集 中的地域開発,開拓 ,総合的地域酪農プロジ

ェク ト,種子改良プロジェクト等。 の農産物および海産物関係の産業 と,そ の

商業面での開発 :た とえば,貯 蔵,加工 ,包装,市場化等。交通 プロジェク ト

には,a)道路建設,維 持 プロジェタ ト :た とぇば幹線道路建設,ま たは舗装 ,

フィー ター道路の建設,架橋,フ ェ リー施設,道路 の拡幅,ワ ークショップの

建設等。 b漱道プロジェタト:た とえ ば電化,ジ ーゼル化,操車場の近代化 ,

車棒の購入等 ,0)港湾 プロジェタ ト :た とぇば,パ ースの増設,港湾荷役施設

の購入,新港の建設そ の他,礎 港プ ロジェタ ト :た とぇば,新空港の建設 ,

航空機の購入,タ ー ミナルビルの建設 ,滑走路の延長 ,その什i。 公益事業 プロ

ジェク トとしては,電力発電,送電 ,配電,テ レコ ミュニケー シ ョン,上水道 ,

下水道 ,その他。教育 プロジェク トには ,た とえば各学校の建物,設備,特別

運営コス トなどがある。借款の対象となるのは,資本 コストの うち外貨分のみ

であるか ら, 1945年 度の借款額が 45億 ドル とい うことは, もし外貨部分

が 60¢ とすれは, 150億 ドルに相 当 す るプロジ ェタ トが実施 さ れ た ことに

なる。

世銀 プ ロジ ェク ト借 款 のプ ロセス            ・

世銀 プ ロ ジェタ トは 次 の よ うなllF序 で評 価 され 借 款 が決定され る。

la)各 セ ク ターの プ ロ ジ ェタ ト担 当者 が 申請 プ ロ ジェ タ トの準備 状 況 を調べ
,

単にプ ロ ジ ェク トのみ で な く申請国全 般 を見ている担 当局 と打 ち合 せ て現地 出

張を きめ る (apprai sa■ missiOn)。  これは セタ ター間の優 先 度 を月,る た め

である。

わ)こ の現地 missionは 2～ 6カ 月ほど 前から準備 される。ミ

ミッションチーフはその プロジェ′ 卜の担当課長に よってきま

ッ シ ョンの人選 ,

る。 た とえば ,
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電カ プ ロジェク トな らば電力課長。 この段階 では セクターが主体 となる。

(C)ミ ッション仕様 書 (TermS Of ReferenCO)を作成 し課長 お よび関係部課

の合 意 を得る。

ld)ミ ッションの準 備 をする。す なわ ち,プ ロジエク トの背景 お よびデー タ等

の照合 ,資料収集 ,必要なエッタ リス トや質問項 目,時には帰国後作成する報

告書案 や執筆担当割当 など。

(0)ミ ツシヨンの現 地訪問,通常 2～ 5週間程度 。 フイー ジ ビリテ ィ調査担当

者わ よび政府担当者 との討議が主 。

(f)帰国後は ミッシ ョンチーフは 即刻 1～ 2ペ ー ジの帰国報告書 をまとめる。

これ は現地調査での特定な問題 点 を明確にし,プ ロジエク ト借 款上 で困難 な点

が あれ ばそれを明確 にす ることに ある。同時に ミッシ ヨン中の重要 な発見,印

象等 を関係部課に知 らせることも含 まれている。

lglプ ロジェク ト評 価 ンポー トの初稿を作成す る。 ミッシ ヨンチー フが初稿の

調整 をお こなう。 ただ し執筆の分 担は明確に記入 され課長 に提 出される。一般

に技 術 家が技術面 ,た とえはデザ イ ン・ コス ト推 定等 を行い ,エ コノミス トが

経済 評価分析を行 う。

ω 課 ンベルでの承 認 を経た後 ,部総括お よび局 に回され , ここで具体化上 の

メモ が追加されて フ ロン ト・ オ フ ィスに回され る。

(i)評議委員会提出書類および関連書類確認の ため ,レ ポー トの執筆者 と局 レ

ベル関係者 との会 合が フロン ト・ オ フイスで持 たれる。この過 程 で出された種

々の コメントは執筆 者に より第 2稿が作成され , さ らに フロン ト。オフイスで

再稿 される。 したが ってレホー トは 5回 の書 き直 しがなされ るわけである。第

2稿か ら第 5稿へい 〈段階で プ ロジエクト担当関係者か ら全 セタターを担当す

る国 ンベルの責任者 にバ トンタ ッチされるわけ で ある。か くして借款委員会提

出用 の レポー トの準備が完了す る。

(j)第 5稿が借款委員会で認可 され ると,C)借款国からの交渉チームをワシン

トンに招くための要望書,② プ ロジエタトロー ン証書に含めるべき技術的提言

案の作成 ,た とえば ,機構が不充分 とみなした場合,新 しい部局の新設を要求
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す るなど,0法律担当者が法律上 の案を作成 する。

0ごしらが全部そろダ ,関 係部課の承認を得 た後に借款国への招待がなされる。

(⇒ 交渉は世銀 allは 借款担当官 を主体とするチームにプロジエクト評価分析を

お こなった者 1～ 2名が加わる。一般にa ppraiSa■ miSSiOnに 行つた者が

出 る。交渉中に重要な変更事項が出た場合にはさらに上部に照合される。

0交渉成立の際に借款国はサ インを行 う前に ,世銀から要求される付帯条件

について了承するかどうかの検討が行われる。他方,国 レベル担当者は,即刻

評議委員会に世銀総裁から提 出される「 プレジデント・ レポー ト」の作成 ,お

よび評議員会用声明書の準備 を行 う。

rnl借 款国政府は世銀の付帯条件 の了承または拒否を世銀に知 らせる。了承な

らば評議委員会への提出準備は全部整つたことになり,少な くとも委員会の開

会 10日 以前に委員 (OXecuti Ve,direc tOr)に 関係文書が配布される。委

員会で承認されたのち,世銀でサ インがなされてはじめて借款 が発効する。

Ⅱ プロジエク ト評価の範囲 と基本姿勢

A プロジ ェク ト評 価の範囲

借款は広い観 点か らなされ る

世 銀 のプロジェク ト評価の理 由には次の 3点 が述べ られてい る。すなわ ち ,

(al世 銀は開発機関 である。ゆえ に貸 出された資本 はそのメンバー国の経済開発

に最 大の効果 をあげ させるもの で なければな らない。lbl世 銀 は協 力機関で ある。

ゆ えに世銀はその メンバー政府 に対 してその資金を最大効果 を あげるもの rC使

わせ る ようにす る義 務がある。0世 銀は借入機関 である。ゆえ に よいプロジエ

ク トにそれを投資 して高い評価 を得 て世銀の金 融市場 での正 当 性を保持 してい

か なけれはな らない。それでは以上 の 3点 を満 足させるよ うな プロジエク トを

選択 するためには どの ように査定 しなければな らないか。答 えは ,プ ロジエク

トを査定する時に ,世銀を単にそ の プロジエク トの器材の供 給者 ,資 金の供 給

者 と見 ず l「1,も つ と大 きな経済全 体 のフレー ムの 中でプロジェタ トを評価す る
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ことに重点 を置 〈とい うことである。実 際 には世銀の プ ロジェク ト評価 では次

の 6つ の異 った局面か らプ ロジェク トを評価する。すなわ ち,経済 ,技術 ,運

営 と機構 , コマーシヤル,財 務 である。 ゆえ にプロジェク トの評価には種 々の

分野の専門家 の共同作業が必要 となる。経済評価のみがプ ロジェク トの評価で

ない。経済 評 価 自体が世銀 の 目的ではな く,借 款するか ど うかを決定す る こと

が目的で あるとい うことを銘記すべ きで ある。経済評価 に入る前に,以下各 々

について簡 単 に述べる。

経済面か らの評価

国全体 の 立場からみてその プロジェク トが高い優先順位 を持ってい るのか ど

うかの判断 が必要となるので,ま ず国の経済全般の調査評価が行われ る。つ ぎ

にプロジェク ト自体の経済判断が必要 とな り,こ れは使益 と費用 の比較 に よっ

て行われ る。 この際に未利用 ,あ るいは不完全使用の国内資源 (労働 力 も含め )

をなるぺ 〈もちいること,幼 稚産業の保護 が本当に評価 されている こ と,財・

サー ビス提供 に関 してそ の他の代替方 法 が ないかの検討 ,政府のその セタター

の政策は投 資の不経済 を導 かないか, プ ロジェクトの間接的なコス トと使益等

への考慮 は ,な ども含 まれ る。

技術面か らの評価

プロジ ェク トが,そ の事業体 ,その国 の情勢 と照 らしてみて健全 で適切なも

のであるかが技術面か ら検討される。 た とえば申請 され たプロジェタ トの規模 ,

プロセス の タイプまたは もちい られ るべ き器材,プ ロジェク トの ロケー ション,

レイァ ウ トとデザイン,生産諸要素の入手可能性,計画通 夕の建設実施能力な

どである。実施 ,運営面 で外部か らの 協力が必要な場 合 には ,そ の供 給準備 も

含まれ る。技術面の評価 で最 も大切 な部分はプロジェク トの投資 コス ト額の査

定である。 と くに建設期間中の コス ト上昇 に対処す るための建設 中の利子 ,手

持資本 ,臨 時費などの査定が重要 となる。 また、コス ト見積 夕時期 の建設 プロ

クラム との照合,コ ス ト細 目の区分 ,内貨・外貨の区分等 である。

運営・ 機構面からの評価

対象 となるものは道路 や教育などの収入 を伴わない プロジェタ トを担当する
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政府 の部局 ,電 力や農 業 タレジッ トの ような収入 を伴 うプロジェク トを担当す

る機関や公共委員会 ,最後に会社法や特別法の下 に設立されてい る一般会社 や ,

政府全額 または半額所 有の会社である。このような機構への世銀か らの貸付は

鉱業や工業関係が多 〈,電力企業や鉄 道などもまれ にある。評価の 内容として

は政策 や営業面での決 定 わ よひ監督上 の障害,指導 者層の訓練の度合,追カロプ

ロジェク トの負担度 ,大規 模運営の経 験度などが あるが ,こ のほか にも競争 ,

サー ビス ,予算調整 , 計画性等種 々あ る。要するに プ ロジェタ トか らあがる便

益を最大 に し,リ スク を最 少にする よ うな機構・ 運 営に持つてい 〈ことである。

したが って,借款の条件 と してこれ らが前提とな り,時 には新 しい部局創設に

よる機構改 良が行われ る まで借款が遅 れ る場合 もある。 プロジェタ トの条件 と

して新 しい省が作 られ た こともある。 一 般に,こ の ような機構・ 運営面での現

状分析お よび評価は プ ロジ ェクトの フ ィージビリテ ィ報告書にも含 まれていな

ければ な らないものであ る。

コマー シ ャル面の評価

プロジ ェタ トの建設期 間 ,運営期間 の 2つ に分け て資材購入,プ ロジェタ ト

運営面を評 価する。建設 段階 では国際競争入札が原 則 となる。ただ し,例外と

して,コ ンサルタントの雇用 や,維持部品の販入の際 の規格品の統一 の場合な

ど国際入れに よらないこ と もある。ア プ レイザル・ チー ムは物 資調達 に際 して

コンサル タ ン トのサー ビス が必要かど うか ,特定の請負業者契約 に世銀の承認

が必要か ど うかも決定 して かかなければ な らない。運営 段階 ではアプレイザル

・ テームの仕事 として完 成 品 購入案の評価 ,時には プ ロジェク トあるいは企業

によつて生 産 される財・ サ ー ビスの市場 チ ェックも評価 の重要な一部 門である。

これ らは運営 資本の必要量 に も影響を与 え る ものである。鉄道・ 電カ プロジェ

ク トの評価の場合には料金 政 策 も含まれ て 〈る。

財政面か らの評価

世銀はプ ロジェクトの投 資 コス トの一部 しかファイナ ンス しないの で,残 タ

の資金源が充 分に準備され て いるか どうか を確認する必要が ある。た とえば灌

漑プロジェタ トの ような場 合 は ,残 りの必 要額は政府の 財政 資金でまかなわれ
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るか ら比較的問題は ない。収入を伴 うものの拡張 あるいは近代化 プ ロジエク ト

の場合 には ,プ ロジエタ ト実施中の 資金はすべて独 自にまかなわ なければな ら

ないか ら複雑である。 この場合は プロジェクト・ コス トのほかに ,建設中の利子 ,

その他 資本支出,既在借金の分割返 済 ,運転資金 も評価に含めねば ならない。

また資金源に関 して も恐 らく世銀 申込み ロー ンのほかに,留 保利潤 ,償却積 立

金 ,その他からの借 金 などもチエ ツクされる。そ してプロジエク トの収支計算

書は プロジエク ト全 期 間にわた り推定 され,現金 フローも必要 な時に必要 な資

金が 確保 できるよ うに将来推計 し,プ ロジエク トの評価 レポー トに明示され る。

ヵバーすべき期間 は プ ロジエク トの性格に より異 る。道路 とか教育 プロジエク

トの よ うに収入 を伴 わ ないものの場 合は比較的 簡単 で,運営・ 維持費だけ カバ

ーすれ ば よい こと となる。いずれ に してもアプ レイザル 0チ ー ムは ,財務面 か

らの将来推計に照 らして財政計画 が妥当なもの であるかどうか ,修正すべ き点

は ないか ,あ るい は別の提案をなすべきか否 か を判定 しなけ れ ば ならない。

以上がすべて ア プンイザル・ レポー トに集 約 されて借款評価 の基礎 となる。

ァ プレイザル・ レポー トのスタイルは統一され ているが ,つ ぎにあげたのは ,

農業 プロジエク トの例である。長 さは大体 20～ 60ペー ジであり,経済評価

部分 は Vの 部分 で取 り扱われ る。

アプ レイザル 。レポー トの見本・

メキシヨの畜 産 。農業開 発 プロジエク ト

要 約 と提言

l 序

I 背景

A 省略

B 農業 セタ ター (農業 サー ビス,農業 ク レジツト,畜 産政策,市場 )

皿 ローン450の 成果の分析

A ロー ン 450プ ロジェク トの内容 (畜産開発,一 般穀物開発,加工産業
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開発 )

B 機 構 と運営 (参加 銀行,貸付業務 ,転貸者への貸付期間お よび条件 )

C 結論

Ⅳ プ ロジエタ ト

A 全 国的サブプロジ ェタト(一般記述 ,貸付 プロジェクトの主要企業 )

B 南西 部サ ブプロジェク ト(サ ブプ ロジエク ト地域 ,一般記 述 ,牛開発 )

c コス ト推定 とファイナンシング (コ ス ト推定 ,融資 )

D 機 構 と運営 (プ ロジエタ ト運営 ,貸付お よび再割引の期 間 ・条件 ,支 払

と清 算 ,購 入,市場お よひマー ケテ ィング )

V 経済 評価

Ⅵ 提案

B プ ロジ ェク ト評価の基本姿勢

投資妥当性の原則

経 済 的 立 場か らの プ ロジエク トの妥 当性について焦点をしな らなければな

らない。経済的にみて これは良いと思 われ るプロジ ェタ トとは,それが開発途

上国の各発展 段階か らみて最 も高い順 位 の資源利用 で あることで ある。 しか し

その資源 の開発の優先度 が高いかどうか とい う判断 は非常に難 しい。なぜなら

は,そ の判 断 は種 々の異 った条件下で の マクロ経済 の分析 と,プ ロジエク ト自

体の分析の両方か ら考察 しなければ ならないか らである。資源開発 の優先順位

をみる上 で ,世銀ではつ ぎの 6項 目を考 察 の対象 としている。

la)そ の プ ロジエク トがそ の国での追カロ投 資を必要 と しているセク ターに属 し

ているか ど うか を考察す る こと。 これ は世 銀がその国の経済の実情 を知ってい

なければ な らないこと,ま たそのセク ターが世銀の援助を必要 と しているか と

い うことも充 分調査 してい なければ な らない とい うこ とを意味する。

(0そ のプ ロジエク トがそ のセタターの 中で緊急に必要 とされてい るか否かの

考察。すな わ ち換言すれ ば そのプロジェク トを実施 する ことがサブセタター内

での配分上 バ ランスの とれた ものであるか ,そのセタ′一 日標達成 のために最
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少の コス トであるか ど うか とい うことである。 これ らは時には経 済の多様化 ,

地域 間 またはクルー プ間での所得 の均等化 とも関連 づけられ る。

(C)プ ロジェク トまたは プログラムが経済的に妥 当 な規模 であるか どうか とい

う考察 。た とえば規 模 が大 きす ぎる とか,小さす ぎて将来 の需要 をまかなえな

〈なる とか。

ld)タ イミングが妥 当 であるか ど うか とい う考察。時期早尚の投 資はそれが高

い プライオ リティに達す る以前に 資源を使いつ くして しま うことになり,同時

に他の す ぐ効果の あが るプロジェク トを犠牲に して しまうことになる。

(o)プ ロジェク トは 良 〈計画され て いるかとい う考 察。すなわ ち,設計基準 は

適切 か ,余分の費用 が費されてい ないかとい うこと。

(f)も しそのプロジェク トが進展 しなかった場合 に rilyの 資源 を使 って他の良い

プロジ ェク トがあるかの考察。 これは逆にいえば ,いかなる プ ロジェク トで も

経 済 的 なメリッ トは ,そ れを他 の ものと比較 す ることによってのみ資源の利用

が可 能 であるとい う基本原理 を意 味 している。

段階的考擦

プ ロジェクトは ,特定の開発 目標 を実現するために,他のア クシ ョンと組合わ

さ って投資がなされ るに値す る とい うものでなければならない。プロジェタ ト

の費用便益分析は プ ロジェク トの経済的妥当性 をみる場合に は最 も重要 な部分

では あるが,世 銀は借款に際 してはそのような数量的比較 だけにた よってはい

ない。通常,こ れ は とい う良 〈選択 されたプ ロジェタ トとい うのは,便益費用

分析 テス トの妥当性以前に種 々の初歩的な経 済 テス トを経 て きめ られた もので

ある。すなわち,世銀の各国における経済分野 の作業 には ,日 標の限定 ,国家

的優 先順位の確立 ,主 要セク ターの レビユー ,そ れ らセク ターの中のプロジェ

ク トの照合と準備 が含まれる。 これ らの前提 的 な作業は ecOnomic repOrts,

country program papers くつpre― invo8tment studies などにおいて

なされ ,こ れら もプ ロジェク トの経済的妥当性 の全行程 の一 音6と みなされ なけ

れ ば ならない。 これ らプロジェク ト選択におけ る各段階は費用便益分析に大 き

〈影 響するが ,世銀は費用便益 テス トに至 る までの各段階 で良い結果が得 られ
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なければ そのプロジェク トにはあま り深入りしないのが常である。 もし初期の

段階 での選定でその プ ロジェク トが 良いとい う確 信 が得 られた場 合 にかざって ,

最終の結論 を導 〈ため に経済テス トとして費用便益 テス トの結果 を もちい る。

L 経済評 価の前提条 件

国全体 のプロジ ェク トの把握

世銀 が さま ざまな種 類 の プ ロジェ

が 12%以 上 ならば , どん なプロジ

卜の借款 を行 う場合に ,内部経済収益率

ク トにも借款 を与える, とい うわけでは

ないことは前述の通 りで ある。 プロジェク トには,た とえば,教育 プロジェク

トなどの ように経済計算 ができないもの もあるし,商業 的な収入支 出計算に重 き

を置 〈プ ロジェク トもあ る。また,前節にも述べ た よ うに ,その国 の外国借款

能力とか ,プ ロジェク トを実施するため の国内資金 能 力が充分 あるかどうか等

々も考慮 しなければな らな い。そ こで どうしても国全体 の ,あ るいは,セ クタ

ー全体の状 況把握が前提 となる。それ では具体的には どうするか。 これ らは開

発途上国 では簡単につか めるものでは ない し,世銀 自体 ,開発途上 国から国全

体の開発 計画の立案 を依 頼 される〈らいであるか ら,容易なことでは ない。

カン トリ・ プログラム・ ベーパー

そ こで世銀では借款国 の全貌を把握す るために,国 ごとにつ ぎの ような内容

を含んだ計画書を作成す る。 これは,その国に対する世銀の姿勢,援助活動の

方向を示す ものであるか ら,内 部資料 と して準備 され る。la)そ の国 に開発計画

が あるか ど うかを調べ ,も しある場合には どの 〈らいの期間をカバー している

か ,開 発 目標 は何か,等 を明確にし,そ れが世銀の立場 か らみて妥 当 なもので

あるか どうかを調べる。 (bl政 治情勢 ,社会的条件 ,それ らの最近の動 向お よび

将来動向の見通 し,何 か不安 定要素がある場合には欠点 ,改善策 もあわせて分

析 して世銀 の援助方針を 示す。要するに この計画書の作成 によって,その国の

開発 目標 ,障害および問題 点 ,解決方法 ,世銀の貢献度 が明確に打 ち出される

わけで, 10～ 15ベー ジで各国ごとに ま とめられ,同時 に5ヵ 年先の世銀の
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プロジェク ト借款計画 書 が作成される ことになる。 この借款計画書は毎 年改訂

され,現 状に合つた形 で保たれる。

セクター・ ペーパ~

セク ターの優先順位 を きめるには各 セタター ごとの内容が分っていなければ

ならない。 これは交通 ,農業・水産 ,教育 。訓練 ,電 力 ,観光 ,人 口厚生 ,鉱

工業 ,公衆衛生,通信 ,都市住宅 な どの各セク′―の直接の担当者 に よって作

成され る。たとえば交通 セタターの場合はその国の道路 ,鉄道 ,港湾,空港 の

諸施設 の現状分析 ,諸外 国の援助状 況 ,国 家計画 目標 と交通開発政 策,開発上

の種 々の問題点 ,世銀 の貢献すべ き分野 ,プ ロジ エク ト名および必要投資金額 ,

年度別 内訳等が各 セ クターの専門家 に よって準 備 され る。これはいわば世銀の

各セク ター別,国 別 の貸付 5カ 年計画 に相当す るものである。 しか し,各 プ ロ

ジェク トの優先llF位1が 世銀の専門職員 によつてそ う簡単に決め られるわけには

いか ない。そこで一 般 に ,こ れ らの倍款の将来計画 をたてるには外部のコンサ

ルタン トの協力が必 要 となる。

プ ロジェク トの き っかけ

そ こで世銀の借款 計画書に含 まれ るプロジェク トあるいは随時準備され るプ

ロジェクトが見つけ られる最初のきっかけかなければ ならない。 このきつかけ と

してつ ぎの 7っ が考 えられる。

す なわち,6)開 発途上国政府の考えているものでしかも優先度の高いプロジ

ェク トを,世銀の経済 ミッシヨンあるいは駐在 ミッションが発見する。lbl世 銀

の貸付計画などを現地政府と討
~inす

ることを目的 とするオペレーショナル・ ミ

ッシ ョンにより,(Cl実施中のプロジェクトを監督するミッションにより。0現

地に常駐の世銀 ミッションにより,(e)uNESCO, FAOな どの協力で特定プ

ロジェクトを発見する,lflセ クター調査か ら,(」 UNDP調査を世銀が実施機

関 となって行 うことにより。以上 7項 目の うちo)(o oの 6つ は経済調査の

結果 として得 られ るものである。世銀はすでにでき上っているプロジェク トを

評価するとい う姿勢から,次第に,プ ロジユク トを作るとい う傾向に移ってき

た。たいていの開発途上国は ,将来の投資計画の立案のための基礎調査の助け
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を必要 としている。 とくに,最近 になって総合的な調査の要求が増加 している。

いわゆる投資優先度に よるプロジエク ト計画 である。 この ような作業は政府機

関 ,世銀,UNDP,そ の他国際協力機 関 との共 同の もとに行われ るべ きもので

あ るが ,い ま だ UNDP,FAO,ILO,UNESCO,WHO等 の 責 任 分 担は 明確

とは な っ て い ない 。 しか しすで に セ ク ター に よつ て は相 当 の調 査 が な され て い

る。 た とえば交通 セクターの場合 ,一般に UNDPが ファイナンスする場合は

総合交通調査 とlH4ば れ てお り,大体 12～ 18ヵ 月を費 し,30万 ～ 50万 ド

ルをか け ,国全体の交通機関の調査が なされ る。 この調査に よ り約 5ヵ 年間の

プ ロジェク トごとの投 資優先順位が決定され るわけである。

フ ィー ジビリテ ィ調査

プ ロジェク トを世銀が借款の対象 として経済評価 する以前に ,そ の プロジエ

ク トの フィー ジビリテ ィ調査報告書 が作成され る。 しか し,開 発途上国では世

銀がそ れをアプレイズで きるよ うな形 にプロジエク トを準備で きない場合が多

い。そ のためにせ つか 〈格せんされた プロジエク トの具体化が遅 れ て しま うわ

けであ る。そ こで世銀ではその ようなプロジエタ トを推進す るためにつ ぎの よ

うな協 力を行 う。すなわち,lalフ ィー ジビリテ ィ調査のための仕様書 (TermeS

of ReferenCe)の 作成 ,コ ンサルタン トの紹介 ,契約の手続 き 。調査方法に

対 す るア ドバイスなど,lb)FAO,UN ESCO,WHOな どヘ フィー ジビリテ ィ

調査 をす るためのア ンンジをす る。(CI UNDPの 実施機関として の役割,ldlフ

ィー ジ ビリテ ィ調査中の監督指導 ,0ソ フイー ジ ビリティ調査 の費 用の ファイナ

ンス ,lf)フ ィー ジ ビリテイ調査の コス トをプ ロジエク ト借款 に含 める,等 の協

力を行 う。 これ らのフィー ジビリテ ィ調査には経済面 ,技術面 ,運営面 ,機構

面 ,商業面,財政面の分析が全部含 まれ る。

調査手続き

プ ロジェク ト・ フアインデ ィングのための総合 的な調査や フ イージビリテ ィ

調査 などへの世銀 の協力は次の よ うなllF序 で行われ る。

la)調査依頼 を受 け る

lb)仕様書を作成す る
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(C)コ ンサルタントのリス トを作る

(の コンサルタントヘプロポーザルを出す

(0)コ ンサルタントのプロポーザルを受ける

●)コ ンサルタントを選定する

0コ ンサルタントとの契約にサインする

OT/A Agreemont/P■ an Of operation に サ イン

(i)現地 調査実施

(」)報 告書 案 を受け取 る

①報告書をチェツタする

(⇒最終報告書を受けとる

Ⅳ 経済評価の手法

A プ ロジ ェク ト評価の手法

計測 できるもの とで きないもの

プ ロジェク トのその国の経済 に対す る貢献度は,そ のプ ロジェク ト・ ライフ

全期 間に発生する便益 の大 きさである。 したが って ,0)世 銀の プロジェタ トの

経済評価 は ,こ の便益 をプロジェク トの コス トと関連づけて測定す る方法かと

られ る。 この場合,便益は コス トと同様全部測定が可能である とい う前提 にた

つている。 この場合便益 には種 々計■liで きない もの もあるが ,計測 できるもの

のみを取 りあげてみた結果 ,それが経済 的に成立する ものであれば ,借款の対

象 としての最低限の保障は満足され る との基本的な立場 に立っている。(bl世 銀

のプロジェク トの中には,経済的にな りたつすれすれの線上 にある もの とか ,

たとえば無 医村 rC道路 を建設す るよ うな便益が社会的な もののために計測 で き

ない もの もある。その ような場合 には ,使益狽]で は な 〈,コ ス ト側に着 目して

種 々の案の うち,最少の コス トを選ぶ ことになっている。

計測でき る場合の手法

便益・ 費用が比較計浪りで きる場合 に,プ ロジェク トの経済評価には ,つ ぎの

6つ の方法が ある。●)内 部経済収益率 ,lbl費 用便益比率 ,(c)費 用便益差 ,la)は
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プロジェク ト・ ラインの全期 間中の総 便益 と総費用の現在価値を等 し〈するよ

うな割引率 であり,lb)は 一定の資本の機会費用を前 提 とした総便 益 と総費用 と

の現在価値 の比率であ り,(3)は ,(blと 同 じ現在価値 を もちいるが ,比率のかわ

りに差 ,す なわ ち純現在価値 で現わ した ものである。世銀では これ ら5つ の う

ちla)(blが 多 〈もちい られ ,C)はほ とん どもちい られ ない。

内部経済収益率による経済評価

表現 の上で , inte rna■ rate of returnで は財政的な収益率 か,経済 的

な収益率 かの区別が不明確 となるので ,世銀では これ を interna■ economic

return,ま たは,単 に econOmic return と呼ん で区別 t′ てい る。費用便益

比率や純 現在価値方式 よりも,こ の内部経済収益率 を世銀が最 も有 効な経済評

価方法 であるとい う理 由は ,割引率 を前 もって選び出す必要がな く,む しろ計

算それ 自体の繰返 しか らでて 〈るこ とに ある。 さ らに , これはイ由の 2方法 より

も広 〈知 られてお り, しか し複利法 の計算 と同 じ方法 で簡単に計算 で きること

にもよる。 資本は流動的 ,戦略的な ものであるか ら,プ ロジェク ト選択は資本

の収益性 の最 も高い ものに向け られ るべ きことは当然 である。そ の点からすれば

内部経済収益率は,|)プ ロジェク トの純便益 と資本 コス ト,ま たは ,(bl便 益合

計 とコス ト合計の双方 を等 し〈する率 で あるか ら,計算 より得 られるこの割引

率は資本の収益力または稼動力を代表 す るもの と考えてよい。ま た,財政的て

はな 〈,経済的な意味 で資本の生産性 をテス トす るものである。

欠点は あ るが内部経済収益率方式 が最適

内部経済収益率は あらゆるプロジェク トに適用 で きるわけでは ない。 たとえ

ば,道路 維持 プロジェク トの ような ものには費用便益比率の方が 適切である。

道路維 持 プ ロジェク トに内部経済収益 率 をもちいた場 合に,非常 に高い,た と

えば , 50%と か60%の 収益率 とな ってしま う。 なぜならは ,道路維持 プロ

ジェク トに よる初期の資本投資は非常に少ないに もかかわ らず ,便益はす ぐ発

生 して しま うか らである。一般に,内 部経済収益率に よる手法は ,初妙iに 大 き

な資本 投資が行われ,あ とは少額 の維 持・運転経 費で済む ような プロジェク ト

を前提 としてい るといってよいだろ う。 さらに,政府財政が非常 に苦 し〈,プ
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ロ ジ ェ ク ト投 資資金がか さられ ていて,い くつかのプロジエク トを選択 しな

ければ ならない時は ,内 部経済収益率は,額 で な く率 しか表 わさないか ら適当

で な い 。 道路維持 プロジエタ トとか ,初期 に大 きな便益が発生する,ま た資

本 コス トに比べて運転 資金が大 きい ,と い うよ うな場合には,非常に高い収益

率が 出て しまい ,投 資効果が誇張 されて しま うわけである。 も う一つの欠点は ,

内部経済収益率が資本 の機会費用 以上になる場 合で ,こ の場合は ,年 々の剰余

が もつ と高い利子率 で再投資され るとい う,非現実的な答えが 出て きて しま う

ことである。 この よ うな種 々の問題点があるに もかかわらず ,内部経済収益率

は,他 の基準 よりもす ぐれてい る と考えられている。

内部経済収益率の加重平均

交通 部では, 1970年 の部内 メモで,こ の方法 を用いてプ ロジェク トを評

価 して アプレイザル 0レ ポー トに入れて もよい ことに してい る。 この主 目的は

事務 をス ピーデ イに運ぶためである。 とくに,道路 プロジエク トのような場合 ,

交通量 の多少に応 じて道路 をい 〈つに も区切 って内部経済収益率 を出す場合 が

ある。 この ような場 合に,現在価値 で割引かれる前の資本 コス トで ,各部分の

内部経 済収益率 を■ll重 平均す るわけ で ある。つ ぎの表のfllで は 15,7%が この

道路 プ ロジエク トの内部経済収益率 とみなされ る。

区  間 資本コス ト 内部経済収益率 加 重 平 均

1

2

5

4

5

(百万 ドル )

6

5

11

19

8

46

(%)
29 5× 29÷ 46=1.9

5× 21■ 46=2.5

1l x 16÷ 46=3.8

19× 14■ 46=5.8

8× 11+46=1.9
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費用便益差使用の制約

費用便益差 ,ま たは,純現在価値方式は世銀 ではほ とん どもちい られない。

なぜ な らば ,こ れ は,そ れ独 自ではプロジェク トの適切な経済 テス トには なり

えないか らである。純現在価値を得 るには,ま ず適切な割 引率 を選択 しなけれ

ば な らないとい う前提が あ り,そ の割引率で便 益 とコス トを割 引いて,便益 の

現在価値がコス トのそれ より大 きければ投資が成 り立つ ことにはなるものの ,

この方法だ と,そ の投資の大 きさが どの程度で なければな らないか とい う答え

は得 られない。 そ こで ,世 銀では ,こ の方法 を内部経済収益率 のかわ りに もち

いる時には,0割引率の最大限が明かである場合,つプロジェタ トの規模が物

理的条件などによってすでに決定されている場合 ,C)優益が絶対的にコス トよ

り大きい場合, などの時にもちいることになっている。

最小現在割引 コス ト基準

プ ロジェク トに よっては ,技術分野の段階 で ,種 々の選択 の可能性が あって ,

それに よって資本 コス ト,運営 コス トに差 を もた らす もの がある。た とえば ,

電カ プロジェク トでは水力 と火力との技術的選択 のほかに,水 源の差異 ,パ イプ

のサイズの差異が あり,ま た水路網拡張方法 とポンプ方法の代替関係 もある。

また,道路 プロジェク トでは ,将 来の交通輸送需要の増 加 にマ ッチさせるため

に ,道路設計基準 と して, 1車線か ,2車線か ,砂利道か舗装 かなどの選択が

ある。 この ような場合の選択方法 として ,世 銀 では最小費用基準を用いる。 と

くに開発途上国 の場 合には ,人 口の増加圧力が大 きい。高い技術 で,機械 力を

もちいてプロジェ ク トを実施すれば確かに早 く完成する。 しか し,そ れだけ 資

本 コス ト,と くに外貨 コス トはかさむことにな る。だか ら,最小費用基準 を も

ちいる背景には ,機械を使用せ ざるを得ない部 分 と,ど れだけ労働 力を代替 さ

せ得 るかの技術 的分析 も含 まれてい る。た とえば ,道路工事の際に,土手 を切

り開 〈には ブル ドザー と人力の 2方法あるが ,道路 の右の砂を左に運ぶに も 1

ノ の間に並んで作業す る労働者の数に も限界 が ある。最適の機械 と労働力の組

合わせが必要 となるわけ である。同 じ便益 を得 るに も,開発途 _ヒ国の場合 ,多

〈の労働 を必要 とする性格のプロジェタ トには =最大限に労働力を もちいる こ
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とが好ま しいが,そ うだか らといって資本集約的なプロジェク トに労働力を入

れる必要はない。 また ,こ の場合 プ ロジェク トの完成時期が裏腹の関係にあり,

これは最小 コス ト基準に便益の年度別 フロー としての費用・ 便益分析 を併用す

ることを強い られ る。

この ような技術面の選択 の場合 には ,一般に一方は資本 コス トが高 〈,運転

コス トが低い とい ういわ ば高度の技術集 約的なもの と,他方は資本 コス トは低

いが運転経費は高い とい うものの選択 になる場合 が多い。 この ような場合の経

済的選択は ,適切 な割引率 で両案を割引いて,年 々の コス トの現在価値合計の

少ない方が採用 され る。 しか し,高 い割 引率を もちいれば ,両案 の現在価値合

計は小 さ 〈なるが ,その度 合は必ず しも同 じではない。すなわち,高 い資本 コ

ネ ト,低 い運転経費 , とい う機械化 をもちいたプ ロジェク トを, どの程度 まで

人力化 に下げ得 るか とい う程度 を決定 しなければな らないが,高 い割引利子率

をもちいる と,初期に投 資される資本 コス トの減少 よ りも,将来に発生する運

転経費の現在価値の方が ますます小さ くなる。だか ら,ど の程度機械化 または

資本集中構造のプロジェク トに持 ってい 〈かをきめる には,2案 の うち,現在

価値合 計が等 しくなる転換 点の割引率 に注 目すれば よい ことになる。 この割引

率が資本の機会費用 より高 ければ,資本集約的 プロジェク トは採用されること

になり,逆に低ければ , もっと質を低 〈しなけれは な らない。 この ように純現

在 コス トは,2っ またはそれ以上の技術 的な選択の時 の判断ペー スを提供する

ものである。 しか し,こ の ようにして プロジェク トが選 ばれ ても,こ れ 自体は

収益性については何 も答 えていないので ,さ らに費用・ 便益の経済分析 を行わ

なければ ならない。世銀 では,し たが って,費用・ 便益 テス トの前に これをも

ちいる と同時に ,便益 の測 定が非常に難 しい ような プロジェク トの場合には ,

この方法のみをもちいる。

費用・ 便益比率基準

内部経済収益率 の ところで述べてあるよ うに,道路維 持 プロジェク トとか ,

家族計画 プ ロジェク トな ど特定 のプ ロジェク ト以外 は世銀は この基準 をもちい

ない。た とえば ,便益 と費用が次の よ うな場合を考えてみる。
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投資コスト

維持費

合 計

道路利用者節約

純便益

60    40

40   50

100   '0

80   85

(20) o)

20   -

60   60

80    60

60   60   60

60   60   60

90  100  100  100  100

10   40   40   40   40

この よ うな場合に,も し内部経済収益率をもちい た場合は 65%と なるが ,道

路利用者節約が年に 10¢ 滅つた とすれば,内 部経 済収益率は 65%か ら51

%と なる。さ らに 10%減 った とす れば,31%か ら5%へ と,節約額とはほ

とん ど関係 な 〈下が って しま う。他 方 ,費用・ 便 益 比率では ,割引率 12%を

もちいた時は 1.2:1で あり,こ の意味は年々の便益がコス トより20%大 き

いことを意味する。 もし,便益が 20¢ 下がつた とすれば ,費用・ 便益比率 も

20%下 がって, 0.96:1と な り,20%■ が ったとすれば 1.5:1と なっ

て,便 益の上下 と,費 用・便益比率 との相関性が 高いといえる。 しか も, この

よ うな性格のプロジェ ク トの場合 には ,割 引率の 多少の差は ,費 用・便益比率

には大 きな影響 を与 えない。 したが って,費用・ 便益比率が 1以上であるとい

うことが ,プ ロジェ タ トを成立 させ るための必要 条件である。 ただ し,注意 し

なけ れば ならない ことは,途中の計算過程で便益 か ら費用 を引 〈のではな 〈総

計で比較するとい うことである。

費用・ 便益基準 使 用上の注意

費用・ 便益テス トの弱点は ,プ ロジェタ トの規 模 ,サ イズについては述べ る

ところが非常に少 ない というこ とで ある。すな わ ち,こ れ らのテス トでは ,小

プロジェクトか,大 プ ロジェク トか とい うこ と とは無関係 に計算結果が出ると

い うことである。 もちろん,理論 的には,限 界 費用や限界便益理論 を適用 し,

その増カロ傾向を分 析 す ることに よって,プ ロジェタ ト・サィズ=お よび投資の タ

イミングの調整は 克服できるはず である。 しか し,開 発途上国の場合は,そ の

よ うな計算に耐え得 るだけの デ ー タ が不足 している場合 が多いといえるであ

ろ う。ゆえに,プ ロ ジェク トの最 適規`模 に関 しては,一般 に費用・ 便益分析 で
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入手 で きる以外の ,他のテス トに よつて決定せ ざるを得 ない。 すなわち,借款

国の プ ロジェク トの実施能力や運営能力 とか ,国 内資金のプロジェクトヘの充

当性 ,市場性,技術 上の危険性 の存在などの面か らの考察 も含 めなければな ら

ない。 要するに,プ ロジエタトの高い経済的 リター ンが提案 された場合には ,

同時に プ ロジェク ト規模につい ての説明も経済判 定の中に含めねは ならない と

い うことである。 と 〈に高い経 済 的 リターンの場 合 は,そ れが資本の機会費用

以上 であるとい うこ とで大目に見 られがちである か ら。 この よ うな場合 ,初 年

度優益基 準 ももちい る必要があろ う。

その他の経済評価基準

以上が世銀の主要 な経済評価に もちい られるテス トであるが ,こ のほかに も ,

二次的 テス トとして ,特殊目的のためにつ ぎの よ うなもの も併用される。すな

わち,初 年度収益 ,収支パランス効果 ,償還期 間の 3っ でぁる。

→初年度収益 :こ れは交通プロジェク トや公共事業のプロジェク トなどにも

ちい られ ,主にプロジェクト実施上のタイミングをきめる場合にもちいられる。

資本の機会費用で便益 ,費用共に割引かれ,も し,純初年度便益が資本費用を

超女_て いれば,その プ ロジェク トのスター トは正当化される。 もしその比率が

資本の機会費用以下 であれば,そ のプロジェタ ト着手は時期早尚であり,非 常

に大 きければ,そ のプ ロジェタ トは着手するのが遅すぎたとい うことになる。

この手法は ,こ の ようなプロジェタ トのタイミングをみる基準 にもちいられる

のと同時 に,プ ロジェタ ト規模を,た とえば道路の 1車線から2車線に拡巾す

る場合の規模のタイミングの時にももちいられる。プロジェタトを 2～ 5年延

期すべきであるとか,そ の目標は他の手段によつてなされた方が良い という結

論が出て ,担当者を混乱させる場合 もあるが,こ れは資源が どこかほかのとこ

ろでもっと効果的にもちい られるべ きであるとい うことを意味する。

→外貨取得効果 :こ れは,プ ロジェク トを外貨収支バ ランスの面か ら評価す

るものである。外貨の増加をもた らすことは,内 貨費用にも影響するので,こ

の率は時には,プ ロジェクトの内部外貨率とも呼ばれる。

C瀬 選期間 :一 般に工業プロジェク トなどの財務分析にもちい られるが ,デ
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― 夕を経済的 尺度に調整すれば経済分析 に も適用できる。投下され た資本 を何

年 で償還てきるか とい うラフな計算である が ,簡単にで きるテス トで ある。償

還期間が短 か ければ,投 資家 の将来の不確 実性に対する不安を削減す ることに

なる。償還期 間 とは,初期投 資に対 lて リター ンが等 し 〈なるような期 間の長

さである。 も し,現金 フ ローが毎年同じで あれば,そ れ て投資額 を割 れば,償

還期間が得 られ るが,ほ とん どの場合 ,現金 フローは最初が高いか ら,投 資に

等 し〈なる まで ,年 々計算 を しなけれは な らない。償還期間は内部経 済収益率

とは なん ら関係 ないし,資 本の供給者に返 金するわけ で もない。教育 プロジェ

ク トを除い ては ,どんな プ ロジエク トに も適用が可能 である。

B 資本の 機 会費用についての考え方

そこで費用・ 便益の分析の結果,そ の プ ロジェタ トの借款の可否の基準に資

本の機会費用 が使い られる ことになる。 すなわち,内 部経済収益率 の適性を判

断するため ,費用 。便益比率計算および純現在価値計算 の割引率 に この資本 の

機会費用が もちいられ る。世銀はこの 資本の機会費用 が政府 ,世銀 ,民間投 資

家の投資の意 志決定の限 界を示す もの と考 える。なぜ な らば,こ れ は投資資源

の供給側 と,可能 とみ られ る投資機会 の双方に関連 していて一国の最 適投資計

画の投資優 先順位の うちプ ロジェク トの 最後の もの を示すか らで ある。ただ

し,資本 の機会費用 は リスクフリーの投 資期待 レー トであるか ら, リスタが あ

るような場 合にはその リスクに相当す る なんらかの プレミアムを加 えなければ

基準 として もちいることはできない。

現実の問題 としてみた場 合に,資本 の機会費用 は違営上その よ うな意味を持

っていて も正確な率 をつかむことは難 しい。ただ し直接計算す る方法はないに

してもお よその見当 をつけ ることは可能 である。た とえば ,初歩 的方法ではそ

の国の種 々の異った プ ロジェク トで最近 実際にもちい られた収益率 をチエ ツタ

するとか ,民 間セク ターの収益デー タを調べるとかである。収益 データの場 合

は,そ の代表的なサ ンプルが入手で きた として もそれを調整 する ための リス ク

プンミア ムの方法が非常 に難 しいが ,そ れを貸付利 子によって間 接的に見当を
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つ けることもで き,国内,国 際利子率に も関連性があろ う。

世銀から貸付 けを受ける国 の 資本市場 は一 般に開発が遅 れているために狭 く,

また セクター が 異 れば貸 付 利 子 も大 き 〈異 るので ,中 心的な利子は市場要

因 よりもむ しろ行政的な決定 に よって固定 されている場合が 多い。短期の商業

的 銀行利率は比較的競争的なの で,その よ うな場合には借款の危険性 も小さ 〈

な る。そ こでこれ を資本の稼 得 力の最低限 を意味すると考 えて良いであろ う。

しか し,た いていの国の資本 の機会費用は 8～ 14%程 度 であるか ら,も し資

本 の内部経済収益率 が 14%以 上であれば問題 は ない とみ て よいが ,それ以下

の場 合は世銀 では一応 10～ 12%ま でを限界 として借款 プロジェク トの対象

と しているのが実情 である。 したがって,世銀 では経済評 価の感応度分析

(SOnSitivity Ana■ ysis)の場合にます 12%を あては めて試算が行われ

る。

C 感応度分析

プロジェク トライフの期間の費 用・ 便益を推定す るとなる と20～ 3o年 と

い う先 を予測す る とい うこととな り,プ ロジ ェタ ト評価にあたって不確定要素

が相 当 入ってくる ことは止むを得 ないことである。たとえば ,内 部経済収益率

の場 合 に資本コス ト,運営費,生産量,代替比 率 (土地と労働,機械と労働力 ),

運 営 能 率 ,積荷要 素 ,産 出投入価格要因 ,市場 の大きさな どが決定要因 とな

が。 このようなものの不確定要 因 や リスクの影 響分析につい て世銀では感応度

分析 を経済分析 とともに財政分析 に も義務づけ ている。と くに これは経済分析

に重 要 であるが,工業 プ ロジェタ トの場合の財政分析の場合 な どは不確実性要

素が多 いので,と 〈に損益分岐点分析の場合に は必要 である。

感応 度分析は比較 的単純な分析 で ある。費用 と便益 のテータの双方について

専門的 な立場か ら種 々の代替案 を考 えて内部経済 収益率の計算 をす る。実際に

は,ア プレイザル・ レポー ト作成 の 際には最適 推定値のほかに 5～ 10個の内

部経 済 収益率の計算がなされる。交 通 プロジェタ トの場合には計算 シー トが あ

つて , 簡単にコンピューター計算が で きるようになっている。一 般 には一つの要
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因をかえて内部経済 収益率を出すが ,補完的 には 2要困を同時にかえて計算す

ることもある。 この場 合rC変 数相互間の依存関係 が問題 となる。一つの変化 が

他 に影 響 をお よぼ す 。たとえば ,商品価格の高・ 低は需要量 には反対 の影響

を与 えるこで,収入 は商品価格の高さは等 ヒくな くなる。 この ような場合 には

その影 響傾向 も分析の範囲に入 る。感応度分析 を さ らに進めた可能性分析は世

銀では交通 プロジェタ トなど一部の ものにしかもちいられていない。 この場合 は

さらに多 〈の計算が な され ,た とえば プロジェク トの内部経 済収益率が 4～14

%に なる可能性は 70%,8%以 下 になる可能性 は 20%,12%に なる可能

性は 1,Q%と い うよ うな形で答えが 出される。

インフ レの取扱い

インフレの結果に よる将来の価格変化 と,経済 の 需給関係の変化 による価格

変化 とははっきり分 け て考えなければならない。一 般 にプ ロジェク トの経済 計

算では イン フンは計算 に入れない。それは ,すべ て の価格は同 じ比率で変化す

るか らで ある。ただ し,国内インフレと世界インフ レ傾向との FEIの 相違は,外

国市場 での購入 ,販売 に関 しては考慮 しなければ な らない。さ らに,イ ンフレ

とは無関係に変 わると思 われる価格 変化は ,プ ロジ ェタ ト計算に反映させなけ

ればな らない。たとえば・ プロジェタ トの産出物 の 価格が供給の増 カロに よって

下落す る と考え られ る場 合に,プロジェク ト・ライフ全体に現在価格 をもちいる

のは間違い である。 しか し,将来の価格変化傾向 を予測することは苦 しい。変

わ りそ うな場合 には ,感応度分析 に よってテス トす るべきである。

V 便益 と費用の考え方

便益 と国民所得の二面性

プロジェク トの使益 は ,実 質国民所得 の増力1分 で ある。 これには二つある。

一つは ,費 用の減少であ り (た とえば ,既存施設の改 良による費用 増カロの防止

も,費用節 減の一つの形 である ),も う一つは,財 ・ サー ビスの産 出におけ る

増加である。これら二 つの効果は一 つの プロジェク トに同時に現れ る場合 もあ
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る。匡1民 所得計算では ,こ れらは二つ の 9il面 ,生産 と所得の面か らとらえる こ

とが可能 である。生産面 における産 出物の価値 と,負 金・ サラ リー ,家賃,印

税,企業利潤 ,税金等 の合計として とらえることので きる所得合 計 との変化 rC

は,常 に一定の均衡が な りたつてい る。 これら経済 活動での二つの基本的 な見

方は,同時 にプロジエク トと国民 レベルの両方に適用 できる。す なわち,プ ロ

ジェク ト・ レベルでは ,産出物は総産出物の価値 と,購入された投 入物 との差で

なるといえ る。プ ロジエク トの使益計算の時に,こ の ような二者択一的理解は

ダブル計 算を避けるのに役立つはずで ある。たとえ は,総 産出物 の価値の増カロ

分は ,プ ロジエタ ト便益 のすべての総合 計であるか ら,そ れに追カロ便益 として

賃金 ,税支 出,外国為替にかける増 加な ど加えた ら間違いである。

国民所得による便益評価は不可能

プ ロジェク トの便 益 を国民所得の増力‖への貢献度 として計測す ることは ,経

済全体の観点か ら便 益 と費用に焦点 を あてるとい う点です ぐれている。 しか し,

これを実 際に使用す るとなると種 々の困難 を生 ずる。たとえば ,プ ロジエク ト

実施 に よる快適さとか ,余暇 rcも ちい られる時間の節約などは国民所得計算に

は入って こない し,費用節約に よる国民所得の増 カロを計るには ,そ の余つた資

源が将来その国の経 済 の仕1の 分野 て,ど のように もちい られ るか とい う分析上

の困難 も生ずる。国 民所得方式は ,多 〈の開発途上 国では使用 不可能であ り,

さらに経済的費用お よび優益を明確 に把握する上 では有用で あるが ,そ れ らを

測定 する には役立た ない。

プロジ ェクトの便 益 8 withと withOut

プ ロジェク トの便 益 とは,プ ロジェタ トを実施 する以前 と以後 との産出物 ,

あるいは費用の差 では ない。そ うではな 〈て , も しプ ロジエク トを実施 しなか

った場合に産出物 , または費用が どの位減少または増カロするか と,も しプロジ

ェク トを実施した場合 ,産 出物 あるいは費用が どの くらい増 カロ,減少するか と

の差 額 で ある。す なわち,bOfOr and after の比較 ではな 〈て,With

and withoutの 比較である。施設の維持 や近代 化 フロジェク ト,あ るいは混

雑緩和 プ ロジェク トの ような場合には ,も しプ ロジエク トを実施 すれば増カロす
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る費用を防 止す る役割を果 し,それが一種 の便益 となる。 この時 に bOfOr ana

a ft erに よつて便益を演1定 した場合 には , これ らの費用減少に よる便益部分

を計算に入れ ない ことにな り ,便益が実 際 より過小評価 され ることに なる。た

とぇl‐」,道路混 雑が激 しい ために新たに別 の良い道路が建設 された とす る。旧

道路の 1獅当 りの自動車の走 行経費は 15円 であつたが ,新 しい道路 は 10円

でぁった。 この場合の便益 は 5円 ではない 。すなわ ち,も し旧道だけ しかなか

ったら,新道 の完成時点の走行経費は20円 になつてい るか もしれ ない し,10

年後には 50円 になるか もしれない。新道 路 の走行経費は 10円 の ままで ある

とすれは ,完成 時の優益は 5円 でな 〈10円 で あり,10年 後の便益 は 50円

-10円 =20円 である。

セカン ド0ベ ス トによる便益

withOutを もう少し明確 にすると,今具体化 しようとするプロジエク ト以

外には,そ の 目的にあつた プ ロジエク トは まった くない とい う場合で ,前述の

例の ように ,新道 しかない とい う場合で ある。 この ようなプロジェク トは農業

や工業 プロ ジエク トに多 〈,こ のような場 合の Withと With Outの 便益比較は

比較的容易 で ある。ところ が ,今具体化 しようとしてい るプロジエタ トがまず

けれは,男」の プロジエタ トに したいとい うSeCOnd boStプ ロジェク トがある

場合がある。つまり,Aプ ロジェクトー Z(現 状 )の比較だけでな く, Bプ ロジ

ェタ トー Z(現 状 )が ある場合は,両 プ ロジエタ トの費用 0便益 を比較 しな

け れ ば な ら な い 。 す な わ ち ,(A― Z)一 (B一 Z)=A一 Bで あ る 。 こ の 場

合 Bプ ロジ エク トの費用は ,Aプ ロジエ ク トより費用が高い場合 もあ るし,低

い場合 もあ るが ,優益は同 じあるような場合 は,最低費用代替 をさがす ことに

なる。便益 が異れば費用・ 便益分析 を両 方 につい て行な うことはい うまでもな

い。注意 しなければならないことは,二つの費用差を ,費用の低 い代替 プロジ

ェク トの便 益 としてはな らない。 Aと Bプ ロジエタ トの うちBの 方が プロジエ

タ ト費用が 低 い時に, A一 Bの 費用差 を Bプ ロジエク トの便益に もちい ること

はできない 。
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Ⅵ 経 済的評価 と財 務的評価

A 財務的評 価 とその振 り替え

経済評価は収 入のないプロジ ェク トと収入 のあるプロジ ェク トの両方に もち

い られるが ,主 に道路 とか ,教育などの よ うな収入のない プ ロジェク トの評価

に もちいられる。 しか し,収入 のあるプ ロジ ェク トは,こ れ とは別に財政的評

fdiiが 行われる。 ここでは経済 評 価 と比較す る意味で,財政評 価 をする場合に必

要 な内容を簡単 に述べる。

収入を伴 うプ ロジェク トの 財務評価

収入をもた らす プロジェク トの財務分析 の本来の目的は ,建 設 し操業す る企

業 が財務面で健全 かどうか ,健 全 に操業す るには どうすれば よいかにある。評

価 に陽:し ては ,第一 rr朝`業 ,設備 に必要 な金額 と資金源 ,第二 に操業 コス トと

収 入 ,現金フロー ,財務収益 率 な どが対象 となる。 しか し, これらの評価判断

が 力される以 前 に,つ ぎの各 項 目の評価が必要 となる。

第 1は ,その企業の過去の資産負債状況 の検討である。た とえば,固定資産

額 は本当のものか ,受取 り勘定 が不当に遅滞 ヒ́ていないか,在 腫i数 に売れ ない

完成 品 を含めて い ないか,現在 の負債条件 は ,滅価償却は健全 か,利益配 当 ,

色 傍:禾J益,再投 資の利潤に占め る割合,運 転資金は短期か ,利潤は健全な内容

か ,在庫の見積 りは, パ ランス シー トに表われ ない偶発債務 あるいは留夕資金が

あ るかなど。

第 2段階では新 設設備の建設 お よび必要資金 に関 したもので ,た とえば ,設

計 サー ビスも含 めた財のコス ト,偶発事項の可能性 ,そ の後 の資本投資 コス ト,

建 設中のrll子 ,既 存負債の利子 ,追カロ運転資金等 ,プ ロジェク トの操業 と関連

した もので,粗悪 品に よる生産 ロスゃ機械 。設備の破損 ,調整 などのためのヨ‖

練 コス ト,組織改 良 コス ト,促進 コス ト等 の評価 が必要である。と くに運転資

金 の不足の発生 を防 ぐためには ,た とえば,①原料,予備 部品 ,必要 な完成・

未 完 成品の在庫 総量や,0製 品 の予想価格 と融 資が予想され る受取 り勘定の総
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額や,0生 産・販売の周期的変化お ょび輸入品の遅 配の可能性 を考 慮 した上で ,

予備資金 な どの評価が必要 となる。

第 3段階 では,既存 企業 ,新企業 と もに資金源 として ,操業 (減 価償却 ,内

部留保 )に よる資金,長期・短期の借 款 ,政府補助 ,資本売却 に よる資金等 を

確認する。それには ,プ ロジェク トの建 設期間中の収入見積 り,現金流動見積

り,パ ラ ンスシー トの作成 が必要 とな る。

以上 の段階 の評価が なされた後に,その プロジェク トに関す る判 断 として ,

建設期間 中 に充分に資金が供給され るか ,完成時点 で財務状態は健 全財政の原

則に合致す るか ,操業 期 間中の収入 で投 資コス トを回収 できるか ,資産減価 に

充分対 処 で きるか,健全操業と将来の 拡張に必要 な準備金の確保 は可能か ,等

の評価 の結 論を導 くことになる。以上 の評価 を行 えば ,提案され た プ ロジェク

トの財務 計画のチェックは充分であ り,プ ロジェタ トの状況が明確 になる。 こ

れにより財 務状況の悪化 や長期負債の 増 カロなどの歯 止 めも可能 とな る。

財務計 算 の経済計算へ の振 り替え

以上 の ような形で財務分析は行われ るが,経済 テス トを行 う場合 に ,こ れ ら

財務分析 の 中味 に特定 な調整を加え ,経済的測定 にさ し戻す方法が ある。ただ

し,こ の よ うな方法は ,製造美,電力 ,通信,有料 道路 ,港湾 プ ロジ ェク トな

どには適用 できるが ,一般道路とか教育 プロジェク トとか,灌 漑や ,農業プロ

ジェク トの一部のように,収入を伴 わないプロジェクトには適用 できない。

経済 コス トと財務 コス ト

経済計算:に もちいられ るコス トは ,財務分析に もちい られるもの とは異る。

たとえば ,利子 とか,税金 などは財務 分析 では支出 コス トとして計算 されるが ,

経済計算 の場合には コス トか ら取 り除 かれ る。 この よ うに経済計算 の場合は ,

|)真 にプ ロジェク トに もちいられた資源 であるわ ど うかの選 夕分 け と,lb)プ ロ

ジエク トに もちいられ た コス トが,真の価格を表 していない場合 に潜在価格

(Shadow price)を もちいて修正 す る ,と い う二 つの調整が必要 である。

経済 コス トから除か れ るもの

プロジェク トの経済 コス トか ら除か れ るものにはつ ぎのものが ある。
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a)純 財務 コス ト(禾1子 ,割賦償 却 または分割 払い ):こ れ らは ,便益 。費用

を害J引 いて現在価格 に なかす過程 で ,自 動的に経 済 コス トや便益 を資本 FCも ど

すか ら,あ らためて経 済 コス トに含 める必要はない。

b)減 価償却 :割 引や複 fl」 は ,自 動 的 F_資本回収 を もた らす ものであるか ら ,

コス ト項目に分けて償 却する必要 もない し,も し,経済 コス トに入れた場合に

は ,資本の二重計算 となる。

c)プ ロジエク トに関係するすべ て の租税 :た とえば ,ガ ノリン税 は,税 を支

払 う者 にとつては確か にコス トで あ るが,ガ ソ リンを産 出す るために もつと経

済資 源が必要であるとい う理由で徴税するわけ では ない。ゆえに国全体に対す

る経 済 的 コス トでない。ただ し,所得が非常に不安定な労働 者に対す る社会保

障税の ようなものは経済 コス トに加える。

こ)技術協カクラン ト:特許価格 で与え られた土地 ,水 ,電力な どは経済 コス

卜に 含 める。

o)外 部経済 コス トは含めるべ き :た とえば空気 や水の汚染 な どであるが ,

れ らは量的な形 で経済 コス トと して表 されてい ないので,世銀 プ ロジエク ト

その ような社会 コス トが経済計算 に含 まれるのは きわめてまれ で ある。

B潜 在 価 格

潜 在価格の用い方

これは市場価格が 極端 に実際 よ りゆがめられている時に主要 なコス ト,便益

に対 して もちいる修 正価格である。 しか し,世銀 ではこの潜在価格 とは何か と

い う概念上の不明確 さ と,減1定 上 の困難性のゆえ に ,プ ロジエ タ トヘの適用を

命1限 している。規 定に よれば,将来 は潜在価格 をつ ぎの ような ケースの場合 に

もちい るべきであろ うとなってい る。

(→ 外貨交換 ンー トが市場価格 を代表せずに ,明 らかにその国の貨幣価値以上

の レー トである よ うな場合。た とえば ,1ド ル=200円 が公 定 レー トである

が ,実際には 1ドル =300円 の ような場合 である。この よ うな場合には プロ

ジェク トにもちい られ る輸入資材 ,外国替為で計 られるあ らゆる便益 ,た とえ

こ

　

で
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ば輸入代替または輸 出に よる外貨 獲得 などには潜在価格 をもちい るべ きである。

世銀 レポー トが潜在価格 を もちい ると,それが外音

`に

大 きな影響 一 たとえば

国の体 面 とい うような一― をお よにす場合があるので ,これ をもちいる場合に

はbll心 の注意を払 うべ きである。また ,そ の使用理 由を説明 1,さ らには種 々

の外貨交換 レー トを もちいて ,プ ロジエタ トの選定 テス トヘの影響をみること

等 を世銀は規定 してい る。

(0慢性 的失業状態 が ある場合 には ,プ ロジェク トに雇われる未熟練労働者 の

賃金 コス トは,経済テス トの計算 では潜在価格 を適用 して,失業者 と同程度の

賃金 コス トとして計算する。反対 に熟練労働者 の場合は,実際の賃金の 50¢

あるいは 70%程 度高い潜在賃金率を もちいる。一般に,熟練労働者に潜在賃

金率 を適用する場合は実 際の賃金額 よりも高 〈なる。

(c)資 本 に対 して潜 在価格 を もちい る。 これは世 銀では非常 に多い。すなわ ち ,

経済評価基準 として フ ロジェク トの実際の借入利子率 の かわりに ,資 本の機会

費用 をもちいて内部経 済収益率 を計算するとい うことは ,一種の潜在価格を資

本に対 してもちいた こ とに相当す る。

潜在価格は国家経 済か ら判断す る

実際 に使用す る場合 には ,ど の ような時に潜在価格 をもちい ,ど のような時

にもちいてはな らないか とか ,ど の程度の率が適切であるか とか ,プ ロジエタ

トの全期間にもちいるべ きか,な どの判断要素がはい って 〈る。 これの使用に

当 って と〈に注意 しなければな らないことは,セ クター ごとに判断 してはなら

ない とい うことである。す なわち,外 貨交換率 ,労働 ,資本 な どの経済価格 は

経済 Ftお ける根本 的な資源価値 に関係 があるか らで,そ こで世銀 では各 セクタ

ー間の調整をす る者 ,つ ま り国全体 を見れる立場 の者 が,その他 のプロジェク

トと調整 してもちいるべ きことが規定されてい る。

潜在価格 と借款

潜 在価格 をもちいるそ もそ もの理 由は ,も ちい なかつた場合 と比較 してそ の

プ ロジェタ トが どの 〈らいア トラクティブなもので あるか を知 ることであると

も表現できる。潜在価格 をもちい ないで,実 際の価格 で計算 した場合 には ,一
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般に経済計算は良い結果が得 られ る。 ところが ,潜在価格 をもちいた場合 には

コス トと同時に優益 に も潜在価格が適用 されるけれ ども,し か しなが ら便益は

一般に プ ロジェタ トが完成 した後の数年後に発生す るので,現在価値 になわ し

た場合 の潜在価格 の影響度はコス トより便益の方が小 さい。潜在価格を利用 し

た結果非常 に低い経 済性 を示 した とい うよ うな場合 には ,世銀では輸入財 を減

少するとか ,資本 を減少させ労働力を より多 く使用す るとかの資源の利用 方法

を変更 しないかぎり借款 を見合わせ る。逆に ,現実 の市場価格 をもちいた場合

には妥当性 がない プ ロジェク トの場合 で も,潜在価格 をもちいると妥当 とみえ

る場合 もあるが この よ うな依存関係は わ りと少 ない。 プロジェク トを現実 の市

場価格 を もちい て財政 分析 した場合 に成 り立たない とい うような時 には,ま ず

保護政策 とか ,補助金 ,平価切 夕下げな どを提唱 し,こ れにょって潜在価格 を

適用 して もプロジェク トの経済的妥 当性が確保 され るとい うような条件 を作 っ

て借款 の前 提条 件 とするべ きである。

経済的評価 と財務的評価

経済的評価は ,そ の プロジェク トを国全体の経済 の立場か ら評価 したもので

あり,財務的評価は ,それ よりももっと狭 い プロジェク ト単位で評価 した もの

である。 すなわち,前者は国家的立場 であり,後者は財務的債務 を果 せる能力

を測定 した ものである。 したがって,両者は補完的 な関係 にあり, どちらか一

方 とい うものでは ない。 したがって,世銀は,第一 にそのプロジェク トが国家

資源の適切な利用 を表 していること。第二 に,政府か らの補助金や保護 とい う

協力の あるな しにかかわ りな〈,そ の プロジェク ト自体が財務的に耐 え うる と

い う.こ
とが判明 しない限 り借款を与 えない

サンク 0コ ス トと借款

プロジェク トが途 中でス トップしている よ うな ものの ファイナンスを依頼 さ

れる場合が ある。理論的 には追加投資 もこの類に入 る。 この ような場合 ,世銀

は新規の ものと同 じ〈取扱い,通 常の場合 と同 じプロジェク ト評価 を行 う。た

だ t′ ,こ の場合 ,前 に投 資されたサンク oコ ス ト (sunk cost)の 取 扱いが問

題 となる。投 資決定 をす るには追加便益 と追カロコス トのパ ランスに依存するの
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で,サ ンク・ コス トは除かなければならない。 しか し,そ のよ うに した場合には ,

収益率は非常に 高〈なるが ,逆に,サ ンタ・ コス トが含 まれた場合にはプ ロジ

ェク ト収益 率 は標準以下 であるとい う現実 か らみ て,世 銀はこの よ うなプ ロジ

ェク トには なるべ 〈かかわ らない ようにす る。 しか し,こ の よ うなタースに借

款する,し な いの規準が あ るわけでもな く,す べてその時の状況に よるので ,

評価 レポー トには,通常 ,サ ンク・ コス トを含 めた場 合 と,含 めない場 合 の両

方のを明示 する ことになっている。

Ⅶ 将来不確定 コス トの取扱 い

プロジェク トの評価ではできるか ぎ夕の正確 な コス ト見積 りが必要 である。

それはプロ ジェクトが妥 当 であるかど うかの決定 に も影響する し,さ らに世銀

の場合はコス トを内貨,外 貨に分けて借款額 も決定 しなければならない。臨時

費の全 コス トに 占める比率 はあまり大 き 〈ないはずで あるか ら,一般にあ まり

注意を向け ない傾向が ある。そのためにい ざ実施 の段階 あるいは建 設未完成の

段階 で資金 不足 とい う事態 が発生 し,完成上重大 な事 態 に陥ることが度 々ある。

借款に当ってす でに政府 あるいは コンサル タン トに よって作成 されているフィ

ー ジビリテ ィ調査報告書 の中には,財政 コス トとしてその プロジェタ トを実施

するに必 要 な額 が記載され ているが ,世銀 は これ を借款 とい う立場 か らも う一

度評価す る。 この時に世 銀 なりの臨時追加費用の評価 を行 つて借款総額の基礎

とする。 フィー ジビリテ ィ調査では一 応将来 の不確実性要素の一つ として コス

ト上昇を見込 ん だ感応度分析を行 うが ,こ の場合 の基本 コス トに追加 され た分

は臨時費 とはい わない。臨時費には 2種類 ある。一つは物理的理 由に よる臨時

費であり, もう一つは価格変化による臨時費である。 これ らは積算 コス トの何

%と い う形 で表 現 し,基礎 となる積算 ベース とは一応別個に表現すべ きで ある。

また,こ の よ うな臨時の コス トは正確 に推定することは非常に難 しいので ,算

出根拠に関 する説明を付 してお〈ことが望 ま しい。
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A 物理的理由に よる臨時費の 見積 リ

物理的理由に よる臨時費が発生するか どうかは各セクター におけるプロジェ

ク ト分析の経験か ら大体分か る ものである。 プロジェク ト・ コス トのチェックは

各項 目ごとになされ なければ な らないが ,す でに推定 され ている以上の臨時 出

費 を見積るわけで あるか ら,すでに コンサル タントまたは借 入国が臨時費 をカロ

え てあるような場合には,二重計算を除 くた めにそれ らは除かれるべ きで ある。

大規模な土木工 事 を含むプ ロジ iク トは機 材供給プロジ ェク トなどよりも臨

時費 が高 くなる場 合が多い。 この ような土木事 業の場合 の物理 的臨時追加 コス

トを見積る際は ,つ ぎのよ うな不確実性要因 の チェッタを行 うべきである。

0プ ロジェク トが建設される地形および地域のタイプ。

0現場工事量 ,と 〈に資材取得状況 ,労働 コス ト,工事設計作業状況 ,地質ま

たは地下埋設物の状況などについての担当 コンサルタン トの知識度c

(C)建設中に発生するか もしれない技術的困難性,と 〈に プロジエタ トが地下

工事を含んでいる場合に重要である。

0)コ スト推定のベース,す なわち,同 一地域 でのすでに完成 したもので,類

似のプロジェク ト,ま たは建設工事中のもの との関連性の チェック。

(c)必 要作業量 より低い見積 りの可能性。 と 〈に一括契約 よりも分害J契約がな

されて,コ スト見積 りが過大の設計量をベースにしている時。

lf)建 設中の設計変更,追加工事の可能性。

18)工 事を遅らせ る特殊事情 ,た とえば工事場への輸送の障害 ,部分的完成部

分を破壊するような気候条件。

資機材の物理的臨時追加費の 発生の可能性 として考慮 しなければならない も

のにはつぎのものが ある。

la)必 要機材量に関 しての担当者の知識の精密さの程度 , と〈に道路維持 ,通

信 ,鉄道信号等の プロジェク トに注意

lb)発注すべきスペアーパー ツの量

(C)設 置済み工場および機材 の説明書の詳細 の程度

(dl資機材が特男」オーダーか ,そ うでないかの割合
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各 セクターに共通する もの として しば しば コス トオーバー となる原因の一つ

に,建設期間を短期に見積 りす ぎる場合が ある。 ど うみて も建設 スタジュールが

非常に密 である ような場合 には,臨時費の中 に建設期 FEHが 延長された場合 に必

要 とする コス トを臨時 費の中 に加えなければな らない。いずれ に しても物理 的

理 由に よる臨時 出費の計算では ,各項 目に分 けて推定す ること,お よび内貨 と

外貨が同一 の比 率 で変化す る とはか ぎらないか らこれ も分けて見積 ることで あ

る。

3 価格変動 と臨時追加費用の見積 リ

世銀では価格の変動 をつ きの五つの原因 に区 分 して分析 している。 これ ら各

々についての現状分析を行 つて ,プ ロジェタ トの費用増カロを可能 なか ぎり現実

に近い額 に見 積 る よう要求 される。

●)国内イ ンフン :過去 の価格の推移お よびプ ロジェタ ト実施中のインフレ傾

向が分析の対 象 となる。まず国内インフンに より国内調達資源の コス トア ップ

が余儀な 〈されて内貨の増加 となる。また ,こ れ に よる内貨 と外貨 との交換率

にも影響す るので外貨交換 レー トの選択 に注意する。

lbl外国サ プ ライヤーの国 の インフン :一般 に財 およびサー ビスの主要供給 国

の価格傾向がその他の供給国の財およびサー ビスの供給価格 を大 き〈左右す る

と考えて よいoま た供給材の うちの主要産業の価格傾向が一般的なインフレ傾

向にあるか ど うかに よつて全般的な将来の インフ レ率を判定す ることが可能 で

ある。

(c)セ ク ターの価格傾向 :こ れは総合的 なインフレ傾向の中で,特定の タイプ

の工事や機材が国内 ,国外でと〈に高いか否か ,か ら判断することになる。 た

とえば建設産業 が不振 であれば一般価格 より遅 れてこれは変動 し,逆に活発 で

あれば一般価格 より早 〈変動す る。

0プ ロジェク ト実施に よる価格上昇 :大規模 なプロジエク トの場合には ,そ

のプロジェタ トを実施する地域の地方資源 (主 に土地 ,労働,原 料などの価格)

の価格を引 き上げる作用をする場合がある。 この種の価格への影響は臨時費の
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範ちゆ うには属 さず,基本の積算 コス トに属す るものである。 しか し建設期間

中に ローカル・ コス トヘの上 昇圧力が引続 いて起 こる と考え られる場合 には ,

臨時費見積 りの対象 とする。

lo,異 常 リスク :外国請負業者 がプロジェタ トに応札 す る場合には ,過去の経

験か らみてそ の プ ロジェク ト実施国の政治 的 ,経済的特殊 性のゆえに,特定価

格に上乗せされた価格でない と応札 しない場合がある。 これ を予見す る ことは

非常に難 しいが ,そ の ような可能性が著 し 〈認め られ る場合には特別 の追加費

を臨時費の一項 目に加える。ただ し,入 札復 このよ うな ことがない と判 明すれ

ば ,こ の追加費用は取 り消さなければな らない。

これらの種 々の問題 を全体的に考えてみ ると,価格 の上昇の問題は建設期間

中のみが対象 となる。 したがって各年度 ご とに適切 なる価格上昇要因を未支出

費用に適用 しなければ な らない。この場合 ,年度末残額 のみが インフレの影響

の対象となる。た とぇば ,6年 間の建設期間 を要するプ ロジェク トで各年均等に

費用が支出され る場合に,イ ンフレが各年 ごとに 10%の 場合には,イ ンフレ

に よる総 コス トの増tllは 6o%で はな 〈て約 16%で ぁる。さらに価格調整に

おいては積上 げ コス トの未払部分に物理的臨事費をプラス した ものに適用 され

プ ロジェタ トコス トの要約 (1975年 1月 価格 )

建 設・ 修復・ 飾 装
ベ ノ (100万 ) |

内 貨 外 貨 合 計

ドル換算(100万 ) |

号―辮 調
1.1 1  1.1 1  2.2

a

b

C

/Jヽ

d臨時費

物 理 的

インフレ

コ ス ト

バ ラキー ラ橋

“
レパイロンーブ

=ナ
ベンチ弓直路

舗装プログラム

計

(10“ )

( 8%)

合 計

61.0

200

55■8

454.8

45.0

66.0

515.8

86o

200

55ユ 8

4598

4ス 0

678

1470

400

7076

894.6

92.0

7こ8

1,7 1 196 1 393

24.2  1  25.5  1  4,7

25 | 2.6 I s.t

2.0 1   2.1 1   4.1

l主J「』9041 502 1 5a9
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ることになる。 ゆえに,こ の ように して計算 された価格臨時費 の合計は,基準

年 を中心 としてそれの何 %と い う形 で表現 され る。

つ ぎに内貨 と外 貨 との関係が問題 となって くる。内貨の インフ レがゆるゃか

な時は ,大体にお いて世界の物価上昇 と同 じ程度 と考えて よいか ら,内貨の コ

ス トの インフ レ部分はすでにコス ト推定の危険率の中に入 っているとみて良い o

また内貨 の平価切 り下げ とい うこと も,世界 イ ンフレと同 じと考えれ は起 こら

ないか ら,内貨外貨 の交換 ンー トの問題 は ない。 ところが物価上昇が激 しい場

合には将来の必要外貨 ,内貨額 も変 わって 〈るし,世銀 の外貨貸付額 も変 わっ

て くる。それ よりも何 よりも現実の建 設段階 で資金不足 とい うことが発生す る。

まず国 内 インフレが激 しい時は ,早晩内貨 と外貨の交換 バ ランスは 〈ずれ て し

まい ,公定 レー トは無意味 な もの となる。そ して平価 の切下げ とい う事態が発

生す る。 これは自国貨幣の外 部購売 力を維持 す るためには止むを得 ない。そ こ

で,こ の ような場 合には世銀 では プロジェ ク ト建設開始 年を基準 と してプ ロジ

ェク ト・ コス トを ドル単位 のみで表す。 そ の際の ドルの将来 インフレについて

は一応世界 インフレがその背景 とな ると考 え る。そ うすれば内貨の上昇部分は

建設時点に新 しい交換 レー トを もちいて ドルか ら内貨単位 に換算 されるか ら必

要 な内貨 コス トが確保され ることに なるわけである。つ ぎFt国 内 イン フンがゆ

るやかな場合 と急激 な場合の中間程度 で ,そ のために国 内インフレが世界 イン

フ レより大 きい のに平価切下げが なされ ない とい う場合が ある。 この場合には

プロジ ェク トの国内 コス トの正 確な数字を 出す ことは困難 となる。 とい うのは

外貨交換 レー トをどの程度に し,い つ調整が なされ るか とい うことを推定すべ

き何のベー スもないか らである。そ こで,内貨 と外貨に分けて公定 し一 卜とは

まった く関係な く推定 し,外貨 交換 レー トは報告書作成時点の もの をもちい る。

そ うな ると将来 コス トに関 して公定 レー トを信 用 しない とレヽ う結果になるの で ,

コス ト推定 ,経済分析 ,財政 分析について もその影響,問題 点 を報 告書に明記

しなければ ならない。感応度分析において も,い ろいろの交換 ンー トをもちい

た場合 の ,そ れに よる内貨必要額 に城 る影響度および経済 分析を行 わ なければ

な らない。
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Ⅷ  プロジェク トコス トの区分

A 資本 費 と経費の区分

資本費 と プロジ ェク トコス ト

資本費 と経費は,貸付対象額 を決定す る うえても,そ の区別は大切 である。

ただ し,世銀 , IDAと も:貸付 を資本 コス トに限定 するとい う規則はない。

資本 費にか ぎるかどうかは ,そ の時の政策上の問題 であるL資本費は数年間に

わた つて利益 を生みだす ものであるが ,実績からみ る と,大 体 5～ 10年稗度

であるが,それ以下の経済寿命で も融資の対象 とな り うる。経費はす般に短期

間 ,1年 かそれ以下の内に優益をもた らす もので,一 定の短期の間隔 で発生す

る。 プロジェク トコス トとい う場合は資本費のみである。

資 本 費 と は

資本費 は ,物理的資産 (工場 ,機械 ,備品 )の 購売にもちい られることもあ

り, い 〈年 に もわたつて便益 を生 じさせ るので,性質上資本 である。労働 ,資

材 ,サ ー ビスは,世銀の場合 ,そ の もちい方いかんで どちらに入れ るか きまっ

て 〈る。す なわ ち,一定期間 ,品 物や サー ビスを産み 出す資産を造 るためにも

ちい られれば資本である。以下具体的に述 べるとつ ぎのよ うになる。 これ らは ,

一応の目安 と考 えること。借 シ手が ,機関車 を製造す るため に,労働 ,鉄鋼な

どの資材・ サー ビスを もちいれば ,そ れは ,機関車を買 うの と同 じことなので

資本費 で ある。4L方 ,鉄道 サー ビスのた めに ,あ るいは ,機関車 を動かすため

にもちいる労働 ,資材 は経費である。賃金 ,ア スファル トやガソ リンの支 出 ,

請負業者の機材の減価償却 も,それが新 しい道路建設 や,既存道路 の改良にも

ちい られるな らば,長い寿命 を持つ資邊 の価値を作 り出す。 または価値を加え

るものであるか ら資本費 であり,こ れ らが維持に もちい られるな らは経費 とな

る。 さ らに ,維持を怠 り,投 下された 資本 が使いつ 〈されて再建設 される時の

費用 も資本費である。

維持機材 (ト ラク ター , ロー ラー等 )と い う資産 を購入する費用は資本費
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であるが , これ らの機材 を,道路維持 の ために一緒 にもちいるガソ リン,ア ス

ファル ト,労働 力な どは純経費で ある。ただ し,新 しく機材を買い替え るた め

に,その企業 内部 で生み出された資金 で な 〈,借入れによる資金 を もちいる時

は資本費 とみ なす。買い替えが融資の対象 となるか ,な らないかは ,そ の企業

の財政状態 によつて きまることが多いo要す るに ,は じめに一定の運営 レベル

にあげ る,ま たは達す るために要す る コス トは資本費 で,新 しい田畑 の開墾 ,

潅漑設備 ,新 しい田畑 のための肥料 ,種 ,牧畜のための飼料費は資本費 である

が ,農業 プロジエク トで ,シ ーズンごとに種 ,肥料のために支 出する費用は経

費である。

一般 に ,ョ ンサル タン トの技術 サー ビスは ,い く年にもわたつて利益を生み

出す ところの調査 ,現地人の訓練 ,機構 の再編成 な どに向け られ るので資本費

である。 また ,建設 プ ロジェク トに雇 われ る外国 人 (植民地時代 にその国にい

た欧米 人で ,そ の国の独立 とともに一度 は国外 に出された後 ,戻 つて来 た人 )

の給料は資本費 である。教育の場合の 資本費は ,国 の経済発展に貢献す る人的

資本へ の投資 と考 え ,校合 ,備 品,は じめの教育材料 などは,人 的 資源を生む

資本財 であ り,教育 プロジェク トのス タッフの給料 も資本費で ある。 ところが ,

教師の給料は ,年 々学生 とい う産 出物 を作 り出す支出であるか ら経 費である。

しか し,こ れ rCも 異論 かあり,「 い 〈年 にもわた つて便益 を生み 出す ,卒業生

をつ 〈り出す 」のだか ら,教師の給料 は資本費で ある とい う意見 もある。 しか

し,実 際面では,内 貨で払われる教師 の給料まで世銀 が融資す る と莫大となる

ので融 資されていない。世銀のアプレイザル ●レポー トの コス ト表 には,資本

費 しか表わされ ない。経費で重要 な もの ,教育 ,道路維持等は ,別紙 に書 き出

して添えるにとどめる。

B プ ロジ ェク トの外貨 コス トの計算

内貨・ 外貨の区分には必ず しもは っきりした規則が ないので ,あ る穆度判断

する担当者 に任される傾向がある。外貨部分は世 鉄の貸出額に相当す るので ,

一定の規則 を設けている。一般 にプ ロジェク トコス トといつた場 合 は,資本 コ
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ス トを指す。つまり,土木工事 ,プ ラン ト,設備器機 ,資材 ,コ ンサルタント

サー ビス,技術 サー ビスな どで ,主 にプロジェク ト建設,開 発に関係のあるも

ので ある。同時にこれ らが世銀 ロー ンの対象 となる ものであ る。 これに対 し,

フ・ロジェク トにょり誘発され る外貨交換費用,つ ま リ プ ロジェク トに ょり経

済が うるおい,収入が増 え,輸入が増えることに よって必要 となる外貨は世銀

ロー ンの対象外である。外貨の範囲が きまれば,他はすべて内貨 あるいは内貨

付 加価値 である。

外貨 と内貨を分けるに当 って ,問題は ,プ ロジェタ トに含 まれ る外国資源が

必 ず しも資本的支 出を中心には計算 されているとはかぎ らない ことである。そ

のためにたいていの場合 ,実 際 に必要 となる外貨分のコス トは契約上の外貨支

払 い分 (た とえば請負業者 ,資 材供給者 1コ ンサル タン トに支払われ る分 )よ

りも多 くなる。たとえば,輸 入建設資材,家 具,機械 を地元の業者から購入 し,

内貨 で支払 うとか ,輸入資材 を大幅に もちいて地元で組立て,地元の業者か ら

その完成 品を内貨で購入す るとか ,ま たは輸入 プラン トや機械 を使って製造 し

た商品を地元か ら買 う等は,実 際には外貨コス トで あるに もかか わ らず,内 貨

コス トで処理されることが多い。 しか し,こ れ らは外貨 として明記されるべき

もの なのである。また輸入 プ ラン ト,機材の使用 も外貨 コス トに反映 されるべ

きもの で,そ の額は減価償却 として プロジェク トの コス トに加 え られる。

世銀 て規定 しているプロジェク トの外貨コス トはつ ぎの合計 である。

←)直 接外貨で支払われ たもの :機械 ,資材 ,コ ンサル タン トのサー ビス,請

負業者 (輸 入プラン ト,設備の滅価償却 も含める )。

(bl内 貨 (=邦価 )で支払われる財 やサー ビスに含 まれてい る輸入 部分の推定

額 (原料 ,部品 ,燃料 ,輸 入 プラン ト,設備の減価償却 )。

これ らのほかにもかな り外貨 コス トに入 るべきものがあるが ,実 際に明記で

きない ものについては不可能である。 しかし世銀が外貨借款額 をきめる場合に

は, と くに0に ついてはコンサル タン トが推定す る時にはあ らゆる ものを含め

やす いので,規模の大 きい もののみを入れ ることFcな ってい る。ただ し,こ の

ことであま り細 〈分析 して も同時に時 間の浪費 となること も注意すべ きことで

-38-



ある。

前述の外貨 コス トの対象 となる ものを項 目ご とにさ らFt詳 し〈述 べると以下

の通 りである。

0外国物品,サ ー ビスの直接入手 :外 国か ら物 品を直接購 入 した場合でも ,

国内税 ,関税 ,積卸 費 は,と 〈傲外貨を使わないか ぎり除かれ る。また,外国

コンサルタントや専 Fヨ 家のサー ビス・ コス トの場合には ,実 際の,ま たは申請

され ている外貨 コス トを もちい る。ただ し,サ ラ リー ,手 当の うち国内貨 で支

払われるもの,す なわ ち,住居費 ,生活費,交通費等は と くに外貨 を必要 とす

る場 合 をのぞ き内貨 コス トとなる。

(0外国請負業者に よる外貨の直接使用 :つ ぎのア項 目が外貨 コス トの対象と

なる。すなわち,C母国にある事務所の総経費と利益,②外国人職員に外貨で

支払 う報酬および交通 費であるが ,こ の場合サラ リーのうち住居,生活費 ,交

通費など内貨で支払われる分は除 〈。③輸入プ ラント,機材 ,設備の減価償却

部分であるが,こ れが本来 プロジェク トのために買われた ものであるか どうか

は別に問題でなく,ご く普通のタースの減価償却の額を外貨 コス トとする。①

器材のための輸入スペアーパーツ,必要物資など。③輸入燃料。の輸入建築資

材。C冽貨で支払 うflJ子 その他財政的費用。

(0国 内の請負業者による外貨の直接使用 :こ れらはl■
l)の うち①を除〈他のも

の全部 である。

ld)医1外 ,屋1内 請負業者 に よる外貨 の間接的使用 :す なわ ち,①外国製品の う

ちで国 内取得物品は直接輸入 した もの と同 じ取 扱い となる。∩ 国内製品の うち

国内で取得 された物品 で,た とえば ,機械,建築 資材 ,燃料 ,尿具 ,備品 ,自

動車 な どを国内で生産す るために必要 な輸入資本財 の減価償 Allも 外貨 コス トの

対象 となる。ただ し, これは ,少 な 〈とも6カ 月以上 にわたってその製造業者

の総生産のかなりの部分 をプロジェタ トにもちい るとい うのでなけれは意味が

ない。(1涸 内コンサルテ ィンクサー ビスで働 〈外 国職員 お よび外国人専門家に

支払 うサ ラリーと,サ ー ビスを行 うためにもちい られた資本項 目の減価償却部

分であ る。 しかし,こ れ らは あま り問題 とは ならない。④ 一つのプ ロジェク ト
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に直接輸入された材料 ,資材,部分品 ,お よび,輸 入材料 を含む国内生産物 の

両方が含 まれている場合 がある。た とえば国内生産 の自動車の場合で,輸入用

のエンジンを もちいる一方 ,タ イヤは ,原 料のゴムは輸 入す るがタ イヤ自体は

国内生産 とい うように。 この場合,エ ンジンは問題 な 〈外貨部分 で② で述べた

通 りの扱 い となるが ,タ イヤについ てはその額が大 きい時にのみ外貨コス ト計

算に入れ る。

利子は外貨 であ る

世銀借款 に よる プロジェク ト建設 中の利子は外貨 として取扱 う。ただ し,世

銀のプロジェク トを実施する請負業者 が必要 とす る利子はプロジェク トの積算

コス トの中に含 まれているものと考 え ,こ れはその他の コス トと同 じ要領 で内

貨 と外貨に分けるべ きである。世銀は ,時 には建設 中の Yl」 子を借款 の中に含 め

ることもある。 この点 か らみても世銀借款 の利子は外貨 とみな して よい。

請負業 者が国内か 国外か分 らない場合

プロジェク トを国 内業者が落札す るか,外国業者が落札す るか分か らない状

態で外貨 と内貨の コス トを推定 しなけ ればな らない時がある。 この場合には ,

最 も可能性 の高い業者の方 をとってコス ト表 を作成 する。すなわ ち,競争入札

項 目の うち,Aは 国内 .Bは 国外 , C,D,E,は 国内,Fは 国外とい うよ う

に最適 の可能性を設定 する。さらに ,A～ Fすべて国内の場合 ,ま たその逆の

すべて国外 の場合 も一応想定する。そ して,最 高 ,最低 ,お よび最 も可能性の

高い もの と,3っ のコス ト表を作成 す る。 これ に よって世銀の外貨貸付額 が き

まるので ,こ れは慎重 にや らなければ ならない。 もし,世銀の判断 した推定額

よりも外国請負業者 の仕事が多い場合 には,そ の外貨分負担は借 入国側が もち ,

またその逆の場合 ,超過外貨 rCつ いては ロー ンを取 り消す場合 もある。 なか ,

将来 の不確実性に対する物理上お よび価格上の臨時費に関 しては国内か らもの

を買 う場 合 とは異 る。

外貨 コス ト推定のための資料源

外貨 推定のための資料源としては ,(1)借 り手 と,そ のコンサル タン トが準備

した報告書 ,レ)こ れ ら報告書を準備 した人々との個人的な話 し合い ,ま たは ,
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政府関係業 者で,そ の 国 の建設費用 とか ,物資の取 得 ,国内産業 の供給能力 な

どに詳 しい人々との話 し合いをす るのがよい。また ,近年,似 た ようなプロジ

ェク トが 実施されていれ ば ,それを参 考 とするの も よいであろ う。いずれに し

ても,こ れ らデー タノー スはレポー トの中に明確 に し てお く必要 が ある。また ,

「 直接外貨 」とか「 間接 外貨 」とい う言葉は誤解 を ま ねきやすい の で,世銀 で

は使っ てい ない。

Ⅸ プロジェク ト評価の実 際

A 公益 事業プロジ ェク ト

電力発電 ,送配電 ,テ ンコミュニター ション,上 下 水道のほか に ,原子力発

電,地上 衛星 ステーシ ョ ンなども含 まれ る。しか し,原子力発電 借 款は 1件 の

みである が ,こ れは世銀 が この分野 に借 款 しない とい うのではな 〈,融資評価

基準に合格 しなかっただ け のことであ る。今後,原 子 力時代の到来 とともに ,

この種の プ ロジェタ トは 髪勤口するであ ろ う。電力,テ レコミュニ ターションに

ついては , プロジェタ トカ`その国にと って優先順位 の 高 いものか を知るために ,

全国的 な調 査が必要になる。上下水道は特 定地域を対象 とする性格上 ,所有権者

も,管理 も,営業・ 計画 も,特定地域 に か ぎられるた め に,地方 自治体レベル,

国レベルの データが少 な 〈,優先度 を きめるのが難 しい 。世銀は WHOと の共

同作業 で フ ィージビリテ ィ調査を行 う場 合が多い。

ブロジ ェク トの外音5的評 価

この分野 の プロジェク トは収入を伴 うプロジェク トで あること,事業は専売

的色彩が強 い こと,資 本 集約的なもので あることであ る。借款 自体 は私企業 ,

公営企業 ,自 治体,政府 等 のいずれに で もなされるが ,財政管理 ,能率的経営 ,

コス ト管理 が必要条件 とな るから,プ ロ ジェクト具体 化 のためにつ ぎの条件が

必要となる。 有能な営業 , すなわち,営業 方針担当役 員 と実施役 員 をなるべ 〈

別にする。別会計の設置 , す なわち,能 率的経営に必要 なデータ解 夕iを 可能に

するため で あ る。独立採 算 ,す なわち,国 の査察,資金 援助もあるで あろうが ,
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資金運 用 に関して 100%の 権利 を保有 し,運営 費 ,負債の返 済 ,積立準備金

などを まかなうだけ の料金額設定 の権利を持った会 計 ,有能 な人材 を集められ

る よ うな給与,人 事 権 を持った機 関 ,以上のよ うな諸条件を ,た とえ時間がか

かつ て も,徐 々に備 え られる機関 を前提とする。

この種 のプロジ ェク ト事業体は ,産 出物に対 す る需要のfFl格 弾力性が低いの

で,プ ロジェク ト評 価 ではと〈につ ぎのことに注 意する必要が ある。 D職 員 :

一般 に職員が過剰 て ,し かも,ワ |1練 されていない 人が多 くなる。 この解決策 は

難 しいが ,た とえば ,ア ルゼンチ ンの電カプロ ジ ェク トでは ,政府職員の生産

性 を一 定水準まで あげ て,労働力 を削減するまで ローンを開始 しなかった。労

働 力 を徐 々に滅ず る タイムテー プル を作成 し,こ れの実行を融 資条件とする場

合 もある。 つ営業 能 力 :特定地域 とい う性格か ら ,と くに,上下水道に関 して

能率 が 悪い場合が 多 い。そして,営業 についての世 銀の介入限度 の明確化,有 能

な人材 の国内で調 達 の可能性 ,研修 の必要性を チ ェックする。 c)投 資計画 。経

理 の独 立 :も し,政府従属であれば ,再編成案 を組み入れる。

公共事業プロジ ェク トの料金 の考え方

料 金 に関 しては ,世銀は,事業 の拡大プログ ラムについては ,か なりの程 度
,

事業 内部の現金収 入 でまかなうこ ととしており ,事実 20～ 60%を まか な う

のが常 識となつてい る。この考 え方は,電 力関 係 の事業体では一般に受け入れ

られ ている。テ レ コ ミュニクー シ ョンの場合は ,す でに安定 している事業体 は

か な りの利益をあ げ ているので問題 はないが ,設 立 まもない ものは一般に苦 し

いo しか し,世 銀 と しては,電力 ,テ レコミプ ロジェクトについては,収益 を

主 に直接使用者料 金か らあげる よ うに要求 してい る。しか し上 下水道の場合 は

異 る。水はタダ とい う考えが根底 にあるため ,ま ず,貯水・ 消毒・配水には費

用 が かかること を教 えることが前 提 である。確 かに コス ト回収 に見合った料 金

徴 収 は ,低所得 者 層 に とっては負 担 になるため rC抵抗がある。実際には,経済

的便 益は料金以 上 に非常に高い とい う考え方 もあるが,国 の租税収入が不足 の

た め に上下水道 の サー ビスを受け られない よ うな地域にプロジェク ト化 され る

こ と もあり,負担 力 と便益は一 致 しないと考 え られ る。一応 の世銀の方針 と し
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ては,料金は 平 均的な もので あればよいと している。 しか し,運営費は カバー

されなければ な らないし,そ の適切な料金 システムは ,非常 に複雑なの で,世

銀 ではコンサ ル タントに依頼 す ることをす す めている。つ ま り,料金が供 給費を

反映 し,消 費 料 金が平均需要 に対 し適切な ものであるこ とが必要なわけ で ある。

同時に,料金 の徴収の徹底 化 の考慮も必要 となる。そ うで な 〈て も,水 もれ ,

送・配電中の 電 カ ロス等が あ るからである。

経済的妥当性 の評価

公共事業 プ ロジェク トの経 済 的評価には 3っの段階が ある。第 1段階 は ,そ

の事業のサー ビスに対す る需 要 を徹底的に 調 べ ることであ る。 と〈に経 済 の伸

び ,お よび外 部 的条件に よる価格政策がどの 稗度需要に影響 す るかにつ い て考

慮 を払 う。電 力 はェ業発展 ,近代 的商業取 ワ|,都市生活 に久 〈ことので きない

ものであるか ら ,需要に見合 った供給計画 を たてるのが普通 である。 ただ し,

上 下水道,テ レコ ミュニクー シ ョンについて は ,そ うとは か ぎらない。第 2段

階 は ,プ ロジェ ク トが需要 に見 合っていて , しか も,最低 コス ト計画 となつて

い るということ で ある。た とぇ ば ,水道管の サ イズは適切 か ,発電所の場 合 ,

火 力・水力いず れ の代替案 が 適切 か,発電所 と送配電回路 の サイズ,数 な どの

関 係 ,長距離電 話 ,ロ ーカル網 のサイズ/iど は 現在および将来 の必要性 に合 っ

てい て,し か もプ ロジェク ト期 間中の資本 コ ス ト,運転 コス トを現在価値 にな

か して経済的 コス トによる最 f_Aコ ス ト代替案 が選はれねば な らない。第 5段階

は ,そ のプロ ジ ェ クト自体実施 す る価値のあ る ものか ど うか を ,経済全 体 に対

す るプロジェク ト便益が, コス トを適当額上 回 っているか ど うかで検討 す る。

適 当額 とい うの は ,そ の投資額 を他のプロジェ ク トに使われ ていたと した ら生

じえた利益 を考 え 合わせて適 当 と思われる額 で ある。

経 済収益率 と財 務分析

しか し,公益 事 業の場合 には ,こ の計算は非 常に困難で あ る。 なぜな らば ,

売 価はコン トロー ルされた もの であるか ら,実 際の経済に対 す る便益 を表 わ し

え ないので,必 要 なデータは経 済 よりも会計上 の データに よる場合が多い。 ま

た , これらのプ ロ ジェク トは,常 に拡大 しつつ あるシステムの一部であるた め ,
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そのプロジエク トのみに限定 で きる便益の 計算 ができない 。 そこで,経済 収益

が一般に経済 的妥当性をみ るのに もちい られ る。すなわ ち ,プ ロジエク ト・ライ

フの間の,プ ロジエク トの建 設 コス トの現 在 価値を,純収 入 (収入か ら減価償

却 と所得税込 み運転経費を差 引 いたもの )の現在価値に等 し 〈するところの割

引率である。 こ の率 は 少 な 〈 とも経済 収 益 の最低をあ らわすもの と考 え ら

れ るので,も しそれ より高け れば他の分析 は 行わな〈て も,経済的に妥 当 であ

るといえる。 しか し,こ れは コ ントロール され た価格が プロジェクト・ライフ中

適用された もの であるから,投資決定に際 しては,こ れ が充 分な指針 で ある と

はいえない。 この種のサー ビスに対する需要 は ,予想され る価格の範囲 内では

非弾力的で あ る。ゆえに,経済的妥当性 には ,ま ず,市 場 需要 を予測 し,つ ぎ

に ,そ の需要 に合 った最低 コス ト代替である ことを確か め る。さらに,事業 体

の財政規.模へ の影響をみる た めに,必ず財 務 分析を併用 す ることであ る。 もし,

事業体の財政 に何 らかの制 限 があつて,プ ロジエク トが 遂行 できない よ うな場

合には,た とえ経済的には 妥 当であつて も ,プ ロジエタ トの規模,バ ランスを

再考しなけれ ば ならない。 また,財務分析 の結果が よい 場 合でも,それ が最低

経済収益 に近 い ものを示す ものでなけれ ば な らない し,他 のセクターの財務的

収益とも比較 しなければ な らない。

事業体の評 価 3収益率 と 負担制限

事業体の健 全性がプロジ エタ トの成功 ,不成功を左右 す る。事業体 は ,運営

費をまかない ,借財を返済 して継続的に運 営されねばな らないし,事業 の拡大

に当っては ,収益,借金 ,危 険負担等か ら適当な割合 で必要な資金を調達 でき

るようでなけ れば ならない 。 しかも, これ らは ,サ ー ビスを受ける受 益者負担

によるべ きて ,政府の援助 を求めるべ き ものではない。 世銀には,融資 したプ

ロジェタ トが うま 〈運営 されていくため に ,事業体の評 価 に際して標 準 的必要

条件となっている 2つ の テ ス トがある。一 つは収益率 で あ り,他は負 債制限条

項である。収 益率 とは技 術 的 には収入の検 査である。収 益 率をきめる要 因は ,

その事業体 の現在の資本 力 (資本還元 ),サ ービスの将 来伸び率,今後の投資

状況,そ の 他の資金源の程 度 などである。収益率は一 般 に料金による現金収入
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に重点がおかれ る 。 とい うのは ,拡張 してい 〈事業体の場合 に ,料金の 中 に事

業 に投資された 資本 コス ト回収 を含めようとす る場合が多いか らである。 資本

の 回収 が非常に良 い場合 もあ る が ,一般には ,料 金収入だけ で は不充 分 で ,ロ

ー ンや予備金か ら補 う場合が 多 い。負担制限条 項は,事業 体 がさらに新規 の借

財 を行おうとす る ときに適用 され るテス トで ,返済能力の保 持 と健全財政 を目

的 とする。方法 は ,最近連続 12カ 月の純収 入 (収入―減 価 償却 。利子込みの

支 出 )が ,そ の後 の年の最大 負 債 サービスを充 分 にカバー し,大体 1.5倍位に

なる こと。た とえ ば ,6年後 の 負 債返済が 50億 円,6年 後 が 70億 円で ある

とす ると,収入 は 少 な〈とも 70億 円の 1.5倍 ,つ まり 105億 円の確保 がな

け ればならない とい うもので あ る。このほ か に も,負債/危 険負担資本 率 ,負

債 /資産率 ,その他があるが ,あ まりもちい られない。以上 二つのほか に も,

事 業 体内部での 発 生資金は ,で きるだけプ ロジェク ト関係のた めに保存 してお

か なければならな いので,配当 金 にまわす のを制限 した り ,資本金を短期 ロー

ン でまかな うよ うなことが ない ように指導 した り,種 々あるが ,要 は全体的に

財 政 計画が しつか りしてい る こ とである。

B 農業プロジ ェク ト

農業プロジ ェク トの特性

農業プロジ ェ ク トの場合に ,国全体 ,ま たは多種類 の産物 を対象 とす る と,

プ ロジェク トの成果が低 〈な りやす く,管理 も困難となる。 したがって ,一般

に特定の農産物 を対象とす る もの ,あ るい は ,特定の地域 の農業開発 をするプ

ロ ジェク トの方 が好ましい。 と 〈に,パ ッター ジ投資 と して の土地改 良,開 拓

種 子 改良,農家 ク レジットな どの場合は IS‐ 済効果は非常に 高 〈なる。 しか し,

時 には酪農 の よ うな場合対象 地域 を広 くした方が国の経 済 開発に役立つ ことも

あ る。そ して ,こ れらは経済 面 ,技術面 ,経営面 ,組織面 ,商業面 ,財務 面の

す べての面か ら分 析する必 要 が ある。政治 的圧力を受けず ,能率的で,財務状

態 が よ〈,プ ロ ジェクト評価 上 の助言を与 え られるような窓 口も資金受け入れ

上 必要となる。 と〈に農業 プ ロジェク トは ,政府 ,銀行 をは じめ,個 々の農民
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など,さ ま ざまな機関,多 〈の個々人に 関係するので組 織的に具体化 されるこ

とが不可欠 となる。プロジ ェク トが何 年 に もわたる場合 には,そ こで ,各期に

区切って,各期 ごとに独 立 の プロジェタ トとして扱 うことも必要 となる。

世銀として は,借款対象 の農業プロジ ェク トが労働 集 約的なもの で あっても,

資本集約的 な ものであって もよく,結局 は経済的利益 の大 きい方が優 先 される。

財務的収益 率 を計算する際 の農産物価格 に何 を選ぶかが 問題であるが , これは ,

市場価格 と生 産者の手か ら離 れる時の 価 格 の両方を考 慮 して,最 も可 能 性のあ

る価格を決 定 することとな る。また,国 際的市場に出 される農産物 ,ま たは ,

価格が大 き く変動する もの については ,感応度調査 を必 要 とする。 プ ロジェタ

トによって は ,収支相償 ぐなわないもの もあるはずであ るが ,最小限 ,運営・

維持費は回収 で きることが好 ましい。 しか しこれは プロ ジェクトの性 格上不可

欠条件とは な らない。 しか し,評価に 当 っ ては,必要 な補助金額,その理 由は

明確にされ なければならな い。なぜな らば ,世銀は プ ロジェクト・ コス トの一

部 しか融資 せ ず ,新 しい土 地 の開拓等 に伴 う種子,肥料 費 などは資本 費 とみな

して融資の対 象 となるが ,そ のプロジェ ク トを毎年継続 してい〈ための経費は

含まれない 。 また,酪農 の場合 も同じて ,牧場をは じめ るに当っての牛 などの

買付 ,飼育 な どの費用は資 本支出であるが ,経常収入 を得 るための年 々の運営

コス トは融 資 の対象とな らない。農業 プ ロジェタトが ,そ れ自体で コス トを回

収するもの で な 〈てもよい とい う理由は ,農業開発には ,土地所有制度 の改革 ,

自給化政策 ,新 品種の技術導 入などの ,政府 ンベルの もの が深い関係 を持 って

いることに よる。世銀の ロー ンは税金に よつて返済 して も良いわけであ る。

農業プロジ ェク ト評価要 点

農業プロ ジ ェク ドは多種 多様であるの で ,そ の経済評 価 面 も多岐 にわた る。

主な評価項 目 をあげると以下 の通 りであ る。

a)水 資源 開 発 プロジェタ ト :建設,運営 ,維持を担 当 す る機関の横 の 連絡の

緊密性。灌漑 プ ロジェク トでは ,灌 漑され る土壊の生産 性 。水の確保 を実行す

るだけの能 力 が担当機関に あ るか,す な わ ち ,必要な時 に必要量を灌 漑のため

に確保できる か。また,そ れ を農民は有 効 に使いされるか 。排水状況 は。生産
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物を市場 化するための サー ビス,融資 サービス,エ クステンシ ョン・ サー ビス

は。穀 物 +資 機材輸送 のためのイン フ ラス トラクチュアは.コ ス トを受益者か

ら回収 で きるか,な ど。 この種のプ ロ ジェクトは資本集約的な ものであるか ら,

経済分 析 では,使 益 と費用を明確に して計測する ことが可能で あ り,プ ロジェ

ク トの 実 施時期,規模 も明確にす る 必要
―うも る。

b)農業 融資プログ ラム :こ の種 の プ ロジェク トは ,零細農家の農産物市場化

を可能 と なることを目 的 とするか ら ,莫大な数の農 家を対象 とす る。そこで ,

直接 ,農耕に関係 ある ものと,農産 物 に関係のある産業 とを分 け ,各農家の 計

画 と投 資 目標,資金状 況 を明確にす るも借主の能力 ,資産寿命 に応 じて返済 を

早める よ うにし,生産 性 を中心に お く。不正融資 を防 ぐため農 業 開発仲介機 関 ,

都市銀 行 の転貸時の利 子率 を低 〈さ せ ない,農家規 模により利子率 を調整 させ

ない よ う留意。仲介 機 関 の経営・ 財 務 能力 も検討 の対象となる。

C)農 業 開発プログ ラム :こ の種の ものは,と 〈に技術援助が必要 であり,主

に開拓 ,植 えつけ,雑草 地の改良 ,機 械 ,備品,種畜 ,加工設備 ,イ ンフラ ,

エタス テ ンション・ サ ー ビスと訓練 な どが対象 とな る。そ こで,行政 ,財務 ,

技術 な ど関連諸機関 の協 調の度合 ,技 術援助統合 の可能性 ,加 工 ,市場などの

主要産 品 の縦の整整 ,農民の反応 ,積 極性の度合 な ど計量できない分野が多 〈

入って くる。

のア ク ロインダス ト リー :こ れは 第 一次製品か ら,加工製品化 することを 目

的 とす る 。そこで ,原 料 ,労働力を効 果 的にもちい ,資本,外貨 ,経営能力に

対 して高 い リター ンが あるようにす る。また,技術革新による機械化の可能性 ,

生産者 と加工業者 との 関連性,付 随 施 設 ,た とえば 漁業のため の港 ,貯蔵の た

めの施 設 ,市場化 と市場 価格の検討 な どが必要 とな る。

以上 を実施するための プロジェク ト運営1戦員 ,農作物に関す る調査につい

ては,必 要に応 じて FAO,世 銀 な どが技術援助 を行い,農業教 育 はU N ESCO

などが カロわってプ ロジ ェク ト効果 を高 め る軍夫がな される。

C教育 ブ ロジェク ト

教 育 プ ロジェク トの 目的は,数量 的 rCは 教育 を受 ける者の数 を増加させ て ,
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経 済 発 展 に必要 なヲ|1練 された労働 力 を供給する ことである。質的 Ftは ,経済

・社会 生 活 と教育 を直接関連づけ るた めに教育計画・ 管理の改良 ,教授法の改

良,教材 の改良,研究 。実験室,備品 ,参考書な どの整備をす るこ とである。

換言す れば ,教育の内 部的効果 (一 定 の投資に対す る最大の教育収益 ),教育

の外部 的 生産性 (開 発 に対する教育 の 貢献 )の 二つ に要約され る。小学校の場

合の融 資 は,必要性 に応 じた教授法 開 発の実験的 プ ロジエタ トであ り,中 学の

場合は 純 学問的なもの よりも,工 業 ,商業,建設 ,農業 ,行政 ,保健サー ビス

など,将 来の職業ヲ‖練・ 技術習得 に 中心が置かれ る。 高校,大学 の場合は,教

師の育 成 ,教師を育成 す る教師の研 修 ,経済発展に直接貢献す る学部が優先さ

れる。 開発途上国の教育 問題は千差 万別で,し か も,緊急を要す ることなので ,

世銀 と しては,か な り思 い きつた実 験 的プロジエク トに も融資 を行 う。

プロ ジ ェク ト選択 の た めの一般調 査 は UNESC Oが実施する場 合が 多いoこ

のセク ター調査の結果 ,政府がプ ロジェタ ト準備 をするが ,こ れ もUNES CO

ゃ FAO,世 銀等 の応 援がないと,政府独自では できない場合が多いo借 り主

は,政府 の保証があれ ば ,政府の他 に ,地方 自治体・ 公団 。私 立の教育機関で

もよい。 融資の対象 は ,主に,建 物 ,設備備品類 で ,資本支出の一部のみであ

るが ,例外 として プ ロジエクト期 間 中 の特別運営 コス ト(教師訓 練 のための外

国人の 給料 )も 含 まれ ることがあ る。 この支出は 他 のセクター と異 り,運営 コ

ス トが 資本支出の 50%に ものぼ る の で,こ の面 で国の財務状態・ 教育予算な

どの分 析評価が必要 となるが,便 益 等 の計算はで きない。
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第 2章 アメリカ国際開発局(USAID)に おけ る

経済評価の実際

USAID O E ft

USAIDの 年取扱額、 約 20億 ドル

USAID, I確 には United State8 A80nCy for lnternationa■ De―

ve■opmontで ある。 日本では国際開 発 局 と訳され ている。本部は ワシン トン

の国務省 の中にあり, 1961年 11月 発足以来 ,ア メリカの総合 援 助機関 と

しての役割 を果 している。過去 3年 間 ,年平均約 20億 ドル稗度 の額 の援助を

行つてい る。 1974年 度 (1975年 7月 1日 ～ 1974年 6月 50日 )の

予算は 2093百 万 ドルで あった。 この 額 は世界銀行 (工 DA,IFCは 除 〈 )と

ほぼ同 じ金 額 であつて,開発途上国援 助実施機関 と しては最大級の ものである。

開発援 助 の経済評価が必要

20億 ドルの内訳は額 の多いものか ら並べるとつ ぎのようになる。 (1)開 発借

款 646百 万 ドル,② イ ン ドネシア戦 後復興援助 651百 万 ドル ,431開 発贈与

585百 万 ドル,141国 際 機関への拠出 (主に国連技術協 力 )152百 万 ドル
,

151支 持援 助 124百 万 ドル ,C)そ の他 146百 万 ドル 。 プロジェタ トの経済評

価を行つて 援助するの は ,(1)の 開発援 助 の場合である。 しか し,こ の開発援助

の中に も,(1,プ ロジェク ト借款,(21プ ログラム借款 ,13)セ ク′―借 款 の 5種類

がある。 1974年 度 の予算内訳は ,そ れぞれ 509百 万 ドル・ 185百 万 ド

ル,151百 万 ドルで あ る。

プロジ ェク ト借款

プロジェ ク ト借款は特 定のプロジェク ト,た とぇ ば特定道路 ,灌漑 用のダム

等に借款す るものであ る。主に資器材 がその対象 とな るが,こ れ らの プロジェ

-49-



ク トに付随する技術面 ,設計,運 営 サービス面 も借款対象に含 まれる。貸付 の

対象 者 は企業ではな く開発途上 国政府 であるの で ,こ の場合 の経済評価は特定

企 業 または特定の プ ロジェク ト単 位 の評価でな く,国民経済 全体か らみた経 済

開発 効果である。 AIDは 併1発 援 助全体の うち,プ ロジェク ト・ ローンが約半

分 を 占めているが ,過去 2年間 は 多 少減少してい る。プロジェク ト・ ロー ンは

統 計 _上 , Capita■  Assistanc eと Technic a■  Assistanc eに分かれ る。

ブ ログラム借款 の成立

これはプロジェク ト評 価の対 象 とはならない。なぜな らば援助資金の使途

につ い ての制約が ないか らであ る。換言すれば ,農業開発政策 の強化 とか ,輸

出入 関税制度の改革 とか ,国際収 支支持等が援 助対象である ために政策困難 目

標 の 数量化が困難 だか らである。 具体的には ,借 入国経済全 体 に影響のある財

政 ・ 金融改革 ,外貨 ギャップに対 して援助を t,基 礎産業物 資 ,資材の輸入へ

の融 資 に より,私企 業投資を刺 戟 す ることにあ る。元来, AIDの プロクラム

援助 は ラテンアメ リ カ諸国の政 治 ,経済,社会 の発展を目標 と したものである。

この よ うな長期的 経済社会発展 計画 および社会的構造政策の場 合は :断片的 プ

ロジ ェク ト・ アプ ローチは効果 的 でない。 しか し, ラテンア メ リカの長期 プロ

グ ラ ムは政情不安 のた めに立て に くく,現在 では援助額 も次第 に減少 し,74

年度 は 1,856百 万 ドル,す なわ ち開発援助の 40%と なり,初期の包括的 目標

を離 れて特定政策 問題解決のため に集中的援助 を行 うように なつている。

新 しいセクター 借款

プ ログラム借款 か ら一歩退いた 形 として最近 になっててて きた借款の形態で

ある。 ア4年度 は,過去 3年 間 平 均の 60%ァ ップで,プ ログ ラム借款の減 少

分が セクター借款 に まわるような傾 向になってい る。セクター と しては ,農業 ,

教 育 が主 体で,そ のほかに衛生 ,都市開発等が ある。これ らの セクターは 1971

年の AIDの 事業 分 析の結果あ らためて援助強イヒが認識され た ものである。問

題 は どのセクター を優先するか で あるが,それ をきめるのには広範 なセクター

分 析 を必要とする。 しかし,1974年 度の予 算 ではと〈に政策的 に所得配分

問題 が重要視され た。 セタター借 款 を実現するた めには,た とえば人的資源の
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不足 ,内貨の不足 ,機構問題 ,デ ー タ処理の問題 ,そ の他が あ り,こ れ らを解

決 す るために AIDか らの内貨 ,外貨のロー ンが なされる。 これ らの ロー ンに

は技 術協力が含 まれ ることもある.以上のセク ター借款 もプ ロジェク ト評価 の

ような数量化は不 可 能である。

援  助 条 件

据置力
i間

は 10年 ,こ の間の利 子 は2%,そ の 後の30年 間 は 6%と ぃ ぅ低

い率 で ある。 1960年 代初期は ,全期間 0。 75%と いぅ低 い率であったが次

第 に高 〈なった。 援 助の要請は当該政府か らの正 式要請,政府 の一部か らの非

公式要 請 ,当該国 の国民の個人 または市民グルー プ,関 係国 の 自国市民 あ るい

は 国 際機関 な ど で ある。これ らは ,国全体の セ タター調査 に基づいて要 請 さ

れた り,あ るいは ,国家経済開発 計画 ,地域 開 発 計画などに基 づいて行 われ る

場合 が多い。 しか し,経済上また は技術上の問 題 は非常に こみ 入っているので ,

専門 家 による詳細 な調査を実施 しないかざり,適 切な解決策 を見出すのは難 し

い。

I プ ロジ ェクトの優 益 の推定

A 実質国民所 得 による便益の 測定

便 益とは 1人 当 り国民所得の 増カロである

あ らゆる種類 の プ ロジェク トを含め,社 会 資 本 投資がその国 に対 して どの 〈

らい の便益をもた らすかとい うことは,究 極的 には 1人当 りの国民所得 がそ の

プ ロジェク ト投 資 に よってどの程 度増えるか と い うことで ある。 とはいって も

便益 の測定は概 念 的 にも実際的 に も非常に多 くの困難性 をもった分野で ある。

しか し概念的に考 えれば,プ ロ ジェク トおょび そ れに付随す る投資の総合 的 な

評 価 という観点 に た てば,便益 の 評価基準はつ ぎのような ものである。す なわ

ち ,現在および将 来世代の国民 に およぶ福祉 で あること。そ してその権祉 を評

価す るとすれば最 もよい基準は国民所得であ る。 その実質 国民所得がどの 〈ら

い増カロするか とい うことがプ ロジェタト投資便 益 の第一の測 定基準に な らなけ
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ればな らない。そして国民所得の増カロ合 計は ,各 セタ ターの付加価値 の増加合

計でなけ れ ばならない。 その一つがぬけ て も完全で ないか ら関連 セクター間の

分析が非常 に困難とな る 。

国民所 得 の増加と結び つかない非経 済的なものもあ る

たとえば レジャーの よ うなものは純 粋 な福祉財で あ るが国民所得では表現で

きない。 また ,政治的統 一 とか,所得 の均等配分 とか ,保険ナー ビス ,事故に

よる死傷者 の減少等 も一 種 の社会的 目標であつて国 民所得 とは結 びつかない

ものであ る。同時にこれ らは:貨幣単位 で表現する こと も非常に難か しいoさ

らに今消費 す るか,あ るいは将来に伸 ば すかとい う消費 ,貯蓄,投 資な ども富

や所得の配 分に影響を もた らすが:こ の ようなことは 社会のさま ざまなグルー

プの収入 の分配を公平 にす るという価値 判断 もある し,ま た福祉 の増加のため

に全体の 所得増カロを犠牲 にせ ざるをえ ない場合 もあ る。いずれに して もこれ ら

は国民所 得 推計の中に は入 ってこない 。

経済評 価 には非経済的 要 素も含める

この よ うな非経済的 な便 益 を国民所得 の増加便益 と考え る時,前者 について

も何 らか の形 で表現しなけ ればならない 。 しかし一般 には ,種 々異 るプロジェ

タトに共 通す る計測基準 は ないが,一応 つ ぎのようなかた ちで非経済的便益を

表現するのが望ましい。

∂非経 済 的便益をで き るか ぎシ物理 的 単位 ,あ るい は貨 幣単位で計 るように

努めるこ と。 たとえば プ ロジエタト実施 に よる病院 へ の接近とか,病気 の撲滅

等も便益 と して考える よ うに し,ま た政 治的な統一 の保持 などは,便益 として

はとらえ どころがな〈あい まいでは あ るが ,法と秩序 を確立 し逮隔地の離散を

防 ぐとい うように二段論 法 で解釈する。

つ同 じ種類 の便益を達 成 するために他 の種類の方法 を使 った場合 の コス トを

推定 してそ れを便益と考 え る。そして これ をそのプロ ジェク トの価値の指標 と

して使 う。

め以上 の ような方法が適用できない場合は,計測で きる便益や費用 と一緒に

それら計測 できないもの を個別的に記述 してお〈にとどめる。このような形で
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非経済的便益 が表現される と ,通常いわゆ る プロジェク トの経済コス トと便益

との比較が可 能 となり,評価 にあたつて経 済 的および非経 済的な便益の双方を

考慮することになる。

実質国民所 得 推計 と代替計 測方法

以上の よ うに経済評価基 準 は概念的には プ ロジェク ト投 資によつて発生する

実質国民所得 の期待増加分 で あるといえ る。 しかしなが ら,経験的に も,特定

のプロジェク ト投資は土地利 用や生産や交 通 パターン等 特 定の分野 に影 響を与

えるのみで国全 体の経済活動 のパター ンや経 済水準への影 響に比べれば総体的

に小さい。 この ような点か ら考えればプ ロ ジ ェク トの便益 は実質国民所 得の推

計 とい う比較 的 困難な方法 の ほかに,も っ と範囲を狭 めた代替的計測 方法 もあ

ると考えて よい。

民間投資便 益 と公共投資 便 益 との比較

国民所得 便 益基準は民間 企業の収益性 基 準 ,た とえば収支 のパ ラ ン ス とは

まった 〈異 る基準である。 民 間企業の収益 性 は目に見え ない社会的 な便益を除

外 している し ,さ らに国民 所得基準て計測 される二次的経 済効果 (外 部経済 )

も除外され てい る。したが ってかりに民 間 投 資と公共投 資 を比較す る場 合には ,

民間投資プ ロジエクトに二 次的投資便益 , あるいは社会 的便益を加え てか ら比

較 しなけ れば な らない。 この ような両者 の 比較は時に よっ ては必要 で あ り,と

〈に公共投 資 の場合,便益 の範囲が非常 に 広 いためにその便益が見かけ上 ,非

常に大 きい よ うにとられが ちとなる。そ れ に よって公共 投資分野へ の過剰投資

を誘 う結果 とな るので,公共 投資と税金政 策が密接に関 連 している よ うな国の

場合は,両者 の収益性の比 較が非常に重 要 となる。

B 国民所 得 による便益測 定の適用

経済的影 響 圏は狭くも広 くもなる

国家的な開 発計画の場 合 は ,匡1全 体が そ の影響圏 となるが,プ ロ ジエク ト・

レベルの場 合 には影響圏 は それ よりも狭 〈,特定の地域 に対する国民所得増加

の測定が対 象 となる。計測 に際 して実際 に はその調査 の地理的範囲 を きめる場
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合 には,その プ ロジェタ トか ら得 られる ものが中心部分 か ら遠 〈な る に う れ

徐 々に小さ 〈な り,そ の計算 が調査コス トにひ きあわない ところを境界線 に し

ている。 しか し ,同 じような 投 資案件で も地域 の特性あるいは規模に よってケ

ー スごとに果 る場合が多い。 た とえばある農 村地域での道路建設の影響圏は ,

道 路の両俣110マ イルがと られ る半面 , これ と同じ設計基 準の道路 を他の地域

で建設する場 合 ,そ の経済的影 響圏を道路 の両側 50マ イル以上 もとる場合 も

ある。 したが っ て影響国の設 定 は個々のクー ス ごとに考慮 す る必要がある。

産出物の量 的計測はwithと withou tの 両方を出す

プロジェク トの建設位置 等 が エンジニヤに ょって計画 された段階で農業 ,工

業 ,林業,鉱業 等の専門家は そのプロジェ ク トの影響圏か ら発生する各品 目別

の産出物の増 加 を計算するこ とになる。そ して投資プロジェタ トの影響囲 の経

済 分析にかい ては ,そのプ ロジ ェク トに関係 の あるすべて の生産物の伸 びを推

定 す る。この場 合にとくに注 意 しなければ な らない項 目は ,a)生産の量的 ポテ

ンシヤル, D市 場のポテン シ ャル, c)政府 お よび民間産業 の投資計画等 で ある。

そ して,こ れ らの推定はその フ
.ロ

ジェク トヘ投資がなされ なかった場合 (with
O ut)と , なされた場合 (with)の二つの場 合 を推定 しなければ ならない。 な

ぜ ならば,こ の 二つの差がプ ロジェタ ト投資 お よびその関 連投資に帰属す る便

益 と なるか らで ある。

産出物の価格 原 則

各 セクターの 産 出物の推定 量 は ,その農場 あるいは工場 の地点での卸売物価

で評価する。 これは単に交通 プ ロジェク トの みでなく,ェ 業 ,農業 ,漁業 ,林

業 ,鉱業 ,製造 業 ,建設業の す べてにあては まる。ただ し,価格構造のゆがみ

や変化の修正 につ いては通常 つ ぎの原則が適 用 される。

a)プ ロジェク トに ょる輸 出 または輸入代替 のための増カロ産 出物の価格 は ,外

貨 の機会費用 に よって評価 し,課 税後の市場 価格はもちい ない。

じ輸入品が よび輸出品の国 際 価格の変化 に よって,そ の国 の外貨による購売

力 が影響され る。 それは同時 に貿易量増減の主 要決定要 因で もあるので将来の

貿 易 flIL格 の推定 はできるだけ 正確 に行 う必要 が ある。その ため には1価 格の変動
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は統計的に導 き出すよりも,こ のような不 確実性の高 い ものは将来の 価格の上

下の変動幅 を 示すことが大 切である。

c)国 内の イ ンフレあるい はデフンに よる価格変化の
.影

響はいっさい 投資決定

に影響させて は ならない。 ゆえに将来の 産 出物にすべ て基準年の一定 価格で評

価 しなければ ならない。

他地域お よ び他部門か らの購入分を除 外 す る

増加産出物 の総計は国民 所得の増加分 では ない。た とぇば食品加工 業の販売

総額には影響 圏 の内部あるいは外部の他 の産業からの購 入額が含まれ ているの

である。 した が って,総産 出量から中間的 な投入物 を除 いた純産 出物 ,す なわ

ち,純益,賃 金 ,利子 ,家賃等の付加価値 の合計が純産 出物の合計で ある。こ

れ を得るには 二 つの方法が ある。第一は ,各部門の総産量 からの購 入 分 を除〈

ことである。 ただしこの方法 は ,そ の よ うな情報が得 られ る場合にか ぎられる。

第二は,別に決 定された各 部 門の平均付 力‖価値率を各部 F]の総生産額 にかける

ことである。 前者は一般 に コス ト割引法 と よばれ,後者 は付加価値 比率法 とよ

ばれる。ただ しこのような推 定方法は,両方 とも一国 全 体 とい うよ りは ,一地

域 を単位 とす る場合が多い の で,そ の投 資 影響圏以外の 地域から参 加す る資本

お よび労働 の流 入を勘案 して ,他の地域 の 産 出物の増 加分 も計算 して二次修正

する必要が あ る。

コス ト割引 法 による純所得 増加の推定

この方法 を式 に表わす とつ ぎのように な る。

地域 間 の 資源フロー を修正した当該 部門の純所得 =総生産額 一 中

間財購 入 額―地域外 の生産的な仕 事 か ら当該地域 に移入した賃 金 ,

純益 ,71J子

これを具体 ●llで 示そ う。 エル・ サルバ ドルの海岸道路 を建設した場合 にどの

程度の国民所 得 の増加が あ ったか,と い ぅ計算夕1で あ るが ,こ こに示す 例は ,

国民所得の将 来 推計ではな 〈過去のデー タに ょる事後分析 である。

海岸道路が建 設される前の この海岸地域 の主要農産物 は ,と うもろ こしと豆
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で , これがサルバ ドル国の代 表 的な産物 と もなつている。 このほかにも, ソル

ガ ム (も ろこ しの一種 ),綿 ,砂糖きび,米 ,種用として輸 出する陸稲 も生産

されている。 しか し,未利用 の土地も相当多 い。 1969,70年 に海岸道路が

完 成 して以来 ,綿 の生産が急 激 に増加した 。 このために , と うもろこしの耕地

面 積は約半分に減 少 してしま ったけれども,品種改良とか施 肥などで生産 額 の

絶対量は減少 しなかつた。ま た豆 も耕地面積 お よび生産量 ともほとん ど変 わ ら

なか つたが,乳 牛は綿の土地 集 約利用で急減 したo米 , ソル ガムはだいたい同

じ,砂糖 きびは 多少増加 した が ,こ の地域 の砂糖 きびの生 産は国全体の生産量

か らすれば微 々たるものであ る。 したが つて海岸道路建設 に よるこの地域 の主

要 な変化は,綿の生産が増 カロしてサルバ ドル の綿生産中心 地 となり,し か もそ

の 80%が 国際市場に輸出さ れ るように な った ことである。

サルバ ドルの綿生産面 積 ,量 ,価格

度年

1965～ 64

1964～ 65

1965～66

1966～ 67

1967～ 68

1968～ 69

19`,～ 70

1970～ 71

1971～ 72

1972～ 76

1975～ 74

面   積

(1,000エーカー)

52.2

7ユ 1

113.0

948

'87
152.4

10ム 5

1401

202.5

251.4

282.4

綿 の 量
(1,000ト ン)

12.9

20.5

308

62.4

6`0

397

61.1

419

589

724

101.9

平均値略
(トル/ト ン)

76 1.9

754.1

654.2

6175

5930

5179

571.9

584.6

5857

5845

N.A.

表からも分 る ように1965/4～ 1969/70年 の間に綿 の耕作面積 は 2倍
,

生 産量は 2.5倍 に増カロしてい る。 ところが 道路が完成 した 1969/70年 以後

4年間はそれ以上に増カロし,耕地面積は 2.5倍 ,生産量は 5倍 に増カロしている。

も しこの海岸道 路が建設され ていなかうた とすれば, 1965/4～ 1969/70

年の間の伸び率 を,そ のま ま 1975/4年 にのばした場 合 の 総 生 産 量 は 約
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8万乙000ト ン となるは ずである。 ゆえに ,道路 が建設された ことによる綿生

産量 の増 カロは 10万 1,900ト ンー8万Z000ト ン=1万 5,000ト ン とみ なすことが

できる。

つ ぎに 生 産増加のた め の投下コス トをみてみ よ う。前表が示す ごとく,綿の

市場価格 は 1964/5年 以 降下落 してい るが, 1969/70年 か ら少 し上が っ

てい る。 トン当り584ド ルとした場合 , 1万 5,000ト ンは約 900万 ドルに相

当する。 しか し道路建 設 による便益額 は これか ら綿 の生産に要 した資本 コス ト

と運営 コス トをさし引 き ,さ らにこの他 の生産物 の減少分 もさ し引かねばな ら

ない。綿生 産のための伐 開 ,排水,そ の他造成には ,農林省のデー タによれば

エーカー 当 り約70ド ル となってい る。 この地域 には伐開のい らないところ も

あるので ,農林省の全 国 平均よシ多少低 い と推定 され るが,こ こでは一応 70

ドル とす る。またこの地 域 は斜面もあるの で,浸蝕 保 護工事が必要 となり,そ

の費用は ブル ドーザー 1台につき1時間 Z2ド ルで あ るから, 1エ ー カー当 タ

12ド ル となる。このほ か に柵,引 き込 み道路 ,倉 庫 ,建物 ,そ の他をひっ 〈

るめてエー カー当 夕12ド ルと推定 した 。 1969/70年 の道路 完 成以後の綿

の追tll耕 地 の資本コス トは ,以上のデー タを参考 に した場合 1,800～ 2,000万

ドルと推定 される。 1973/4年 の綿生 産量総額の 15%が 道路 に よる生産増

加であるか ら,2,000万 ドル の15%,す なゎち約 500万 ドルが資本コス ト

と推定 され る。

以上が資 本 コス トであ る がさらに運 営 コス トトもさ し引かなけれ ばならない

が,こ こで は計算を省略 す る。いずれ に しても資本 コス ト,運営 コス トと,さ

らに利益 46ド ルを も含 め ,綿 は 1エ ー カー当 り200ド ルで売却 されたわけ

であるか ら , 1エ ーカー 当 りの付力‖価 値 は ,土 地や労 働のコス トは実際のコス

トより低 い と思われるか ら,46ド ル より多少高 い と ころにある とみなされる。

これを考 慮 して 1エ ー カー 当夕の付加価 値 は 100ド ル替度とみ なされる。以

上のことか らサルバ ドル経 済に与える綿 生産の貢献 度 は 1965/4年 2,820万

ドルとな り ,道路部分 は これの 15¢ で あるから420万 ドル と計算できる。

これは前述 の道路に よる増 カロトシ数 1万 ユ000× 584翔 が 9oo万 ドルの約半
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分に相 当する。

付 加 価値率法に よ る純所得増加 の指定

この方法を式で表 わす とつぎの ようになる。

地域間の資源 フローを修正 した当該部門 の純所得=総生 産額 ×当

該部門の付 加 価値率―他地域 の生産的活動 か ら当該地域 に移転 じ

た賃金,純 益 ,利子。

これ を具体例で示 そ う。ボ リピアの例で,コ チ ャバンパ～サ ンタクルス間の

道路 建 設 rC伴 う砂 糖 ,米の生産増カロが国民所得 増 カロrl‐ どの よ うな影響をもた ら

した か ,と いう例 で ある。表に示 され ているよ うに 1962年 の この道路の完

成 年度 の後 と前の砂 糖 および米の 年生産量を比 較 すると砂糖 は 1954/62年

の 8年 間に10倍に増加 し,米 は 1958～65年 の 5年間に 6倍 に増加 した。

ボ リビアにおける米 ,砂糖の生産 は この地域だけ で行われてい るが .その絶対

量 は ,工業その他 全産業 と比較す ると非常に少 ない。 しか し,こ れ らの増加 に

より自給自足はほ とん ど達成され る こととなった 。

ボ リ ビアの米の生 産 量

(単位1,000ト ン)

195α午   1959   1960   1961   1962   1965

12.5      195      235     24.0      24.0      3&0
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年

(単位 1,000トン )

国内生産 1輸 入

ポ リビア の 砂 糖 生産 ,消 費 ,輸入
(単筐 1,000米 卜1ル )

合 計 消費推定 1国内生産額 輸入額 合  計

1949

1950

1951

1952

1955

1954

1955

1956

1957

1958

1959

1960

1961

1962

02

1.2

1.5

2.6

ユ0

4.5

4.5

4.4

87

15.5

175

24.5

41.2

4,2

3ユ 6

579

44.9

354

54.6

54.5

4zl

45.6

75.5

490

6こ 6

5α 9

61.2

697

52

161

266

550

552

459

409

447

859

1,550

1,629

1,996

こ412

4205

4,521

5,122

6109

■069

5,768

4,925

4,04`

4,148

6,557

■562

4,278

2,156

1,658

1,755

4,655

5,283

6542

5,419

6,100

5,364

4,454

4,596

z416

4,912

5,906

4,151

5,070

■960

砂 糖

米

木 材

アル コール

綿

その他農産物

都市間道路輸送

石 油

その他

6こ 4

668

435

531

51.6

501

42.8

41.2

667

535

461

265

200

2o5

42000トン

24,000ト ン

4,329=千フイート

600万リツター

軌000ト ン

11,0004ヒ復
Z000トンキロ

500万リツター

1962年度 地域総生産(GRP)ぉ ょび道 路 投資等に よる貢献度

生 産 量 か よび石油を除 〈投
よ る

4.2

,8

o5

1.0

1.5

1.0

1.9

60

80

a85

0.85

0.85

o85

085

085

0.66

1.00

0.80

ュ2

2.8

02

07

1.0

07

1.2

62

1ュ 0

ユ6

ユ2

06

09

1.5

08

1.5

60

64

2&81

4Z8

4a5

488

425

499

52.5

54.7

5z2

596

(単位 100万卜
")
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道路投 資に よる便益 を出すには ,ま ず サ ンタタル ス地域の総生産 を求める。

表の1962年 のセク′一別の生産量 の欄 のうち, ある ものは公表 された統計

によって得 られたもの で あるが,国全 体 の比率か ら出 された もの もある。生産

額の相は他 の地域か らの 購入分 も入 っ ているので二重 の計算 となっ ている。そ

こで1958年 のポ リピアの産出投入 表か ら第 2機 の 1ド ル当 りの付加価値額

を出 し,各 セクター ご との貢献度を計算 したものが第 5欄の付加価値額である。

即ち, 1962年 のサ ンタクルス地方 の生産額の合 計は ,2,400万 ドルとなり,

これは ポ リビア全体の GNPの 約 6¢ に相当する。

つぎに この増加額 , 2,400万 ドル の うち国家的にみて どの部分 を純便益 とみ

るかが 問題 となる。所 得 側の台帳か ら , この GRPま たは付加価値額は,賃金 ,

利潤 ,償却の三つに分 割 できる (そ の 他の利子,地代 は説明上 名 〈).サ ンメ

タルス地方 では,支払 賃金は,た とえ この地域が開 発 され ない場合 で も,他の

経済分野 に向けられ る ことは考え られ ないもので ある。 これはサン タクルスの

労働者 が非生産的で あ る という意味 では なくて, もっと生産性の低 い人にとっ

てかわ った ,と い うこ とである。同 じことが企業 の Yll潤 について もいえる。だ

から賃金・ 利潤 ともに他 の地域か ら移 動 してきた ものとは考え られ ないので ,

あるいは ,開発がな くて も他の地域へ 出されるとい うことは考え られ ないので ,

サンタクルス地方の開発 の結果に よってrH・ 加した付 カロ価4LEと みなす ことができ

る。減価 消却につい て はそ うはいか ない。これは資本財が主であって ,こ の資

本財 をサ ンタクルス以 外の地域でもちいても消却額 と同 じ額の価値 を生み出す

ことが で きると前 提 で きるので,減価消却額は付 加価値か らさ し引かなけれ

ばならない。別の表 現 をすれば,サ ンタクルス地方 に搬入された資本財が生産

にもちい られてゼロと なること,ま たは費消され る ことは,原料が他 の地域か

ら搬入 されたのと同 じ意味であるか ら,付加価値 か らさ し引かなけれはならな

い。第 4欄 の上か ら 6項 目までは , これ を引いた数 字である。

都市 間輸送の生産 性 については ,付カロ価値は便益 とい うよりは コス トとみ ら

れが ちで あるが,こ れ は Fnt違いで輸送 コス ト自体 は輸送された生産物の額の中

に含 まれ ている。だが ら生産一輸送 一最終購売者  とい う過程で付 カロされる便
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益または価 値は生産―輸 送 という過程 で カバーされ て い ることを意味する。ゆ

えに付加 価 値である。 ただ し,道路 コス トの うち,人手 をもちい ない機械部分

はマイナ ス便益としてさ し引かねば な らない。サン タクルスの場 合年道路維持

費は 365万 ドルで,こ の うち機械部分 は 14%な の で これが道路 の生産性か

らさ し引か れる。石油 セク ′一の付カロ価 値 は道路の あ るなしには閲係 なく生ず

るので付加 価値には入れ ない。以上 の計 算により, この道路の建設 に よる便益

額合計は第 4欄に示され る ごと〈1,500万 ドル と推定 される。

C 便益 測 定の個別方式

国民所 得 の増分を細分 して推定す るこ とが可能

確かに ,プ ロジェク ト投 資による第 一 の概念的評価基準は,投 資に よつて発

生する実 質 国民所得の期 待増分である。 そ して,こ れ は インタンジブルな便益

を除いて,前述の例にみ られ るよ うに計 浪」が可能で あ る。 しか し,多 〈の場合 ,

特定 プロジェク トヘの投 資 の影響は ,経験 白,に いつて も,そ の地域 の経済活 3_l

のパター ンや レベルに比 べ て相対的に小 さいもので あ る。その意味 で,か りに

国民所得基 準を分割 して 計 測 してもそ の依頼度の高 い ものが得 られる とい うこ

とができる。すなわち,国民所得の増加 分 を他の安 易 な方法に よ り観察 し,計

測できる要 素に分割 して測定することが 可能である。 時間的制約 ,あ るいは ,

データ上 の制約条件下 では このような方 法 を採用 して も差 し支え ない。

交通投資 の場合の4方法

運輸 プ ロジェクトを夕|と して細分 した場合には,全部 でつ ぎの 4つ の方法が

可能であ る。そ して, これ ら4方法の答 えは各々等 しい。

→匡1民 所 得 アプロー チ :運輸および関 連 的活動の投 資に よる国民所得の増加

b)費用節 約的アプロー チ :現在の交 通 お よび交通 投 資 なしに増 加 する輸送 コ

ス ト節約 分(Bl)+経 済 的 な規模の工場 や ,技術開発 に よって必要 となる経済的

効率性の増加 (ま たは減少 ),(交通施設の近く(BD,そ の他の地域(Bめ )+

従来その地域で活用されていなかった資源の利用分 (交通施設の附近(Bう ,そ

の他の地域 (Bめ )
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c)荷主の費用節 約 アプローチ :輸送業者の利益増加 (Cl)+輸送施設の近 〈に

位 置 している荷主 の節約分(CD+輸送施設の近 くに位置していないが,そ の輸

送施設を利用す る荷主の節約分 (C3)(以上 3つ の合計はB,と 同じである)+

B2,BS,B4,B5

の地代または土 地価格アプ ロー チ :Cl+運 輸施 設附近の土 地 ,その他不動産

所 有 者に帰する地 代 としての所得 の増カロ分C)KD2は C2+B2と 同 じ)十 C・ B8B4B6

以上の4方 法 の うちb,c, こは便益測定 には よくもちい られるものであ り ,

概 念的にはa～ dは 全部等しいは ずである。 この ように細分 すれば間違い も少

な 〈,ま たよ〈忘 れ られるB33B5を 計算しなか つたり,B2を 落 して国民所得 の

伸 び を低 〈推定 した りするよ うな間違いを避 け る ことができる。

費用節約方法 に よ る便益測定 には限界があ る

た とえば,交通 投 資プロジェタ トが既存の土 地利用,生産 ,輸送パ′― ンに

あ ま り影響を与 え ないような場 合には,信用 で きるデータが入手で きれば ,b

の 費用節約アプ ローチが最も好 ま しい方法で ある。 BIの 通常交通 ,発生交通 の

新 道路投資による費用節約は ,比 較的に推定が 容 易であるので ,こ れは交通 投

資 の使益の計測 方 法 として最 も もちいられてい る ものである。費用節約の計算

は ,実 際のター ス では種々の方 法 が とられる。 しか しなが ら,土 地利用,生産 ,

輸 送 パターンに大 きな変化が考 え られる場合 には ,こ の費用節約のみを便益 と

して計測するのは 適切でない。 なぜならば ,こ の方法をもちいた場合に,そ の

交 通施設によって 直接影響を受 け る地域の未 Zl」 用 資源の活用 や ,現在利用中 の

資 源 の有効利用 の 増 力自分とい う,最 も大きな効果 が見落されて しま うか らで あ

る。 交通投資は ,輸送 コス トの減 少の分野では 非常に大 きなt」
・果 をもた らす に

は違 い ないが,それ らのコス ト節 約の経済にお よぼす効果 とい うものは非常に

大 きいかもしれ ない し,ま った 〈重要でないか も知れないのである。

便 益測定では 細 部 まで包括ナ ろ

荷主の輸送費 用 の減少が大 きければ大きいほ ど,ま た,荷主の供給の弾 力性

が大 きければ大 きいほど,産 出堵 カロ,雇用増 加 ,所得増加が もた らされ, これ

に よる経済全体 へ の影響は大 き くなるはずで あ る。 しか し,輸送 コス トの減 少
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が単に輸送業者の利潤 を増 カロさせるだけ で ,荷主の支 払 う運賃負担 を少 しも減

じなければ ,そ の投資の経 済 に対する便 益 的効果は小 さいものとなって しまう。

ただ し,こ の ようなことは あっても,小規 模の トラッ タ運送会社 の よ うな場合

は,公共交 通投資によっ て もたらされ た利潤が,企業 心 を発揮させ る というょ

うなことは経験的にも実 際 に存在する。 た とえば,サ ー ビスを向上 させたり,

その他生 産的 な投資に向け られたり。 この ように展 開 していけは ,輸送 コス ト

の節約はか なりの新投 資 の源泉となろ う。 このように 新投資が新 しい合理的な

利潤追 求 の企業マイン ドを開発する機会 となることが ,経済発展の基 礎 と考え

られるか ら,補完的投資 もすべてを抱括 した形でプ ロジ ェク トの効果 を測定 し

なければ な らない。

プ ロジェク トコ ス トの評 価

A 経済 費 用計算の原則

市場価格 と機会費用

プロジェ ク トのコス ト推定 では市場価格 と経済価格 とを区別 して ,その用途

を分け なけ ればならない。 2つを分離す るにはつ ぎの 4っ にっぃての調整が必

要である。

a)プ ロジ ェク トに必要 と なる熟練お よび未熟練労働 者 のコス ト

D資本費用

C)外貨 を使 用する機材 の 費用

の販売税 な ど,関 接税の課 される投入物 の費用

以上の 4つ の投入物の市 場価格と機会 費 用とは同 じでない。 これ ら資源をブ

ロジェタ トに もちいて経 済 的評価をす る場 合に,ど ち らをとるべ きか といえば

後者の機会 費用をとらなけ ればならない。 ただし,財政 的評価や行政上からブ

ロジェク トを見る場合には ,市場価格 を もちいねば な らない。通 常は両方の計

算をして ,資 源の最適配 分 と,必要投 資 資金の額を出す べきである。
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市場価格によ る プ ロジェク ト評価は国民所得 を最大化しない

開発途上国では ,一般的に市場 価格は真の機 会費用と一致 しない。すなわ ち ,

熟 練労働者の賃 金 ,資本の機会 費用 ,外貨の コ ス トなどは一般 に低 〈評価 され

る反面 ,未熟練 労 働 者の場合は最 大評価がなされ る。この ような状態 の場 合 に

は ,こ れらの機会 費用の近似値 計算は ,匡i家 レベ ルの計画策定委員会のよ うな

機 関 か ,■ たは ,プ ロジェク ト借 款の供与を してい る国際機関に よって一定 の

率 が提示されるべ きて,コ ンサル タントに よっ てなされるべ きでない。 しか し ,

これ らの機関か らの数字が得 られ ない場合は ,直接それ らの近似値 を計算す る

の も止むを得 ない 。機会費用を反映 しない販 売税 ,ラ イセンス フィー,輸入税

な どは,経済評 価 におけるコス ト計算から除外 す る。

更新できない 資 産の埋没費用は 経済コス トに含めない

プ ロジェク トには容量追加 とか既存施設の拡 充 などが多い。過去 に行われた

投 資 の うち,他へ の転用の用途 が ない もの,ま たは廃物としてほ とスノど価 fL6の

ない ような資産 は 経済の機会費 用 には関係 ない 。 なぜならば ,こ れ らは一つ の

用 途 だけに使用 され るか,ま た は ,そのまま放 置 されるもので あるか らで あ る。

ゆえ に,それ らは新 しい投資決 定 には無関係 なの で無視され るべ きである。 ま

た ,オ 11用 可能な既 存 施設がある場 合 でも,同様 に プロジェク ト比較においては ,

新 たに追加され る施設の資本費 用 と維持運営費 用だけが比較 の対象 となる。

コス トの範囲 と して関連コス ト全部を含め る

コス ト推計に 当 っては,そ の プロジェク トを実施するに必要なすべての コス

トを含めなけれ ば な らない。た とえば ,港 の プ ロジェタ トに フィーダー道路 が

必 要 であれば ,そ の コストも港 の プロジェク トの コス ト推計に含めなければ な

らない。さらに将 来 の維持,運営 コス トも含 まれ なければ ならない。また,貨

物 輸送の場合の コス トは,荷主 か ら荷受入ま での輸送の際 に消費されたすべ て

の 資源の価値 で あ ると表現する こと もできる。 このような補完 的 な性格の投 資

は ,総 合的なセク ター調査よりも個別のプロジ ェタ トの場 合に見落されやす い。

た だ し,こ の場合 ,コ ス トを誰 が負担するか とい う点にも注意 しなければ な ら

ない。経済分析 で は ,前述の港 の プロジェク トの時に,フ ィーダー道路 も含 ■
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れるが ,財政分析では , もしフィー ダー道路を道路 局 か ら別の予 算 で実施す る

場合には ,港 プロジエ ク トのコス トと して含める こ とは できない。

コス ト推定には時間的 側面に注意す る

コス トは資本コス トの よ うに,プ ロジエタトの実 施 の初期にた だ ちに発生す

るもの もあれば,維持 コス トのように ,完成後 20～ 30年 と長期 にわたつて

発生す る もの もある。 この場合,時 間的 にみれば減価 償却 コス トな どもコス ト

として考 え られる。 しか し,経済評価 では資本コス ト,維持・ 運 営 コス ト,在

庫コス トな どは含まれ るが ,減価償却 ,償還などは含 まれない , もちろん減価

償却は財 務分析の場合は 含めなければ ならない。

危険 を避 るためコス トの上限と下限 を推定する

統計的 にみても,建設 コス トの間違 いは過去におい て もたまた まみかける。

どちらか といえば コス トを少な〈見積 る場合が多い。そ こで,コ ス ト推定の担

当者は ,最 も信頼性の あるコス ト推定 の他に,そ の信 頼性の限界を示すために ,

上限値 と下限値を示す方 が よい。す なわ ち,国 の行政 機関や国際機 関の過去の

実績を参 照 して,積算 を もう一度 チ エッタすべきで あ る。コスト推定上の信頼性

:と 同時 に精度に関 しては,代替案のぅちどちらを選ぶか とい うようなプロジェクトの

フィージビリティ調査の場 合 17Cは 不必要 に詳細 なコスト分析 は必要ない。す なわち精度

の高い コス ト推定は ,投資選択が きま った後に くる詳 細設計の時 に行えばよい o

あ らゆ る代替案で コス トを考えよ

投資決 定 とは,換言 す れば,種 々の代替案のうちか ら 1つ を選択 する作業で

ある。 も し投資案が なけ れば投資分析 もない。 しか し,何かを しよ うとすれば

必ず代替 案 なるものが あ ると考えてよいから,プ ロジ ェク ト決定 に際 してはあ

らゆる代 替案を考慮 に入 れて分析 しなければならない 。

たとえ ば ,運輸の場 合 を例にとれ ば ,種々の代替 案 が ある。まず ,第一に道

路 ,鉄道 ,水 運,航空 ,パ イプラインな どのモー ド月り代替案 もあ り,モ ー ドの

組合せ に よる代替案 もあ る。一般にモー ド間の選択 は ,地形や輸送 品 目の特色 ,

既存施設へ の近接性 な どの違いに よって比較的簡単 に選べる場合 もあるが,そ

うでない場 合 もある。 モー ド間の代替性や補完性 を充 分に分析せ ず に,特定の
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モー ドを感で選んで しまって,そ の特定モー ドのみにかた よった調査 をよくみ

かけ るが ,こ の よ うな失敗をおか さ ないためには ,も っと広い全体的な代替案

に目を向ける必要 が ある。

第二 に輸送代替 案 が別の条件で左右される場合 もある。たとえば,輸送船 に

より石 炭 を供給 して 火力発電する場合に,水 力発電 による長距離高圧送電線 と

い う代春案 も考 え られる。この よ うなタースは農産物や原料 などの加工方法 に

多 〈み られる。ま た , 大 企 模 な 小 数 工 業 プ ラン トの場合には :工場の集 中

に よる規 模の経済 が働 くが,大 プ ラントを支え るためのよ り広い マー クッ トが

必要 とな り,輸送 費がかさむ。そ こで小さな市場 に対 しては多数の小規模 プ ラ

ン トに して輸送 シス テムを改良 した方が良い とい う場合 もある。 この場合 ,工

場の規 模 と輸送 コス トとは トンイ ドオ フ (traa O― off)の 関係 にある。

第三 に重要な代 替案 として考 え なければな らない ものは ,設 計基準 について

の代替 案である。 す なわち,現 在 小規模の もの と し,将来徐 々に拡大 してい く

か,最初か ら大規 模 なものとして作 るかとい う選択 である。た とえば,4車 線

の橋 を今作るか ,あ るいは2車線 に しておいて 10年後に 2車線 を追カロする方

が よい か とい うよ うな場合が考 え られる。需要 の伸 びが非常 に高ければ,多 〈

の資本 を投 じて高規 格の建設を行 なった方が,低規格の施設 を建設 してす ぐ容

量 を上 回るよりも経 済的であろ うが ,需要の伸 びが高 〈ない場合 もある。 この

よ うに ,現在の資本 支出か,将来 に延ば した小投 資 プラス高維持支出か とい う

トレイ ドoォ フ関係 の比較には細心 の注意 を払 わ ねはならない。 この ような場

合 ,道路であれば , a)設計基準 と交通量,走 行経 費,維持費 との関連性, つ現

在 高規格で建設す る場合のコス トと,後 に容量 を拡大するための コス トとの関

連性 , c)将 来の コス トを現在価値 になかして比 較す るための割ワ1率 などの 3つ

をチ ェッタすれば よい。同時に ,技術的にみて段階施行が可能 であるかどうか

のチ ェックが前提 となることは もちろんである。

設計基準に関 して , AIDは 開発途上国とアメ リカとでは ,設計基準 をきめ

る場合 lrcっ ぎの 2点が異るので注 意する よううなが してい る。第 1点 は,開 発

途上国 の輸送の伸 び率 はアメリカよりずっと低 い し,将来の不確実性 も大 きい
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ので,ア メ リ カ式の高規格 の ものを最初 か ら設計する こ とは危険で あ る。第 2

点は,資 本 の機 会費用は アメ リカよりず っ と高いか ら,道路の投資 と将来の維

持費とを両 者 比 較 した設計規 格 とい うものは ない。す なわ ち,機会費 用が高い

とい うことは ,将来のコス トは現在のコス トに比べて非 常 に低 〈評価 されるか

らである。

B 運輸プ ロジ ェク トの場 合 の費用構成 の 実 際

社会的費用 ま で含める

運輔jプ ロ ジェ タ トにおけ る経済的費用 ,あ るいは,社会 的費用には ,資本費

用 ,維持費用 ,運営費用 ,在庫費用かよ びそ の他の費用 が ある。これ らの費用

は,年度別 に出 されるが,そ の精度は,そ れ ぞれのクー スによって異 るが ,ど

ちらが望 ま しい プロジェク トであるかを決 定 できる程度 の精度であれ ば ょい。

投資プロジェタ トの場合 の評 価 では,経済 費 用を種々の条 件下で推定 すれば よ

いわけであるが ,こ の経済費 用は社会的費 用 という観点 か らみなけれ ば ならな

い。輸送での社 会的費用 とは ,荷主か ら荷 受 け人まで貨 物 が運送され る場合に

現実に費され た すべての資源 で ある。 した が って,運送業 者の費用の み ならず ,

た とえば,包 装 のコス トや在庫 の利子の よ うな,荷主の負担する費用 まで含ま

れる。その よ う な理由か ら,前述の在庫費 用 すで対象 となるわけであ る。

資 本 費  用

資本費用 とは ,タ ーミナル とか,道路 ,鉄 道線路の よ うな基盤施設 のほかに ,

トラック.鉄道 車両 ,荷 役 設 備 などの 比較 的短期の耐 用 年数を有す る施設の

費用も含め られ る。既在施設 については ,残 存価値の場 合 には,道路 や構造物 ,

鉄 道の路盤 や構 造物,港湾構造 物などの大 部 分は,資本 費 用から除か れ るが ,

ター ミナル ビル とか,倉 庫 な どのある部分 は 通常残存価 値 の対象とされ る。費

用の年次配分 は 標準的物理的 データによっ て 行われる。

維 持 費  用

維持費用 とは ,基盤的施設 や設備の運行 を維持するの に必要な経費 で あるが ,

これは使用量 , あるいは,年 齢 の関数で もあ る。年度別維 持費用の発 生 は多分
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に技術工学に 関連 してお り,以 下に述べる運営 費用の推計に よつて決定され る。

運 営 費  用

運営費用は ,基盤施設の上 を走 る輸送機関 に要する費用 で ,こ れは主 と して

運 送会社が負 担 す るもので ,費 用の額は輸 送量 に対応する。 ただし,各モー ド

の運営費用は かのおの異つて いて ,た とえは ,平均運搬距 離 ,船積みのサ イズ ,

旅 客 と貨物の混載状況 ,ス ピー ドとその頻 度 ,そのほか地 形・ 気候などの物 理

的 諸条件に よつ て非常に異 る。 総 トンマイル当 り平均運営 費 用 などは これ らの

相矛盾する要 素 を一括 した表 現 であるから , プロジエク トの費用推定に もちい

る場合には,そ れが本来の rJ・ 用 にきわめて近い とい う証明 がなされないか ぎ シ

もちいてはな らない。何 とい つても,運営 費 用の中心的 な 基 本 費用は何 か と

い うことを見 出すことが先 決 で ある。

運営費用の推 定

運輸にかけ る運営費用の推 計 は,非常に重要 であるが 困難 な分野である。非

常 にとらえ どころがないの で ,以下に述べ る 4つ の推定方 法 は,代替的 な方法

で なく,補 完 的 に もちいることによつて,よ り正確な費用 の推定が可能 となる。

a)道路利用料率による運 営 費 用の推定

これは,道路 輸送者 (あ る いは水路利用 者 )が課す種 々の料率 (た とえばバ

ス運賃 )と い うものは,そ れ か らあがる利 益 は小さく,経営 を支えてい 〈だけ

の賃金や リスク 回避のみを 反映 していて ,恐 ら〈走行費 用 と同じ程度 では ない

か,と い う発想 に基づいてい る。事実,道路輸送業者は トラック 1台 ぐらいで

営業 している小規模業者が 多 〈,し かも業 者間の競争が 激 しい場合が多い。 こ

の ような輸送 運 賃が運営費 用 と等 しいとみ るわけである。費用推定に当っては ,

刊行されてい る料率表か ら推定するのでは な 〈,運送業 者 ,荷主,運送 プ ロー

ヵ―等からの直接の面接調 査 に よつて,現実 の率をつか ま なければな らない。

つ慣夕1的 方 法に よる運営 費 用推定

この方法 は ,種 々の条 件 下 で個別に経 営 している大規 模 の輸送会社 の運営単

運 送協:会 とか ,役所か らのデー タを集
価の推定に よる ものである。 すなわち,

めて,平均 的 な運営費用 を推 定するわけ で ある。しか し,タ イプの異 つた輸送 ,
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た とえば,旅客 と貨物に費用 配分するような場 合には,こ の方法では無理 があ

り,しかし,依頼度の高い利用 可能なデー ′が ない場合が 多い。基礎的 な積算

書 も保存されて い ないし,民間企業は税金の関 係か ら,費 用 を多 〈して 申告す

る傾 向があり,公共的輸送機 関 は費用を少 なめに しがちで あ る。

C)統計的運 営 費用算出方法

費用推計者 は運送業者のサ ンプルによって運 営費用全体 お よび輸送貨 物 の総

トンマイルを推 定 す る時に,多かれ少なか れ技巧的な統 計手法 をもちい て ,費

用 の合計を,単価費用 ,お よびさまざまな費 用決定諸条 件 に分割 してい 〈。 こ

こで も調査の基 礎 である利用 可能で信頼性 の 高 いデー′の 久如の問題 にぶつか

る。ただし,鉄道 運営のため の この統計的費 用 推定方法は , 1企業 体 の 時 系

列 データであ っ たり,多数企 業 のタロスセタ シ ョンデー タであった りす るが ,

比較 的良い方法 であるといえ る。統計的費用 計算方法は ,一般費用をそれぞれ

異 る輸送需要 別 に割当てるの に適 してわ り,ま た,固定費 と変動費に分 け るの

に適 している。 久 点は,技巧 的であることと ,調査にコス トがかかる ことであ

る。

の工学的方法 に よる方法

この方法は ,た とえば ,他 のすべての条件 を一定 とした場 合 に,特 定の路 面 ,

勾配の道路で貨 物 を運ぶ場合 , トンマイル当 夕の燃料費は い 〈らか とい うよう

な ,技術的な方 法 による推定 の仕方である。 特定の輸送 の総 コス トは この係数

か ら得 られる。 このアプローチでは,工 学上の実験 ,あ るいは コン トロール され た状

態下 での実際 の 輸送活動におけ るコス ト計算 が なされなければならない。 この

方法 により異 った ′イプの輸 送手段に一般 コス トを割 り振 ることは可能 であ り,

在来 の手法 よ り信頼度の高い情報が得られ る。 しか しなが ら,こ のよ うなデー

′はあまりな い し,も しある と しても,それ は運送業者 自身の経理上か ら出て

〈るものであ り,大 きな調査費用がかか る。

在庫費用お よ び その他の費 用

在庫費用 とは ,輸送に費 さ れる時間お よび不確実性を反映 した費用 で ある。

通常 ,荷主は ,輸送されてい る貨物につ いて は ,資 金を拘 束 されることになり,
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その分の利 益が在庫費用 を意味することに なる。この額 は輸送距離が長 〈なれ

ばそれだけ大 き 〈なる。同様 に,特定の場所への輸送 サー ビスがあま り行われ

ない場合には ,企業は輸送 す るものに対 して輸送施設 投 資 を余計行わ なければ

ならず, したが つて,サ ー ビスの頻度が 少 ないほど,利子 コス トは大 き〈なる。

また,輸送時 間および定 期 的 なサービスの頻度 を無視 した場合に,も しサー ビ

スヘの信頼性 が低 〈なれば 在庫費用は高 〈なる。この在 庫 費用に似 た関係 にあ

る費用として ,腐敗 しやす い貨物が,積 み 替えのため長 時 間放置され た よ うな

場合に発生 す る損傷費用が ある。これ も在 庫費用に含 め る。年間在庫費用は ,

既存あるいは計画されてい る輸送品の平均 トン当り価値 × トン数×利子率 ×荷

主から荷受 人 までの輸送 に 要す る平均 日数 ,に よつて求 め られる。 この計測方

法は,輸送 中の貨物に対す る利息だけ を計測 しているの で ,在庫費用 のすべて

を含めてか らず ,実際 よ り過 小評価とな っている。 しか し,こ の費用部分は ,

実際の在庫費 用の中の大部 分 に当るので , より詳細な推 計は調査コス トか らみ

て是認され ない。

Ⅳ 代 替 案 と 便 益

A代 替 案 の 考 察

最も適切 な代替案を選ぶ

プロジェク トを決定 し左 右する要素はそ の分析過程 に非 常に多くある。種 々

の要素の中で最 も重要な こ とは,最 も適切 な代替案を選 ぶ ことである。雑魚の

ようなプロジェク トの代替 案 ばかりであっ た ら,い 〈ら適切なプロジェク ト選

択の評価基 準 を もちいて も よいプロジェク トは得られ ない 。技術的 にみて も,

また経済的 にみても適切 な代替案を見出 す にはエコノ ミス トだけではだめであ

り,エ ンジニ ヤだけでもだ めて,両 者の専 門知識の連 合 が まず大前提 である。

しかもプ ロジ ェク トの形態 は 千差万月||で あるから,そ の分野の専Fi家 を選ぶ こ

とから始め なければならない。代替案を選 びそ こねた らそ の調査は完 全 に無価

値 なもの とな る。
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代替 案 の範囲6項 目

交通 計画の場合は プ ロジェク ト投 資 を決定する前 に少な〈ともつ ぎの6つの

範囲 の代 替案を考え るべ きである。

0)投 資資金を交通部 門に配分すべ きか。それ とも他の産業部門に投ずべきか。

lbl投 資資金を交通部 門に配分すべ きか。それと も交通代替産業 に投ずべきか。

●)道路 ,鉄道,港湾 ,空 港のうち, どれを選ぶ べ きか。

0)各 プロジェク トの投 資規模,設計基準はどの稗 度に設定すべ きか,ま た投

資時期 はいつ頃に選定 す るべきか。

←)既存施設の行政 ,運営 ,規 則改善によって容量 拡大ができないか。

ifl輸 送サービス改善 ,運賃料率の改訂等で投資代替できないか。

以上の ようなセクター代替,他産業代替,モー ド代替,規模 。時期代替,既
存施設代替 ,サービス代替など一つ のプロジェク トを選択するに あたっては広

く代替 を考える必要が あ り,こ れは交通関係のみで な 〈他の部門の プロジェタ

トを考える場合にも以上 の 6項 目が あてはまる。

代替比較 を拡げすぎて もいけない

いか なる計画にかいて も,代替案 をい くつも作 ってあまりに間 口を拡げす ぎ

ると分析が うまくいか ない場合も起 こりうる。通常 falの ようなセタ ′―間の投

資優先順位 というょぅな ものはプロジェタト分析においては直接の分析の対象

とはならない。すなわ ち ,農業プロジェタトの場合 はその農業 プロジェクトの

収益率 を,工業プロジェ タ ト,その他の産業プロジェク トの実際に もちいられ

ている市場牙」子率などと比較することに より間接的に比較することが可能だか

らである。0の ような代 替案は,た とぇば一方では交通の施設容量 を増加する

ための追加投資と,他方 ではそのかわ りに貯蔵設備 やヵ‖ェ設備, コンテナー化

によつて交通施設追加投 資を中止できる ような可能性 をもっている代替案の比

較を行わなければならない。ただし,交通プロジェク トの場合交通 需要発生ま

での分析範囲に止め,工業再配置と交通追カロ投資の代替案まで手 を拡げる必要

はない。比較分析におい ては同時に調査 のためのコス トも考慮 して行 ぅ。
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代替 案 の比較は 内容 面からも行 う

そ の交通 プロジエク トが他の交通手段によつて も代替できる ような性格の場

合 ((C)の 場合 )に は どの交通手段 を選ぶかが問題 となる。また単一 の交通手段

で ょい か ,複数の組 み合わせが よいかの検討 も比較分析の対象 となる。交通手

段別 の サー ビスは 質 的 に異るので便 益・費用分析 にかいては慎重に取 り扱わな

ければ ならない。 た とえば道路 と鉄 道ではスピー ドが違 うし,鉄道 と水路 とて

も異 る。また輸送 期 間中の貨物の利子 も貨物の種 類 に よつて異 る。

規 模 、基準、タ イ ミング等の代替 案の検討

種 々の プロジエ ク ト代替案の中 で最 も重要な ことは ,問題の施設 をどの稗度

の規 模 にするか, あ るいはどの よ うな設計基準 を選ぶか,さ らにいつ頃建設 に

着手す るか とい う問 題 である。通 常 ,最小の施設 容 量を有する施設規模が比較

のベー スに選ばれ ,順 次規模の拡 大 ,設 計基準 の 引上げを行 つて比較するのが

好 ま しいoそ してそ れぞれの代替 案は個別に検討 す る。

た とえば港湾内 の 混雑が激し 〈,荷揚げ作業が停滞 してい る場合に,2隻 分

の桟橋施設を増設 す るプロジエク トが あつたと しようo分析結果 では純現在価

値は コス ト500万 ドルより大 きかつたので , このプロジエタ トは是認された

と しよ う。しか しそ れぞれのパー スを個別に計算 すると第 1の パースは 300

万 ドルで純現在価 値 は非常に大 き な額となるが ,第 2の バースのコストは200

万 ドルてあるが,機会費用率で割 引いた現在価値 はマイナスで あつた。 この よ

うな場 合 ,第 1パ ー スは建設 して よいが,第 2バー スは否とい うことになる。

プ ロジェク トの範 囲 ,fplを 代替 と して個別比較す るかに注意 しなければ ならな

い 。

規 模 とタイミン グについても う一つの例を あげ よう。開拓地に幅員 6π の道

路 を建設するプロ ジ ェクトであ る。その道路の コス トとさ らに住宅 ,灌漑,肥

料 な どの開拓関連 コス トとの総 額 を,所与の機会 費用率で割 り引いた国民所得

の純 増分 と比較 してみると,プ ラスとなるの で一 応 このプ ロジエタ トは是認 さ

れ るかにみえる。 しか し建設当初の交通量は非 常 に少ないのに反 して ,道路 に対

す る資本投資の 機 会費用は非常 に高いoそ こで は じめは2車線 の砂利道を建設
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し,2年後 に舗装道路 にす る とい う代替案 にそつて純 現 在価値を計算 してみる

と,当 初の案 より大き〈なった。この よ うな場合は,当 初の案に よる規模の投

資はいまだ時 期尚早である か ら後者の案 を採用 しなけれ ば ならない。

制度、運営方法、規則等 の改善代替

いわゆる環 境条件の整備 に より新施設投 資 の決定また は代替を考 え る方法で

ある。法令 ,規貝」,行政 指導 ,技術訓練 ,維 持資金,パ ー ツの供給 に よる維持 ,

改善等は,通常非常に高い効 果を短期間に もたらすが , 同時にこれ ら補助的な

資源がいつ も保障されてい るわけではない。 したがって特定の改善案 を提言す

るような場 合 には,そ れ の実 施の可能性 ,実施上の適切 な政策概要 もあわせて

分析する必要 が ある。輸送 の 場合に,運賃 料 率が輸送 コス トを反映 してい ない

場合がよ〈み られ る。 この よ うなゆがみは ,政府の運賃 政策が特定の貨物 を安

〈輸送 して輸 出競争力を高 め る とか種々の理 由による。 合理的な運送賃率 に修

正することに よ り最も安い輸 送方法によって貨物を配分 し,不経済輸送 を是正

することがで き,これが ひい て はその国の交 通投資を減 らし,容量拡 大 にもつ

ながることになる。しか しこの分野は問題 が 複雑なので別 に専門家 を加え て検

討 する必要が ある。

B 代替案の選 択 8財務的評 価 基準と経済 的 評価基準

二つの代替 案 選択基準

種々の代替案 を比較分析 して最 も好ま しい プ ロジェク ト選択 をす る場 合に二

つ の選択方法 が ある。一つは財務的評価基準 を もちいて選択 する方法 であ り,他

は 経済的評価基準 をもちいて 選択 する方法 で ある。財務 的評価基準は ,コ ス ト

+「 正当な報酬 」をそのプ ロ ジ ェク トが生 み出すかど うか をみる基準 であ り,

経 済的基準は単 にそのプロジ ェク トの収支 的観 点からでは な く,国全体 の立場

か ら,た とえば 国民所得の増 大 ,平等 な所得 配 分,保健医 療の拡充,政治的統

一 などの経済的 ,社会的目標 に対する貢献度 も含めてプ ロジェク トを選択 する

基 準 である。
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一つのプロジ ェク トの代替 案 は以上の財 務 的 および経済的 な二つの異 った基

準 で評価する時 に異った答えが 出る。すなわ ち ,

la)両 基準 と も投 資案を否定 す る。

lb)経 済的評 価 基準では否定 で あるが,財務 的評価基準では肯定 である。

(C)逆 に経済 的評佃1基準では 肯定であるが ,財務的評価基準 では否定 され る。

ld)両 基準 と も肯定である。

これらの うち ,la)と ld)は 問題 ないがlb)と (c)は どちらを優先 させるかに よって

プ ロジェク トの採否が異って 〈る。

経済的基準 が 財務的基準に優先する

したがって上 記●)の 場合 , このプロジェ ク トは実施 しない方が よい ことに な

る。この ような両基準が相対 立 し,経済評 価基準の方が否定的な計算結果 とな

る理由は,プ ロジェタ トの 投 入物 を評価す る場合に,その市場価格 と機会 費用

とに差があるか らである。 と 〈に外貨 とか ,資本とか熟練労働 などの市場 価格

が ,真 の経 済 的 コス トより低 〈評価され て い るからである。 たとえば失業 者が

多い場合には 日給 6000円 のコス トは経済 的評価では 2,000円 として評価 され

る。またそ の プ ロジェク トの効果がrplか 外 部 不経済,た とえば公害の よ うなも

のを含んでい る場合 も考え られ ,こ れは財 務的評価では含 まれないが,経済的

評価には含 まれ る。いずれ にせ よ経済発展 が 目標 となっている場合には ,そ の

プ ロジェク トが どんなに財 務的に魅力の あ る ものであって も,経済的評価 の結果

是認され ない ならばそのプ ロジェク トは 否定 されるべきで ある。

財務的に不 成立の場合補 助金政策を考 え る

経済的評価 か らは是認 され るが,財務 的 には引き合 わない とい う(c)の 場合は

問題が複雑 で ある。これは 前述の場合 とは逆 で,未 熟練 労働者などの場 合 ,そ

の国の経済 に とって真の稀 少価値を反映 し ない要因 (極端 な場合,機会 費用は

ゼロ)に つ い て財務的評価 は市場価格 で評 価 するために支 払賃金が財務上 大 き

なコス トに な る。 しかし,(1)rll子 や運転経 費 を含めなければ財務的に引合 い ,

国民所得の 増 加に貢献す る よ うなその他 の外部効果が ある場合 と,12)財務的に
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は不U子 ,運転経費を含 めなくて もやは 夕引合わ な いが,国民所 得増大に大 きな

貢献 をす る場合があ る。 この よ うな場 合には補 助 金を支給 してそのプロジェク

トの実施 にふみ きる か 否か,と い う政 策上の問題 となる。

補助金の影響分析 も必要

しか し,補助金給 付 て成立するプ ロジェク トの場 合,そ の補助金自体は追加

課魯 ,政府からの借 入 金 ,あ るいは 当該投資率 と同等,あ るいは よりよい状態

にある他の公的企業 体 に対する支 出削減とい う結 果 をもたらす。ゆえに補助金

の財 源 についてそれ が 公的財源 で あろ うと私的 財 源 であろ うと,こ のようなプ

ロジ エタ トに向け られ ることにょっ て他のプロジ ェタトの優先 ll■ 位が下げ られ

たり,あ るいは中止 されたり,あ るいは増税で うめ合わせた りとい うような影

響につ いて調査 ,換 言 すれば投資資 金 の機会費 用 の再チェック とい うことにな

る。 そ して各代替案 の経済的収益 性 は資金の新 しい機会費用 に よって計算 され

て優 先順位が決定され る。 しか しこの ような分 析 はきわめて難 しい作業であ り ,

金 もかか るので投下 資金量が非常 に 大きい時だけ 行 えばよい。 また,む しろ こ

の ような方法よりも補 助金の額を変えて,種 々の センステ イビテ ィ分析を して

プロジ ェク ト選択 をす るの もよい。

に もかかわらず財 務 分析は必要 であ る

確 かに経済的分析 が優先 されるが ,だか らとい って財務分析 が不用である と

い うわけ ではない。 財 務分 析では国全体とい う場 よりもプ ロジェク トそれ 自

体の財務 的評価であ るが ,こ れに よってのみ,そ の プロジェク トの将来の収 入 ,

支出分 析 が可能とな る。

V投 資 決 定 基 準

A 投 資決定手法 の選 択

現 在価値になお して 比較する

公共 投資の経済評 価 は ,将来の社 会 的便益lBlを 現 在価値で割 引いたもの と ,

将来 の社会的費用(C)を 現在価値 で割引 いたもの との比較 とい う形 で行われる。

-, 
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そ して この比較計算 では ,数年間の便益・費用の現 在価値を集計する とい う形

で比較 される。ただ し,2つ のプ ロジェク トを比 較 する場合の比較 年数は両プ

ロジェタ トとも同じに しなければ な らない。一方 を 15年 とし,他方を 10年

とはせ ずに ,こ のよ うな場合は 10年 目に再投資が行われたもの として 15年

にそろえるか,あ るい は両者の最 小公倍数をとつ て, 60年 と して両方をそろ

えて比較 す ることに な る。 このよ うな方法によつ て比較されるが , これの分析

には以下 に述べる通 り種 々の方法が ある。

便益 費用差手法が 最 もす ぐれてい る

プロ ジェク トの種 類 は千差万別 で ,し かも,代替 関係,相互排 反的関係 など

あって非常に複雑であ る。種々の代 替案 の中か らいか にして最適 の プロジェク

トを選択 す るかにつ い ては,従来か ら種 々の手法 が開発されて きた。それ らプ

ロジェク ト選択基準 の主 なものを あけ ると,(1)便益 ―費用 (ず― ぴ),②便益

/費用 (ゞ/ぴ ),(3)内 部経済収益 率 (IRR=Internal Economic Rate

of Return),(4)そ の他 の方法が あ る。 これ らの手 法 を検討 した結果,USAID

では一応 の結論 として ,(1)の 便益費 用差 または純 現在価値方法が最 も好ま しい

もの との解 を得た。 す なわち,(2),f3)に ついてはいずれも比率 を表 わすにす ぎ

ずプ ロジェク トの純便 益が どの穆度発 生するかを表 わさない。そのために優先

度を きめる際に間違 った投資決定が なされやすい。

プ ロジェク ト評価 を行 う目的は ,そ のプロジェ ク トを実施す ることにより国

民所得 を最大にす る こ とであり,それはず一 C°=v路 最大にす ることによって

選ぶ こ とである。種 々の プロジェク トか らプを最 大 にするものが最優先される

べきである。たとえば ,つ ぎのよ うな るつのプ ロジ ェタ トが あった場合に,計

算で きない便益,不 確 定要素などが 3つ とも同 じとすれば ,ず一 C°が 287で

最大のA2プ ロジェク トを採用する。

プ ロジェタ トAl:全 部新 しい道路 の建設

プ ロジェク トA2:既存道路の一 部線形の修正

プ ロジェク トA3:既存道路を維 持保修するの み
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年  度 11965

年度 別 費 用 便 益 フ ロ ー
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各 プ ロジェク トの割引後の現 在 価値

割 引 率 10%
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ロ

プ

　

プ

　

プ

ジエ ク トAl

ジエ ク トA2

1.26

1.52

1.45

IRR

14.5%

167%

132“ジ エ タ トA31

B′/Cは 国全体の立 場から最大 の利益をもた らす ブ ロジェク トを選ばない

便益 費用比率は一 般 に う角
°,ま たは ,△ S/へcoで表わされ るが。これは

誤った 結論 を導 〈場 合 が多い。前 の例 では,プ ロジェタ トA3の ゴ/ぴ は 1・ 45

で最 も高 い。しか し, プロジェク トA3と Alを 比較 してみ よう。

便益 :125.6-71,7=5み 9(百 万 ドル )

費用 :100 -50 =50 (百 万 ドル )

これか らも分かる よ うに,プ ロジェ タ トAlの た め の追加便益 55.9百万 ドル

は追方ロコス ト50百 万 ドルを上回 つて おり,A3よ りAlの 方がその 国 の最終 目的

であ る純 利益を最大 に す るものであ る ことが分か る。 したがって Iシ
ぴ手法は

最 も高 い平均利益率 を もたらす プロ ジェクトを選択 す る手法であつ て,国 の立

場か らみ た場合の最 大 の利益をもた らす選択基準 では ない。

BンごL準 とゴLC基 準の比較

か りに ,プ ロジェク トA3と まった 〈同一の C° , ゴ の もう一つの他 のプロジェ
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ク トが あったとす る。 そ して,政府 の プ ロジェク ト向け 予算は 100百 万 ドル

しか な か つた とすれ ば , どのプロジ ェ ク トが選ば れ る ことにな るか 。 プロジェ

クトAlの コス ト100百 万 ドルか , プ ロジエク トA3の コス ト50+プ ロジェク

トの コ ス ト50=100百 万 ドル の どち らかとい う2つ の選択が あ る。前者 の

ゴー c°は 25.6, 後者は21.7+21.7=434百 万 ドルとなり, B/cは ,

前者が 1.25,後 者が 1.46と なる。 したがつてゞ一ぴでも, ゴ/ぴ でもとも

に後者 が良いという結論がでる。以上は資金が100百 万 ドルの場合であるが ,

これが 90百万ドルとか,140百 万 ドルのような場合になると, ウ ぴ基準

では解答は出せないが ,ず―c:基準 ならば,90百 万 ドルの時はプロジェクト

A2, 140百万 ドル の場合はA2と Bで あることが 明確 に示され る。 この ように

B/c基 準 をもちい る ことは望ま し 〈ない。ただ し△B/4( 基準 な らば以上

のよ うな欠点は避 け られるが,し か し,こ の計算 は複 雑であると同時に,B一

c基準 以上の利点は もた らさないの で,あ まりもちい ない方が よい。

USAIDは 内部経 済収益率を使 わない

内 部経済収益率 (IRR=intern a■ ocOnomi c rate of return)は ,便

益と費 用 との現在価 値 合計を等 し 〈す るような割 ヲ1率 てある。プロジェク ト選

択の場合には,機会 費 用利子率よ り高 い IRRを 示す プ ロジェク トが採用され

る。 ま た ,高い I tt Rプ ロジェク トが優 先 され る。 しか し, IRRも ウ ぴ と

同 じ く高 い利益率 を 示 す プロジェ タ トを選択 する基 準 であり,社会 的利益 の量

的 な ものは示さない 。 前述 の例の場 合 の最 も大 きい 工RRは プ ロジ ェク トA3で

あるか ら,こ れが IRR基 準によれ ば最 も優先 さ れ るべ きプ ロジェ ク トとな る。

そ して , この場合 ,機 会 費用利子 率 が この 1&2%ょ りも低 い ことが前提 とな

って い る。 しか し, この ような方 法 に よってプ ロ ジ ェク トを選択 す る と誤 りを

生す る。 なぜならば ,種々の割引率 を使 って,前 述 の 3つ の例 に適 用 し,各 プ

ロジ ェ ク トの純現 在 価 値 の大きさ を比較 してみ た場 合 ,そ の結 果 は ,(a)機会費

用利子率 0～ 82%の 場合はプロジェク トAl,0機 会費用利子率 82%～ 14.6

%を運用 した場合は プロジェクトA2,“ )機会費用利子率 14.6%～ 182¢ を

もちい た場合はプロジェクトA3が 最 も大きな純現在価値を得ることFtな る。 し
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か も,こ の よ うな現象は ,特殊 な場合に発生 す るもので はな く,費 用便益の発

生年が異る よ うなプロジェク トにはよ〈みかけ るもの なのである。 と くに便益

が将来に発生 す る ような鉄道 ,道路を比較 す る場合 とか ,火 力発電所 と水力発

電所などのエネ ルギー計画の プ ロジェタ トを選択する時 にみ うけられ る。 また ,

IRR基 準は時 に像iを 持た なか ったり,マ イナ ス解になった りする こともある。

IRRは 投資決 定 基準には使 われるべきでは ない。

割引率は時 間 選好、限界利益率から得 る

では適切 な割 引率はどの よ うにして きめた らよいであろ うか。一般的 には ,

社会的割引率 は そ の国の経済開 発 目標や,投資の機会 ,あ るいは公的 。私的投

資の収益性 などに よって決定 されるもので , これ らは国家 計画委員会や開発委

員会 などの政府 機 関で得 られ るべ きもので あ る。 しか し,開 発途上国 では この

よ うな情報はほ とん ど得 られ ない といって も過言ではない 。そ こで,具体 的な

数 字 を得るには 別 の方法を とらなければな らない。最 も良い方法は ,社会的 な

時 間 (選好 )利 子率や,民 間企業の投資の限 界利益の上限 と下限の両方 を取 る

とい う方法で あ る。上限 と下 限 の割引率を プ ロジェク トの評価に もちいた場合 ,

上 0下限ともに妥 当性が認 め られれば問題 ないが ,一方の割引率では妥 当 であ

つ ても,他方 では妥当でない とい う場合 ,利 子率 ,利益 率等 の両 チェ ッタが必

要 である。 より重要 なことは ,プ ロジェク トの優益をより細か 〈吟味す る こと

が必要である。

限界的なプロ ジ ェク トの利益 率が害l引 率

と 〈に公共投 資 の場合に ,一 定の開発計画 が あって,限定 された額 しか プロ

ジェタ トに向け られ ない場合 が あ る。公共 プ ロジェク トで相当魅力のある プロ

ジ ェク トであって も,予 算額 に限界があると具 体 化できず ,民間部門 よりも高

い収益率があっ て も,な ん ら手 がつけ られない場 合すら発生 する。 しか し,こ

の ような予算は税 金 か ら調達 され るものであ り,課 務コス ト,納税能力か らの

制 約があって ,政治決定以外は増カロはできない 。 このよ うな投資資金の機会費

用 は限界的な公 的 プ ロジェク トの利益であ り, これが社会的 な割引率 とみ なさ

れ る。割引率 は プ ロジェク トの選択に影響 し, プ ロジェク トの選択は割引率 と
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してもちい られ る限界利益率 を決定するの で ,正確な数字 を得 ようとす れば複

雑 な計算が必要 となろう。

相互依存関係 にあるプロジ ェク トはセ ッ トと考える

相互に依存 関係 にあるプ ロ ジエクトがあ る。たとえば ,道路 プロジェク トA

の便益は,そ の影響圏にある濯漑 プロジェク トBが実施 され るかどうかに よつ

て ,大 き〈異 つて 〈るような場 合である。 さ らに,灌漑 プ ロジェク トBの ため

に ,肥料工場 建 設プロジエク トCの 建設が 3次 的に影響 を もた らす場合 もある。

この ような場 合 には,投 資 プ ログラムをたてる場合に,一般に所与の投 資資金

の枠内で,国民所得を最大 にす るような純 益 を もたらす た めに,プ ロジエク ト

の セツトを選ば なければ な らない。その た めに ,こ れ ら各 プロジエク トの相互

依存関係を把 握 しなければ な らないことに なる。これは道 路プロジエク トAに

ついて,種 々の異 つた設計基準 のプロジエク トAl,A2,A3 のような技術 的な

代替性のみで な く,前述 の よ うな,便益 ‐費用が相互依 存 じ合 う他の セクター

の波及プロジ エク トも含 め て ,相互に排 反的 な多くの シ ステ ム代替案 の グルー

プが構成 され ,そ の中か ら 1つのプロジ エク トを選ば なけ ればならない ことを

意味する。 これを記号をつ か つて表わせ ば ,セ ツトは つ ぎの ようなプロジエタ

ト代 替 案 か ら な る。 す な わ ち ,プ ロ ジ ェ ク ト A,B, C,Al+B,Al+C,Al

+B+C, A2+B,A2+C, A2+B+C, 会準々。

各セッ トは 独立で評価

相互依存関係にあるグル ー プを,一つ の投資セットと して構成 した場合 ,こ

のようなセ ツ トはい〈つ もで きるが,投資決定基準を適 用する場合 には , これ

らの各セッ トは独立であ る。 セツトIを構成するどの プ ロジェク トの使益 や費

用 も,セ ッ ト1,皿 ……・を実施するか ど うかには一切影 響されない と理解 しな

ければ な らない。そ して , セ ツトIの 中 にある種々の プ ロジェタ ト代 替案 の中

から, 1つ のプロジェク トを選択する場 合 には,機会 費用禾む子率の変動 につれ

て,選ばれ るプ ロジエク トも変わるとい うことを前提 で,投資決定基準 は考え

なければ な らない。たとえば,6%で は プ ロジエク トAlが ilBば れ , 10%で は

プロジェク トAl+Bが選 ば れるとい うよ うに,あ る利 子率の もとでは適切な代

-80-



替案 で あ って も,他の 利子率では不 適 切になるとい うように。か くして,便益

・ 費用 が ある特定の割引率で割引か れ た場合,U SAIDの もちい ている投資決

定基準は ,第 1に ,各 プロジェク トまたはプロジェク トセットは ,ず一ぴ=ず

>0の ときにのみ採用す る。第2に ,プ ロジェク トセットの中の い 〈つかのプ

ロジェタ トから1つ を選ぶときには ,純現在価値の最 も高いもの を選ぶ,と い

ぅ2っの ルールに要約 される。

B 投資 決定に伴 う技術的側面

プロジ ェクト・ ライ フを決める基準

プロジェクトの計画 期間をどのよ うにとるかは ,プ ロジェク ト比較分析に大

きな影響 をもたらす。基本的な基準 には プロジェク トの有効期間 であるが,(a)

フロジェタ トを詳細設計に従つて建設 し,運営す る開発途上国担 当者の技術的 ,

経営的,行政的能力と,0プ ロジェク トの物理的耐 用年数 (供給面からみた年

数 )と ,(c)老朽度,技術革新,競合的 な代替品,消 費者の嗜好の変化等を考慮

したプロジェクトの機能的 ,経済的 な耐用年数 (需要面からみた年数 )等の制

約条件を考慮に入れなが ら最も短い期 間 を選ぶべ きである。

とくに担 当機関の運営能力がプロジ ェク ト・ ライ フを左右する

したが つ て真の決定要 因はプロジェタ トを成功裡 に遂行 し,そ れ を投資分析

にある よ うな計画通 りの便益を実現させ るように運営 じうるか否 か の担当機関

の能力にか かっている , とぃえよう。道 路の例を考 えてみると,技術的には表

面の舗装 を 4～ 5年お きに行い,維持 を怠たらなけれ ば半永久的 に使用するこ

とがで きる。道路の機能 面 も,た とえば都市の近 くに あれば不用 となることは

まず考え られ ない。 しか しフィール ド調 査 をして実 際 に種 々の開発 途上国の状

態をみれば 誰でも気付 くことであるが ,建設省や道路 局の能力は各 国各様で非

常に異 って お り,し たが って充分に道路維 持予算 や設 備 ,実施基準 や維持基準

のない国 の場 合,道路 は 開通後 10年 とたたずに完 全 に壊されて しまっている。

この ような ことが現地調 査 で判明 した場 合は ,そ の地域 の道路 の プ ロジェク ト

・ ライフは 5～ 10年 を選ば なければ な らない。そ して旧道路の残 存価値 とし
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て用地 や構造物があれば ,そ れ も分 析 の中に入れ なければな らない。 もし充分

な能力 を有する道路 維 持部門があ り,専 Flス タッフがそろってい て しかもよい

機械 と充分な予算配分 記録がある な らば,そ の場合 は期間を長期 に とることに

なる。 同様なことは道路以外の プ ロジェク トに もい えることであ る。ゆえに運

営槍 関 の運営能力を正 確 に評価す る ことも投資分析 において重要 な作業てある。

プ ロジ ェク ト・ ライ フと高い害J引 率の代行

い うまで もないこ とであるが ,プ ロジェクト・ ライフの耐|,使 益 と費用は一定

の割 引率 によって割 引かれて現在価 値 として比較 される。だか ら割引率は将来

に生 ず る価値を低 〈評 価するもの で あるから割 引率 の高低は プ ロジェク ト・ ラ

イフの長短に置 きか え られるとい う関係にならている。た とえば 12%の 利率

では 25年後の便益 ,コ ス トは額 面 価値の 5%に 下がってしま うし,40年 の場

合は 1%前後 となる。 したがって機 会費用利子率 の高い匡|で は高 い禾‖子率を適

用す る ことによって ,プ ロジェタ ト・ ライフ選択 上の問題を回避 することがで

きる。

港 湾の具体例

港 湾 混雑を緩和 す るために2つ のパースを新 設す る場合を考 え てみる。 プ ロ

ジ ェ ク ト・ ライフは 40年 ,機 会 費用禾り子率 を 10%と 仮定 す る。

(1,コ ス ト:プ ロジェク トA(2バ ース )の 資本 コス ト500万 ドル,年 FHl維

持 運営費,90万 ドル.何 もしな かった場合 ,資本 コス トゼ ロ,年間維持運営

費 150万 ドル.

(2)B/c比較 :プ ロジェク トAlの 資本コス トの現在価値 500万 ドル, コス

ト節 約便益の現在価 値 ,40年 間 の 60万 ドル (す なわち 150万 -90万 ド

ル )を 10%で 割 ヲ|い た合計 586万 ドル.

ゅぇにず―ぴ=$5,86ス 400-5,000,000=$86z400

∴プ=$86乙 400>0で あるからプロジェク トAの 投資は妥当である。

(3)1バ ースの B/c比 較 :上の②のプロジェク トAlは 2っ のパースを含 んで

お り ,いわばプ ロジェク トセ ッ トに相当する。 そ こでプロジェク トA2, 1バ ~

ス の時の投資妥 当 性の分析が必 要 となる。
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1パ ースの資本コス ト50o万 ドル ,年間維持運営 費 110万 ドル,40年

間の維持運営費の節約額 40万 ドル (す なわち,$1,50Q000-$1,100,100)

を10%で 割引いた合 計 ,$5,911,600

ゆえに ず一 C°=ぅ 911,600-3000,000‐ 911,600 ′

ザ=911,600>86乙 600で ぁるか らプロジェク トA2の 採用が妥当となる。

(41プ ロジェクトA(他 の 1バ ース ):以上の計算 が あればプロジェタトA,と

A2と の比較から答えは簡単に得 られる^

△ぴ=2,00o,00o

△ゞ=5,86z400-ι 911,600=1,955,8o0

∴△ザ=△ ゴー△c°=1,95,800-21,000,000=-44,200
ゆえに,△ザ<0で あるから,プ ロジェタトAは 不採用となる。

感応度 分析とは

プ ロジ ェタ トの費用 と便益が種々の異 った要因 (変数 )に ついていろいろ別

の値 を仮定 した場合 に どの ような結論 となるかを観 察 し,結論 を導 〈上で,(1)

最 もセンシティブ (微妙 な )な 要因について詳 しく調 べ ,121最 も不確実な要因

の調査の ためにさらに時 間 を費すのが感応度分析 であ る。 プロジェタ トの調査

結果の審査に耐え得 るだけ の結論を導 き出すには ,調査 はあらゆる可能性を考

慮に入れて なるべ〈広 〈を カバー しなけ ればならない。 しか し可 能性の範囲を

広 〈するにつれて,仮定 が多 〈なるのは当然である。 しか し,結論 を大 き〈左

右する項 目 と,そ うでない ものとはだい たいにぉいて区 別ができる ものである。

必要最小 限のテス ト項 目

U SA tt Dで はこの ような項 目の うち,最低限チェ ック しなければ ならない も

のとして次 の項 目をあげ てい る。(1)プ ロジェク トの費 用 ,(2)需要推計 おょび関

連経済開発 ,(3)外 貨の シャ ドウ・ プライス,利子率,熟練 お よび未熟練労働者の賃

金。これ らの項 目は(1)最 も悲観的な場合 と,121最 も楽観 的 な場合の両方か ら考

察 しなけれ ば ならない。 も し相互に排反 す るプロジェ タ ト間の選択 において ,

あるプロジェク トがあ り ぅべ き想定の下 で最 も望ま し く,別のプロジェタ トが

別のあり得べ な想定の下 で最 も望ましい とい うょうな場 合 には,専 門家 として
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の判断 で どちらかに決 めなければ ならない。

資本 コス ト上昇の 例

前述 の港湾の例 の場 合に,も し当初のコス トが過小評価されていたと想定 し

て,資本 コス トの変 動 に よりそれが結論に どの くらい影響するか をみ よう。当

面の資本 コス トは ,プ ランA:は 500万 ドル・ プ ランA2は 500万 ドルである。

コス ト趨 率 プ ラ ン 資本 コス ト

10¢

15¢

20¢

25¢

プ ラ

プ ラ

プ ラ

プ ラ

プ ラ

| プ ラ

プ ラ

ブ ラ

ュ500

■500

ュ750

3450

4000

■600

6250

ュ750

56Z4

611.6

Ａｔ
　

ん

ヽ

　

Ａ２

ン
　
　
ン

ン
　
　
ン

11こ 4

461.6

Ａ，
　

■

ン

　

　

ン

Ａ‐
　

島

ン

　

　

ン

-152.6

551.6

-582.6

161.6

プ ランA2は ,資本 コス トが 25%の 上昇率以 内 であれば,投資決定にはなん

ら影 響を受けない が ,25%以 上 に なるとこの投 資は断念 しなけれは ならない。

一般 に開発途上 国 に おけるこれまでの経験 では ,25%以 上の コス ト上昇 とい

うタースが多か つ た。 このよ うな場合 には ,以前 に実施 したその国の同 じよ う

なプ ロジェク トの コス ト推計の基礎 となつた資料 をエンジニアに提供する よう

要求 すべきであ る。

C 評価の際の不 確定要素の取扱い

予備費よりも感 応度分析を

実際にプロジ ェク トを実施 してみると,推定 した時 よりもコス トがかか り ,

コス トの過小評 価 が明かになった り,ま た ,プ ロジェク トが完成 した時点 で予

想通 りの便益が 出す ,便益が過大評価されてい た ことが判明す る ような場合が

しば しばあるoこ の ような将来推計に伴 う不確実性 に関 しては ,従来 の一 般的

方法 では,予備 費 を設けて何 %か上積みする よ うな方法が とられ てきた。 また ,
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別の方法は ,利子率 を高 くして危険を割引 〈よ うな方法 もある。 しか しこのよ

うな方法は あま り良い方法 ではない。む しろ感応度分析 の手法をもちい るべ き

である。

概算と仮定 と決断

まず,感応度分析では ,多 〈の変数につ いていろいろのタースを想定 し,ど

の要因が分析 に大 きな影響を与えるかをみ る。 これは フィール ド●フー クの前

に行 うことをす すめる。 もし,プ ロジェタ トの選択が所与 の変数の値 の変動 に

はあまり影響 され ない ことが判明すれば ,ゎ さゎざ金 をかけ てそれの正確 な統

計 を行 うよりも,概数で済 ます方が得策 である。逆に,変数が便益・ 費 用の計

算 に大 きく影響 す る場合には ,仮 定の範囲 と して,楽観的仮定 と悲観的仮定 の

双方 をもちい るべ きである。 しか し,こ の よ うな方法をもちいると,ぁ る仮 定 で

は Aプ ロジェタ トの妥当性 が証 明され ,別 の仮定をもちい るとBプ ロジェク ト

の方 が良い とい うような場合 も発生する。 しか も,仮定 の幅 をさらに狭 め る こ

とは不可能 な場合 も発生す る。 このような場 合 は,それ らの仮定の妥当性 を認

めた うえで ,専門 的経験によって どちらか に判定せざるを得 ない。
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第 3章 英国海外開発庁における経済評価の実際

この “指針 "の 目的は ,公共支出の対 象 となるプロジェタ トに対す るアプレ

イザルの判断基準を提供 し。また公共部門の承認を うけ る私的プロジエク トを

審査する上 での基準を与え ることであるoその性格は.理論的とい うより,む

しろ現実的 .手続き的な ものである。つまり。こ力́は ,海外開発庁 (OverSeas

Development Admini Stration ), およびその前身である海外開発省

(Ministry of OVerseas Development)の 経済計画スタッフによつて

作成された“
マニュアル "を .援 助プログラムとして融資が要望され る発展途

上国の投資 プロジエク トの審査にあたるエコノミス トに具体的指針を与えるた
(1)

めの技術 的 な書物 として 改 訂 した もの で ある。

マニ ュアル の オ リジナ ル は ,発展途 上 国 の計画担 当官 に非公式 に広 く配布 さ

れ てぃる し。 また,さ らに一 般的に それ らの国 々にお け るプ ロジェク ト・ アプ

レイザル に携 わるエコノ ミス トに も供覧 されてい る。 マ ニ ュアルの背 景 に ある

方 法論的原 則 rc関 し,相 当 の議論が た た か わされた し。 ま たそれ を現 実 に応用

す るとい うこ との経験 も積 重 ね られ て きた。 もちろん 。そ こに内在 してい る諸

問題につ い て ,最終的 な 結 論 が出たわけ では決 して ない けれ ど。われ われは現

(1)こ の指針 (お よびマニュアル )を 作成するにあたっては,海外開発庁の多くの経済計画スタ

ッフが参画し,ま た多数の外部の経済学者,と 〈FC Oxf o r dの Nuffield COllegeの

IoM.D. Little氏 お よびM.F.Go Scott氏から助言 とコメントいただいたもので

ある。誤 りがある場合は,すべて海外開発省の経済計画スタッフの責任である。
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在 。さ らに広 〈供 覧に付すことが有益な時で あると信 じてい る。

恐 ら〈“指針 "の 冒頭で強調 されるべきことであろ うが ,こ のアプロー チが

詳細 にわたつては不充分なもので わつたとして も。原則その ものは簡単で .か

つ永続性のある ものである。 この “指針
″
を完全 な形で応用 しようとすれ ば・

には 間違いな 〈失 敗することになるだろ うが , しか し重要な ことは。理論 的な

精績 さに関 して不心要に思い患 ら うことな 〈,現実の世界を想像 しつつ。注意

深 〈全体に対 して アプローチを試みることで ある。 とくに この “指針
″
におい

て基本 となってい る三つの点に注意する必要が ある。それ らはそれぞれ一 層複

雑 な内容をもつてはいるが。す なわち .

1 国際価格 (international prices)を もちい ,国 内価格(domeStiC

Drice S)は もちいない こと。

2.労働に関 して “潜在賃金率 "(shadow wage rate)を もちい ること。

3.資本の機 会費用を測るため ,別のプ ロジェク トに対す る投資の収益 を計

算する除 ,単一の害」引率 (a single rate of discount)を もち

いること。

この“指針 "で 展開される方法論はII.M.Do Littleお よび工A l1/1~irr―

loesに よる. OECDの Manual of lndustrial Project Analysis P

in Developing Countries,Vol l(Social Cost一 Benefit Analysiめ

1969年 OECDの Development Centerか ら発刊された)の 分析体系に

大部分 よつてお り,あ る部分は ,こ れをさ らに進 めた形になっている し。その

応用に際 し,現実的 な諸問題 を どの ように克服 す るかについて示そ うとす る試

みが なされてぃ る。 OECDの Manualの分析 体系は,一般的 に応用 しうるも

の で あるが。と くに発展途上国経済に対 して もちいるべ き性質 の もので ある。

この方法論の背 景 にある基本的な仮設は,公共投資の決定 を行 う際の政府の

目的 は ,あ る一定期間にかいて人 々の生活水準全体を可能 なか ざり上昇 9向上

させ ることにあ る。さらに正確 にい うならば っ総消費 フロー を極大化 する こと

に ある.と い うことである。 しか し,こ こで概 説する手続 きの中には投 資の選

択 を通 じて1所得 再配分を実現 したいとす る政府の意図 をも考慮に入れてい る。

-88-



この 目的達成のための重要な要素 は国際貿易 を通 してえ られ る便益 を極大化

す る ことである。 このためには ,投資決定を行 う際 .輸 出お よび輸入の真の資

源費用 (real resOurce costs)を 充分に考 慮せねばな らない。 この こと

は ,投資が外国か らの借款に より行われ・ 対外債 務 が生ずる場合 には,と くに

重要 な問題 となる。 国際貿易に関 して広 く障害 が存在する場合 は ,た とえば ,

国内生産 を保護す る高関税が存在 し,し か もその税率が著 しく異 る場合は ,国

内 における市場価格 は ,真 の資源 の費用および便 益か らは極端 にへだつた数値

を示す ことになる。 この問題 を克服 するため。すべての投入物お よび産出物 を

“世 界市場にわけ る価格
″
か,外貨 で もつて計 り,こ の点で通常 のアプローチ

とは異 っている。

この ようなアプ ローチは ,自 由市場の条件に修 正 を加え。市場 に介在す る こ

と と同義 で。た とえば関税 とか 。補助金政策 を とることに等 し〈。通常み られ

る外国貿 易に対す る量的制約 (こ れが長期間継続 す ることは よ〈あるが)と は

異 る。輸入費用 を。国内の生産物 の真の資源費用 と比較 した上 で投資が正当 と

認 め られ.る 場合には ,輸入関税を課す ことは,投 資が誘発され る ように財政的

な誘因を与え うる正 当な調整措置 と考え られて よい。事実 ,こ の アプンイザル

の方法 に関する利点は ,本当の “幼稚
″
産業 を明 らかに し,現実 にそれが保護

され るべ き程度 .助成 金を与え るべ き程度を明瞭 に しうることで ある。また 。

た とえ財政的には保 護措置のために収益性がある場合でも,そ の国の消費を極

大化す るとい う目的 に必ず しもその投資がかな うものではない とい うことを明

らかに しうる。

資源 の配分には ,諸国間の
に

動態的比較優位 "を 考慮せねば な らないとす る

議論 があるが ,こ の見解は ,投資 ,と 〈に資源 の現在費用が極端 に高い生産産

業 に対する投資 とか ,社会的なflJ益 をもた らす可能性 が少ない プロジエク トに

対す る投資を擁護す る際にもちい られている。 それは ,生産産業 に対する投 資

は ,そ れ自体 ,投 資国にとって交易条件を有利 に導 くとい う根拠 でもちい られ

てい る。 この見解 は ,部 Pl間 の配分 を誤 りに導 〈ものであ り,ま たプロジ エク

トをそ の固有のメ リ ツトだけで判断すべきとい うものである。可能なか ぎリプ
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ロジェク ト。アプレイザルの各々は世界市場にわけ る相対的な価格変化 を予想

するとか 。予想される学 習効果 (loarning effects)と か動態的 な考察を

考慮に入れ るべ きである。

最後 に .プ ロジェタ トの選択 に伴 って生ず る諸 問題 を扱 う際 ,価値判断が含

まれる (た とえば同一時 点における所得配分か よび時系列 での所得配分等)の

は止むをえ ない。価値 判断そのものは中央政府 。当局 の責任ではあるが。 ここ

に示す手続 きは ,厳密 で確固たるルールを作成す る とい うより.こ れ らの諸問

題について決定を行 う際 の諸考察 を,シ ステマテ ィ ッタに整理 しようとするも

のと考え られ るべ きで あ り,こ の諸問題 についての決定 も論理的に矛盾な 〈行

わしめる ものである。

序 論 お よ び 要 約

一 般 原 則

プロジェタ ト。アプレイザルのどん な方法において も,そ の出発点は 目的を

検証 (examination of objectiVes)し ,その 目的達成の諸手段 9諸嫌

(alternative means)を 検証 す ることてある。 プロジェク ト・ アプレイ

ザルは ,プ ロジェク トの最後の段階 で,すべてが準備 され,た とき別個 に行われ

ると見 なすべ きではない。 この ような誤 った考え方 が .広 〈いきわたつている

のは,少 な 〈ともか な りの程度。開発のための先進諸 国か らの融資の決定の仕

方に帰因す るところが ある。それは プロジェク ト・ プ ロポーザルの際すべての

書類が完備 されては じめて,資金融資機 関が審査す るか らである。

開発のために供与 され る資金が ,広い経済的見地 か らみて,有意 の ものであ

ると確信 で きるような諸 方策を講ずる ことは,供与機 関その ものの責任 である。

しか し,プ ロジェク ト・ アプレイザルが ,こ れを行 う諸技法の一つ と考えるべ

きではない。 プロジェク トを調査す るために,非常 に多 くの資源 を投 じた後に ,

プロジェク トを拒否 した り,実質的に修正 lノ て しま うとい うのは ,明 らかに混
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乱 であり。また浪費でもある。 ここで述べ るプ ロジェク トの分析 (projeCt

analysis)の一般原理は .プ ロジェクトの選択 お よび解析 を行 うすべての段階

で ,す なわち投 資の可能な もの を予備的に決定する最初の段階 か ら,詳細設計

を作成するすべての段階 て適用 されるべ きで ある。 フィー ジ ビリティ・ ス タデ

ィを行 うコンサル ′ントヘの委 託事項 (tem8 0f reference)を綿密 に準

備 することは ,こ の意味で と くに重要である。

費用および便益の価額イヒ

社会的 (social)費 用お よび便益を価額化 するには。 自分の企業に影 響す

る と考え られ る費用わよび便 益 の流れにのみ関心 をいだけば よい私的投 資家

(private invester)が 遭遇 しない数 々の問題がある。 社会的費用便益分

析 は ,経済全般 (economy as a whole)に 対 してお よほ す プロジエタ ト

の諸効果に関わ るものである。 これか ら種 々の問題が生 じる。投入物お よび産

出物 (inputs and outputs)に 適正な価格 を与えること,あ る種の サー ビ

ス生産物をど う金額表示す るか 。間接的諸効果 (indirect effects)と か。

エ コノミス トの言葉 でい う“外 部性 "(externalities)を どのように価額

化 す るか等で ある。

高度に発展 した競争的市場経済 (competitive market econom"で は ,

財 わ よびサー ビス (goods and services)の 相対価格は ,通常。それを生

産 している経済の相対費用をかなり正確に反映 したものである。ある商品を生

産 している企業に とっての費用 と社会全体に とっての費用の間に乖離 (dive_

rgencies)が現実に生ずる可能性はあるが ,こ れらは通常例外的なもの と考

え られるしまた公共政策でもつて対処 しうる。たとえば,あ る国の各地方別に

労働 を用いる費用に差がある際 には,こ れを反映するように地域間の賃金格差

に対する補助金を考慮すること等である。

開発途上国 では ,国 内市場 で通常みられる財およびサー ビスの価格 Orices

prevalling in 16cal markets)は ,大別すると次の二つの理由によつて ,

その国経済に とってのそれ ら財・ サービスの費用を表わさないことがしば しば
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ある。一つ は ,発展途上国の多 くにみ られ る。差迫 つた外貨不足 とか らん で ,

諸保護措置 が極端な形で と られていて。 この結果,国 内価格機構 を極端 にゆが

めてしまってい ることである。 またもう一 つは労働市場 の硬直性 (rigiditie0

とあいまって ,失業労働者 が大量に存在 し,こ の結果 ,賃金率 (wage rates)

がその国経済 にとつて追加労働者 (additional workers)を 雇用す る費用

を適正に反映 するも6_Dで は ないことである。

国際貿易 の可能性を考慮 に入れた際に ,世 界経済か ら隔離 されていて ,その

国におけ る相 対価格が,社 会的機会費用 (socia1 0,portunity costs)

を何 ら反映 していない経済 で生 じる諸問題 の対処の仕方 については,OECD

マニュアルに よるところが大 きい。一般原 則は,国内諸関税 (dome Stic

tariffs),補 助金 (subsidies)。 国内消費税 (excise taxes)等の

影響を排 除 した。国境にわけ る価格 (international border prices)

でもつて投 入物 ,産 出物 を価額化する こ とである。 これは ,概念的 には国際貿

易の対象 となる諸財 (commodities traded internationally)に つい

ては簡単 で あ り。と〈に当該国が大量 に輸入 し,ま た輸 出 している財 について

は ,国境価格 で もつて輸 出入の価額 をはか ることは可能 である。 しか し,現実

にはかな りの諸困難が生 じる。

“は じめ に "の ところです でに指摘 した ところであるが ,ア プレイザルに際

して,国 際価格 とか国境価格 を用いる 目的 とい うのは ,国 内資源 と外国資源の

間に客観的 “変形 "可能性 (objective possibilities for transfo―

rmatlon)を示そ うとす る ことでぁる。 た とえば,あ る国において ある生産

物を国内で生産 しているが ,それを外国 か らより低い実質費用 (real cost)

で得 られ る場 合 には。輸 出す ること自体 が その国の所得 を減 じることになる。

これ らの可 育ヒ性 をすべて投 資決定の際に考慮に入れては じめて,経済は ,所得

成長。 したが って消費の極 大化をはかる ことができる。 このプロジェク ト・ ア

プレイザルの方法では,所 得 (消 費)を極 大化することが前提 として仮 定 され

ている。

しか し通常輸 出入r_l対 象 とならない財 お よびサー ビスが多 〈ある。 た とえば
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電力 ,国内輸送,建設等 である。 だ が これ ら非 貿 易 財 (non― traded

goods)は , そ れ ら 自体 の 中 に 貿 易 財 (traded g00ds)が ,その割合

はさま ざまであるが混在 しているか ら貿易わ よび非貿易財の間 を明確 に示す一

貫した基準が見出され るべ きである。

これ らの諸原則を実際 に応用す るには ,ま ず ,貿 易 お よび 非 貿 易 財 の 間

を区別 す る適切な境 界についての判断 が必要である。 ここで重要 な ことは。あ

る国にかけ る実際の外国貿易体制 の性格 とか.時 のlfI過 と伴にそれが変更する

可能性 とかにつねての考察である。 つ ぎに判断され るべ きことは ,

の財お よびサー ビスを現実に価額化 す ることにかか りされる専門 ス タ ッフ時

(professiOnal staff tine)で ある。主 として問題 になるのは総合の

度 合い (level of aggregation)で あり,総合度が高ければ .調整され

る具体性 が低 くなり。ある特定の財に関する結果的 な数字はより不正確 なもの

となることを考慮 して。現実的に作 動 し ,る 総合度 を決定せれば な らない。 ア

プ レィザルに重大な影響 をもた らし ,る ような品 目に対 して。人的資源 (ス タ

ッフ)が最 もさかれるべ きなのは明 らかで他の諸品 目に関 しては ,総合的修正

(aggregative corrections)が 施 される。 この意味で.プ ロジェク ト・

アプレィザルに一般的に もちい うる よ うな。ぁる特定の国の一貫 した計算価格

体系 (consistent system of accOunting prices)を 作成 す るには .

エコノ ミス トと統計家の間 に協力体制 をつ 〈ることが期待 される。

労働の費 用

新 しぃ投資 プロジェク トに関連 して労働 者を層 ,こ とのある経済 に とっての

費用 とい うのは,その労働 者がそれ以前 に勤めていた職業 を去 ることに よって

生ずる損失生産であり,ま たある状況 の もとでは,仕事 を変える結果生 じる消

費でもある。 その戦業 とぃ うのが農業 で あったり・ 発展途上国によ くみ られる

ように,労働生産性が きゎめて低ぃ場合 には,労働者 に対 して支払われ る賃金

率は。その労働 者を雇い入れ ることの真 の経済にとっての費用 (true costs

tO the economy of employing workers)を 大幅に上回る場 合 があり
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うる。 これは賃金率 が .単 に別の職 業 にかける限界生産力 (marginal prO‐

ductiVity)に よつて きめられ るのではな く,あ らゆる要素 (factOrs)を

考慮 の結果決められ るか らである。失業労働者 が大量に存在す る場合は,そ れ

以外 の職業の損失生産物 ではなか った追加労働 者 の費用とい うのは ,ゼ ロに近

い値 とな りうる。 こ うい う場合 は ,現実の市場賃金率で もつて追加労働者 を雇

い入れ ることのぅ総消費水準に対 して与える影響 とい うものを ,潜在賃金

(shadOW Wage)を 作成す る際 には主 として考えねばな らない。

しか し潜在賃金 を決定するに際 し。い くつかの一般的性格 を もつた問題 が存

在 してお り。これに対 し充分 な考慮 を払わねば な らない。 まず 1潜在賃金の決

定そ の ものはある意味で公共政策 (public p01icy)の 問題 である。そ こで

は 9人 口の うちの ある特定の階層・ グループの もつている消費 に対する価値観 ,

現在 お よび将来 とい う時系列で考 えた消費の配分 に対する考 え方を考慮せねば

な らないか らである。以下に示 す分析手法は。 したがつて ,厳 密 で確固たるル

ー ルを作成するとい うより,政策 選択 (pOHcy ChOices)に 関す る諸考察

を明瞭 にするもの と考え られ るべ きである。

っ ぎに“潜在賃金率 "(shadOW wage r ate)を 適正 rC作成する上 で全体

の見通 し (a general View)を立てることが重要である。例外については

充 分 な注意をもつて扱わねばな らない。 もし。ある同一地域 で しか も同一時期

に ,異 つた“潜在賃金率
″
が プ ロジエタ トごとに適用され るな ら,ゆ がみ

(diStOrtions)が生 じうる。 地域政策を慎重に考慮 してい 〈手段 として ,

ある国の地域別 に異 つた“潜在賃金率 "を適用 してい くとい うならもちろん望

ま しいのであるが ,同一地域 における似た よ うなタイプの プ ロジェタ トについ

ては論理的に矛盾のないアプ ローチがとられ るべ きである。

最後に,適正 な潜在賃金を ,プ ロジエク トの選定確認の早 い段階か らもちい

る ことが重要である。 とい つのは ,こ れか ら行 うべ き投 資 について選択 し。ま

た計画する上で最 も関連の深 いのは,上記の早 い段階 だか らで ある。
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所得再配分

プ ロジェク トを選択すること自体が ,それに よって所得 が創 出されるし.ま

た プ ロジェク トの地理的位置等 に よつて,所得 配分に影響 を与 え ることになろ

う。所得再配分を行 うべ きと考えている中央 当局者は,現実 には ,財政諸政策

を もちいてそ うす ることは不可能 だ つた りまたは望 まない場 合が ある。 このた

め .プ ロジェク トの選択を通 じて所得配分に影響 を与え ようとい う慎重な態度

に出 る場合がある。一一 “雇 用 "(employment)と い う目的 は通常 これに

かな うことになる。

投 資決定を行 う際 ,労働の費用 を見積 る基盤 として,損失生産物 て計るとい

う機 会費用の考え方 を もちいれば もちいるほ ど.所得再配分は (プ ロジェク ト

●ア プレイザルに)市場賃金率 (market Wage rates)を もちいるよりも ,

低所得労働者に有利 になるはずで ある。 しか し一 方で考えなけれ ばならないの

は,あ る特定グルー プとか地域 に ,雇 用を再配分す るとい うことは,社会全体

か らみれば・ 将来 の消費をあきらめ る こと (つ ま り,現在に,多 くの消費を行

な うこと)に な りうることである。 この問題は。公共政策の問題 で あり,そ の

国の中央 当局者が ,あ る特別の グルー プに対 して。そ してそれは ,地域的な分

け方 につながる場合 もあるが。その所得 と消費に対する“ウェイ ト"(職 ight)

を付与 すべ き事柄 なのである。

外部性

新 しい プロジエク トが外部諸効果 (external effects)を もた らす場合

が ある。 これは,プ ロジェク トその ものに対する投入物 とかその産 出物の価格 。

量には含 まれず・ 考慮対象のプロジェタ トの実施 に よつてもた らされる経済全

般に対 す る費用お よび便益 (costs and benefits for the ttЮ le

economy)で ある。 これ ら諸効果 には ,大別 して二つの種類が ある。すなわ

ちプ ロジェク トに より創 出される所 得支 出 (expenditure of the income9

の結果 で ある乗数効果 (multiplier effects)わ よび新規 プ ロジエク トが

産業 の中にあらゎれ ることによつて ,そ のプロジェク トに対す る投 入物を供給
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したり,ま たプロジェク トの産出物 を加工 したりす る新 しい活動が始 め られ ,

その結果所得が創出され増加するとい う連鎖効果 (linkage effects)と

がある。

これ ら連鎖効果お よび乗数効果に関連 した諸研究は これまでに も相 当なされ

ている し,そ の結果社会的には利益 のないプロジェク ト (sOciaHy unpro―

fitable projects)が 正当とされ て きた理由もここにある。 したが ってこ

れ らの効果 を分析する諸原則については後 に少し詳 し く述べ る。 アプ ローチ自

体は伝統 的 なものであるが ,プ ロジェク トの もた らす 目立つた第二次的便益は

充分考慮 に入れるよう配慮 されてい る。

現金 フ ロー分析

社会的費用便益分析の一般原則を もちいれば・ どん なプロジェク トで も,そ

れの国家経済にもた らす インパク トを査定することは可能である。 しか しなが

ら,分析 その ものは計算価格でもって行われるのだが ,プ ロジェク トは現実の

価格体系 の世界で運営 され るのである。 Ⅳ節で議論 される現金 フロー分析では

計算価格 か ら実際の価格へ移 してプ ロジェク トを運営 した際の ,現実 の意味 ,

含み を調べ ることがその役 目である。

企業 が現実に支払わなければな らぬ価格 とは異った計算価格 をもちいれば

(ア プ レイザルにあ らわれる),現 金 フローは (プ ロジェク ト運営 に とって)

不充分 な ものとなる場合がある。 た とぇば ,も し“潜在賃金率 "(shadow

Wage rates)が もちい られれば .現実の賃金請求書 にあらわれ る数字は ,

プロジェク ト・ ァプレイザルに現 われ る数字 より大 きな ものとなるだろ うし,

現実 の市場体系の もとでプロジェタ トが運営されるな ら財政的調整 (financial

adjustments)が ぃ (ぶん必要 となろ う。 この調整が どの程度必要かは・ ア

プレィザルにもちいた計算価格が ,市場価格 とどの程度乖離 してぃ るかに依存

する。

プ ロジェク トの融資条件にF■l連 して諸問題が生 じる し,ま た時系列でみた際 ,

現金 フ ローがどの ようになってい るかに より流動性 の問題 (liquidity
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problems)も 生 じて くる。 この問題 にふれるには ,プ ロジェク トの資本構

成 (capi tal structure)と の関連 で考えねば な らない。 これは また ,プ

ロジエク トの融資条件 を考える際に も関係 して くる。 た とえば,中央 政府に対

しては低 利 で融資 (concessional finance)さ れ るが,プ ロジェク トに

対 しては借 款ベースで貸 出されるような場合である。

時間 と割 引率

投資 プ ロジェク トのア プレィザルには ,どんなプロジェタ トでもそ の実施・

運営の費用 を積算 し,こ れ を期待され る収益 ,便益の価額 と比較す る ことにな

る。 しか し費用及び便益 は時系列の上 に広 〈分散 してお り,こ の結果 。二つの

問題が生 じる。まず。さま ざまの将来 の時点におぃて生 ずる費用お よび便益を

どのように してある共通 の尺度に乗せ るか とい うこと と,つ ぎには ,費 用お よ

び便益 を考 え る上で,ど の時点までを考 慮するのか とい うことでぁる。

どん な方 法 にせよプロジェタ ト分析 を行 う上で時間 を扱 うには ,害」引 き手続

き (dis counting procedure)を もちいる。 これ は ,さ まざまの時点で

生ずる費用 お よび便益 を現在価値 (present value)に 直 して表現 させ よう

とするもの で ある。純現在価値 (the net present valuc)と い うのは ,

割引かれた費用の総額 と,割引かれた便 益 との差で ある。 しかし,こ の害」引率

をどのように選択するかは経 済政策の核心 をなす問題 で ぁ り,Ⅲ 節で示 され る議

論は,こ の領域の政策的選択 をどの よ うに考えるのが有益かを示すための もの

である。

現実的考 察

原則的 に は ,こ こで述 べ る諸方法 は あ らゆるタィプの プ ロジェク トに対 し適

用可能 な もの で あるけれ ど。実際は ,プ ロ ジェク トに よっては,他の もの より

さらに大 きな問題が提起 され うる。ェ業 プロジェク ト(industrial projects)

は最も問題 が少ない。 とい ぅのは投入物 ,産出物が他の分野にかけるそれ より,

はるかに信頼すべき数値 となってあらわれ るからである。保健,教育 に対する
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投 資 (た とえば ,病院 ,学校)の 場合には, 非 貿 易財 で あ る産 出物 を どの

よ うに価額化するのかとい う, と 〈に難 しい問題 がある。 こ ういつた場合 には ,

プ ロジェク トの目的 をまず明確 に規定 し,こ の 目的を達成す るための費用を最

ノJ｀ にす る手続 き (a prOCedure of COSt― minimiZation)を もちいるこ

とがすすめられる。 農業プロジ エク トにわいては,非 貿 易 財 の投入物わ よび

産 出物が含まれている割合が高 く。また一般的 に労働集約的 (labOur intens市め

て もあることか ら,シ ャドー賃金率 をもちいる とそれに応 して (ア プレイザル

の結果),左 右 され る傾向が強 い。 さらにまた産業 プロジエク トの場合は ,そ

れ独 自の諸効果 を考察すれ.ば よい ケースが多いが ,農業灌漑 プ ロジエク トと農

地整 備 (land Settlement)プ ロジエク トとの間にかいては ,プ ロジエク

ト間の相互依存関係 を考察する とい う,重要 な問題が起 こり うる可能性が ある

以下 て詳細に述べ る諸原則が .機械的に適 用 され うるルー ル と考えるのは誤

ま りである。それ は ,プ ロジエク ト・ アプレイザルとい う問題 に対 し,体系的

で論 理的に一貫性 のある (systematiC and consistent)ア プローチを

確立 しようとする分析の枠組なのである。 ある特殊なケースに対 し,こ れ らの

方法論 をどのように,ま たどの程暉まで適用するのかを,そ の国の公共政策に

照 らしながら判断する仕事は ,ま さにこの原則を適用しようとする人々の仕事

なのである。 しか し,そ の判断が相互に論旨一貫 したもので あるとい うのは重

要 なことである。 というのは。そ うでなければ ,こ の方法の特徴的な見方であ

る。資源配分とい う観点からみた便益を見失 うことになるか らである。

投 入 物 わ よび産 出 物 の 価 額 化

一般原則

第 1節 序論 で 述 べ た よ う に , この “指針
″
で示すア プ ローチは ,Little

氏 とMirrlees氏 のそれに よつている。一般原則は,す べ ての投入物お よび

産 出物は,外貨 にわける機会費 用 (opportunity cost in foreign
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e xchange)す なわ ち投入物 ,産出物の外貨節 約 あるいは獲得 に対する潜在

的貢献慶 (pOtential contribution)。 あるいは別の表現 をもちいれば,

投 入物 ,産出物の追加―単位が経済全般にとつて どの程度貴重 であるか ,を 外

貨量で示すこと,で表示 .価額化 すべ しとい うものである。 Li ttle/Mirr

lees方法では,国内価格 (domestic prices)よ り国際価格 (inter―

national prices)の方が .貿 易可能性 (trade pOSSibilities)を 知

る上 で ,よ りよい尺度 となりうる としている。 とい うのは前者 は,最終市場価

格 (final market prices)の 中に関税 (tariffs),国 内諸税(taxes),

独 占利潤 (mOnopoly profits).不当に高 くされた賃金 コス ト (wage

costs)等が含 まれ́ていて,そ の経済にとっての本当の価値 (real Value

to the economy)以 上に インフレー トしてい る場合が しば しばあるか らで

ある。 この (Little/Mirrleesの )原則を適用する際 ,一般的前提 とな

るべ きものは,経済 の中に長期 にわたつて過剰能 力 (excess capacity)

が存在 しないこととい うものである。短期の過剰 能力についての扱いは,後

に説 明す る。 また プロジェク トが計量化 しえない産出物 (nOn― quantif i―

able outputs)を主 として生 産する場合は ,費用最小化手続 き (oost―

minimization procedures)を もちいるべ きで ある。

貿易財およびサー ビス

これには,実際 に輸 出入の対象 となる財 (あ るいは,こ れ とはぼ似た ような

代替財)お よびその国が国際貿易の可能性 (つ ま りその国の長期 的比較優位

long― term comparative advantage)を 充 分考慮 した政策 をとるな ら

ば輸 出された り。あるいは輸入 され る可能性 が あ るような国内生産物の両方が

ある。国によっては ,国内生産 を保護する手段 と してある財の輸入を禁止す る

とい うのは珍 しい ことではない。 もし,あ る有望 な プロジェタ トがあって。そ

れに対 する投入物 が ,こ の範疇 に入 るなら,そ してその投入物その ものが ,国

内において非常に高 い限界費用 (high maginal cost)で もつて生産 され

てい る とい う場合 には ,プ ロジェク トが失敗す るのをただだまって見ているべ
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きではな 〈,投入物 を貿易財 として扱 い。価額化すべ きとい う議論 は充分成 り

立ちうる。 そ うでなけれ.ば ,長期的比較優位 とい う原 則か ら,ま すますはなれ

た投資政策 を進 めて しま うことになる。 しか し,そ の投 入財が輸入 したそれの

費用 よりは高いけれ ど,(そ の経済に とつての)本当の資源費用で もつて,現

実にある一定長期間国 内で生産,供給 され ,る とい うのなら・ 非貿易対象財 と

しての扱 いをすべ きで ある。 この範疇 に入る諸財 を貿 易財 として扱 うのか ,あ

るいは非貿 易財 とす るのかに関する判断 は 1明 らかに非常に重要な問題 である

この問題 の判断にか らん で 〈るのは ,プ ロジェク トの ライフ・ タイムとの関連

で,輸入禁止が どの 〈らい長期間続 きそ うであるか についての見方 であろ う。

貿易財 は ,そ の限界国際 (国境)価格 (marginal international

(border)prices)で 価額化され ,そ の後で,国 内輸送 ,流通の資源費用

を考慮 して調整 され る。 国連の国家勘定体系改訂版 (United Nations

Revised System of National Accounts)で は,輸 出入に関 し,こ

の記録 の仕方 をもちいている。 したが って このシステムで国家勘定 を計上 して

いる国 々では ,国家勘定 体系の重要 な部分 を構成す る財 のフロー統計 (comm―

odity flow statistics)が 利用 で き,“ 国境価 格
″

← border prices

り を得 る上 で非常に有 益 である。そ うはいって も貿 易財 の価格を決 めること

(pricing of traded goods)は 必ず しも簡単 な仕事ではない。 どこでも

共通的 にみ られ.る ことだが。 (発 展途 上)国 内で生産 される諸財は (先 進諸国

か らの)輸入財に比 して ,種類 も著 しく異っている し,質 も大 きな差がある。

このような場合は ,輸 入財 のCIF価 格 は ,国内生産物 を価額化する上 で参考に

はな らない。理論的には正 当な価格 とい うのは ,そ の財が輸出された り,あ る

いは別の商業政策の もとで輸出され る場合のFOB価 格 になるだ ろ う。そ して ,

こうい うケースにあては ま らない場合 は ,非貿易財 と して価額化 す るべ きであ

る。 しか し,そ の財 が非常に小さな役 割 しか呆さない場合 とか。ある状況下 で

輸入財 に とってかわ られ うるとい う場合 には .輸入 財 の CIF価 格 をもちいて ,

それに ,国 内で生産 され る財の国内市場価格 と.輸入品の国内価格 との比 を乗

ずることによって,近似値 を得ることがで きる。
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最終消費財 (final consumer goods)に 関連 して別 の問題が生す る。

そ れは,最終消費財が,品質 の差 とか,消費者 の強い選好 (strong cOnsu―

mer preference)と か に よって,安売 りされる場合 で ある。 ここでの重

要 な問題は,外貨が一体 どれ だけ節約されあるいは獲得され たか とぃ うことであ

る。 国内で生産 された財が ,安売 りされる場合は ,そ の計算 価格は,輸入品の

外 貨表示価額 より低 〈なるし。輸入品が安売 りされる場合 は ,国 内で生産 され

た財 の計算価格が高 〈なる。

最後に,あ る特定の財につい ての単一の国際価格を見出す ことは,必 ず しも

可 能 ではないか も しれない。 とい うのは,そ の財の限界価格 (marginal

price)を さめるのは一般的に難 しいことで あるし,ま た時 には特殊 な状況 ,

つ ま り外国政府 の補 助金政策が とられていた り,外国企業が不当に低い価格 で

安 売 りしている場合があった りす るせいである。 こうい う状況下では,価格 の

推定 は プロジェク トを審査する人 間の経験 と判断 にまかされ る ことになる。産

出 物 が貿 易 財 の 場 合 は ,世界市場におけ る価格 (world price)で もっ

て価額化 される (そ の価格は ,ア プレイザルを行 う人間の判断 するところでは ,

現実 に,発展途上 国が支払った り,受取 った りす る価格 なので ある)。 通常 ,

世 界市場にわける価格 とい うのは ,あ る一つの プロジェク トに ょる生産 とか消

費 rCよ って影響 を うけるものでは ないが。国内の他の生産企 業 に よる生産物 の

価値 が下落 した場合 には,そ の下 落分は,プ ロジェク トの費用 の一部 と見 なす

べ きである。 こうぃ った計算 に対 して,ア プレィザーの費す時 間が どの程度か

か るかは,プ ロジェク トの総便益 か ら総費用 を差 引いたものが これ ら変数 の変
(1)

化 に対 してどの程度反応するか (sensitivity)に依存 してい る。

非 貿易財およびサー ビス

非貿 易財お よびサー ビスには ,電力。国内輸送・ 建設,土 地 な どがある。 た

(1)純現在価値(Net Present Value)お よび感応度分析(Sensitivity Ana―

lysis)については後に評述する。

-101-



とえば,セ メ ン トのような もの も,非貿 易財 と考えるのが最善 である。 とい う

のは (そ の費 用は,大部分が輸送費用で あ り)輸 送費用その ものが国際貿易の

対象となる ことはめったにないか らで あ る。貿易財は世 界市場にわけ る価格 で

もつて価額化 され うるので あるか ら,非貿 易財について も。すべてを共通の尺

度ではか る とい う原則を貫 〈ためrCは ,外貨でもつて価 額化する必要が ある。

理想は,非貿 易財を,ブ レイクダウ/し て直接,間接 の投 入物にわけ て,計算

価格を算 出すべ きである。 この直接 1間 接 の投入物は ,労働 ,貿易財 ,非貿易財

に分け ,労働 については後 に述べる手続 きに従 つて価額化 し,貿易財 は ,国境

価格で価額化 する。非貿 易財 を再び。 この労働 ,貿易財 ,非貿易財 の二つの成

分に分類 す る。 この手続 きを続けてい つて,実質的に ,労働 と貿易財 だけに分

類 しうる状 態まで行い。そ こで労働 と貿 易財の双方の価格 で もつて価額化する

とい うプ ロセスをとる。 もし,そ の経 済全体についての精度の高い投入産出デ

ータ (産業連 関表)が え られるなら,プ ロジエク ト・ ア プレイザル全体 によく

出てくる重 要な非貿易財 のい 〈つか (あ るいはほ とん ど)に ついて ,あ らか じ

め正確 な計算価格を中央 当局 ペースで作成 してか くことが望ま しい。

非貿易財一簡便法

もし,情報の不足 とか ,時間が足 りない とかの事情 で ,上記の方法 をとるこ

とがで きない場合には ,非貿易財 とか ,あ まり重要 でない貿易財 については ,

変換要素 (conversiOn factOrs)を もちいて計算価格を算 出 し。価額化

することが可能である。 変換要素 とい うのは,国 内市場 にお・け る一 般価格水準

と,似 た ような諸財の国境価格の水準 との差を解消 し うる簡便法 で あり,真の

計算価格 (世 界市場にわけ る価格 あるいは外貨で表示 した価値)の ,国内市場

価格 (あ る特殊な消費税 ,購入税を差 引いたもの)に 対する比で ある。 この差

とい うの は ,諸関税 ,害」当て政策 ,輸 入許可制度 ,独 占力とか,労働 の真の社

会的費 用 を過大に評価 させて しま う賃 金率 をきめさせ る諸要因等 に よつて,生

(1)付録A参照
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じているもので ある。国境にわける価格決定 と国内におけ るそれのギヤ ップと

い うのは,経済 の 中の部門に よ り差がありうる し,し たが って,請5ごとに異っ

た 変換要素を準 備 するのが望 ま しい。 ある部 門 における産 出物 (た とえば ,建

設 ,道路輸送等)の変換要素は 。この産出物 を生産するのにもちい られ る直接,

間 接 の貿易財 に 関 して,世 界市場にかける価格 の,国内市場 のそれ (購 入税 ,

消 費税を差引い たそれ)に 対す る比を加重平 均 したもので ある。それ を最 も総

合 的 に考えるな ら.経済全般か ら,ぃ くつ か の 貿 易 財 を選び出し,それに

基 づいて作成 した標準変換要素 (standard conversiOn factor)と い う

の を もちいる こ と も可能で歩L(付 録 A参 照 )。

変換要素を推 定 する際に。輸 入害」当てとか配給制度が採 用 されている場 合 に

は .特に注意 して行わねばな らない。 とい うのは.こ れ らの条件下では 。国内

市 場 における価格 は,(資源 の)稀少性 を示 す価格 (scarcity price)を

正 確 に反映 した ものではないか らである。 したがつて,も し配給制度が なけれ

ば ,ど のような国 内価格にな るかを推測 してみ る必要が あるだろう。 また 。非

貿 易投入物に対 して与えた (7in格 の)数値 に対 して.プ ロジエク ト゛ア プレイ

ザ ルの結果が大 き く左右され る ような場合 には ,標準変換 要素を用いる ことは

あ さ らめて。非貿 易投入物 を ,さ らに貿易財 成分 と,労働 成 分に分割す る手続

き を とられば な らない。

非貿易財の中 に貿易財の成分 が明らかに含 まれているな ら,その貿易財 成分

は 。国境価格 で もつて価額化 され うる。非貿 易財成分については,(税 を差引

い た)市場価格 に変換要素 を乗 じたもので もつて価額化す る。非貿易財 の中に

不 明瞭な形で しか貿易財が含 まれていない際 には,(税 を差 引いた)市場価格

に変換要素を乗 して価額化す る。

審 査の対象 とな るケースの 多 くは,プ ロジ エタ トの投 入物 .産出物の量 に関

して予allし たデ ー タ,情報 を含 んでからず ,投入物 .産出物 の年間価額 を示 し

て い るにすぎない。 こうい つた場合には,あ る特殊な税 を どのように調整 すれ

ば よいのか不明 で調整の仕様 が ない。 もつ と も・ 変換要素 を もちいるこ とに よ

って ,調整は可 能 なのだが。
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プロジエク トの投入物 お よび産出物の相対価値を長期 的に変える可 能性があ

るかざり,イ ンフンー シ ョンを原則と して考慮せざる をえ ない。可能 なか ぎり

計算価格の (名 日でな 〈)実 質水準あるいはコンス タン ト●プライス を推定す

る試みが行 われ るべきで あ る し,ま た計 算利子率 (accOunting rate of

i nterest)に おいて も実質水準で考慮 すべきである。 しか し,費 用 お よび便

益 を現在の価格水準 (current prices)で (つ ま り。長期的インフ レーシ

ョンの影響 を考慮に入れ た もの)推定 す る方が容易で ある と判断され る場合に

は 1計算利子率そのもの も,将来のイ ン フレーションの水準にあわせ て大 きな

値に直さね ば な らない。 したがって世 界市場にかけ る価 格 の予想をす でに刊行

された書物 か ら得るに して も,そ れが コ ンスタン ト・ プ ライス基準の ものか ,

現在の価格基準 のものか について注意 を払 わねばな らない。 もし,プ ロジェク

トの建設が ,固定価格契 約 (fixed price contract)(金額表示 で固定さ

れている もの)で 行われ る とい うなら. インフンー シ ョンの条件を入 れ ると,

この (契 約 で示 される)価 額は,コ ンス タン ト0プ ライス表示の分析 を行 うべ

きである。

余剰能力 を もった操業

この方法論 て前提として い るのは,政府 が需要に応 して反応し,外国貿易か

よび支払い に従事 し,そ の経済の内部 で余剰能力のない操業 (ful l capacity

working)を 達成 しよ うと し,ま たそ れ ら諸施策が一 時 的な失敗は あるにして

も,大局的 には成功す る とい うことで あ る。 しか しなが ら,あ る産業 が現実に

需要の不足 とか。その製 品 の市場価格 が短期的限界費用 (short― run marg

inal cost)oま り,平均 プライム費 用)を上回る額 で あるとかの理 由て ,

余剰能力を もった操業 しか していない こ とが,周 知の事 実であるよ うな場合に

は,こ うい った産業の製 品 をプロジェク トrC対する投 入 物 としてどの よ うに価

額化するのが適当かが問題 で ある。そ の際 ,短期的限 界費用をとるべ きで,こ

の短期的限 界費用は,プ ロジェクトに とって主要な投 入物・ 産出物 で ない よう
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な財には もちいるべきでは ない。短期的限 界費用を考慮 して作成 した価格 をも

ちいるのは ,過剰能力 (excess capacity)下での操 業 が継続す る と考えら

れる期間のそ の産業の製品 を価額化する場 合にかぎるべ きである。

消費者余剰

プロジェク トによっては ,た とぇば水道 の ように,消 費 者が現実に支 払いを

要求される額 以上の金額 を払 ってよぃと考 えている場合 を想定するこ とができ

る。 この消費者余剰 (consumer surplus)__消 費 者 が支払って よい と考

えている額 と,現実に支払 う額 との差 __の 推定値を, プ ロジェタ トの便益と

して計上すべ きである。 現実 には,推 定値 を適宜作成 す る以外の方法 で は ,こ

の消費者余剰 は扱いえない。 しかし,消 費 者余剰の推定額 そ のものが プ ロジェ

ク トを左右す る ような限界 プ ロジェク トも存在する。 この ような場合 に は ,消

費者余剰を計算 した仮定 を明 らかにする ことが重要にな る。

未熟練労働 の価額化

労働の完全雇 用 (full employment)が達成され て ぃ る経済では 。 プロ

ジェクトが雇 用する労働者 に対 して,労働 市場のコス トと同 じ値をつけ る こと

は当然のことで ある。別の表 現 をもちいれ ば ,市場におけ る賃金率は ,労働の

限界生産性 (marginal productivity of labour)を 充分正 当 に計 り

うる尺度 と考 えて よい。 しか し,発展途上 国 の多くにおい ては,こ う考 え うる

根拠がない。 とい うのは,失業 (unemployment).潜 在失業 (under em_

ployment)は しばしばみ られ るところで あるし,経済 の 中で“労働組 合 をも

つた部門
〃 ( Organised sector)で み られる賃金率 は・ 全労働人 口のあ

る小さな部分 のそれを説明す るにすぎない場 合がよ〈ある し。しかもそ れ は ,

か なりの程度 (経済的要因 よ りも)社会的要 因 (institutional factors)

で もって決定 されてぃるか らで ある。また企 業そのものが .契約ペース で成 り

た つているとい うより,家族 ベースで成立 している場合 も多い。追加労働 を雇

用 することの機 会費用を,経済 にかける他 の どこかの分野 の損失生産物 で示 し
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てみると,そ れ は ,しば しば .プ ロジエク トが雇 い入れ よ うとしている市場賃

金率 よりも低 い ことがある。 この状況では ,労働 力が最終 的 に引き出され る部

門 (通常は農 業 部門)の労働 の 限界生産性 に等 しい潜在賃金率 (shadOW Wage

r.ate:SWr)を もちいるの が適切と考 え られる。

しかしなが ら,市場で支配 している賃金率 より実質的に低 い潜在賃金率 を一

般 的に未熟練 労働 者に対して もちいるとい うのは,経済の他 の分野に対 して与

え る影響が大 きい し,ま たそ の影響を考慮 に 入れねばな らない。 (潜在賃 金率

を採用するこ とに よつて)市場 賃金率の も とでの場合 よりは ,よ り多 くの未 熱

練 労働者が雇 用 されることに なろ う。 とい うのは投資パター ンをより低廉 な労

働 力を雇用す る方向に動かす ものと考え られ るか らである。 終局的には 。 これ

が (こ の方法論 の)目 的なの で ある。結果 的 には,消費水 準 は より上昇 す るこ

とになろ うし。 この消費の増 加 を1た とえば 課税措置などだけでは抑制 で きな

い となれば・ 未 熟練労働者 を市場賃金率 で雇 用するよりは ,経済の総消費 水準

は高まり.貯蓄 は低 〈なるだ ろ う。 より低 い貯蓄水準では投 資 も低 くな らざる

をえないし,将来は産出高 .消費高の成長 率 の減少を招 くことになるだ ろ う。

したがって 。現実の賃金 よ り実際に低 い潜 在賃金をもちいることが.ど の程

度望政しいのか とい う最も重 要 な問題は,(プ ロジエク トに より派及的影 響 を

うける)追 加 的 消費が,経済 全体にとって どの程度経費 と してみなしうるかに

依存 してい る。 もし,貯蓄率 お よび成長率 が充分 と考え られ る状態な らば ,こ

の ような追力目的 消費は経済 に とつて費用 とみ なされる必 要 はない。未熟練 労働

者の (追 加雇 用 に よる)消 費 の増分の影響 を緩和するため増税することが可能

だ と中央当局 が信 じている場 合 も同様の こ とがいえる。低 い潜在賃金率 を,こ

ぅぃ う状況下 で もちいるとい う意図は,経済 の中の最貧層 グループに有 利 な所

得再配分を行 わ ,と いうことで ,こ れ.は 重 要 な考慮といわねばならない。 もし

何かの理由で 中央 当局が.未熟練労働者 に ょる追加消費 を他の所得階層 に対す

る課税措置 で もって適圧に抑 制することが で きない場合 には ,ま た一般貯蓄水

準が経済に とつて充分な成長率 を維持す る には不充分で あると考え られ る場合

には,所得 配 分 を改善する こ とによつて生 ず る便益と,将来の消費の成 長率 を
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減 することとを充分比較検討 す る必要が あ る。

市場賃金率 よ りも実質的 に低 い潜在賃金率 をもちい る こ とによって。直接。

財 政的な影響 が生 じる。潜在 賃 金率がど うあれ,実際に労 働者は市場 賃金率の

賃 金を支払われ るとい う現実 が ある以上 .プ ロジエク トの い 〈つかは ,社会的

にみて有益 な ものではあつて も現金フロー の上では不充 分 な ものとな り。それ

て も継続 して運営 しなけれ ば な らないな らば補助金が必 要 となろう。 したがつ

て国庫rc対 して追加的要求す る ことになろ うし。税制そ の ものに圧迫 を加える

こ ともありうる。 この問題 は ,プ ロジエク トが社会的にみ て も.収支 の上か ら

も有益な場合 には必ずしも生 ず るものでは ない。しか し,考慮の対象 となって

い るプロジエタ トに関し,設定 した潜在賃 金率 (そ してす べ ての計算価格)の

運 営収支に対す る影響につい て ,詳細な検討 を加える試 み は行 うべ きで ある。

これ らの理 由で。潜在賃金率 を正確に決定 す るアプ リオ リ (先験的)な ルー

ル を設定する こ とはできない。 中央当局 に よつて,明 確 な指導がえ られ ない場

合 には,以下 の諸考察が (こ の問題の解決 に)関連する と考 え られる。

a)も し。 政 府 の財政状 態 が満足すべ き状態であ り,生産および消 費 の成

長率 が将 来 の 不安の原 因 ではなさそ うな らば.そ の部門の限界生 産 力と

近似 した潜 在 賃金率 は適 切 なもの と考 えてよいo

b)潜在賃金率 の値その ものは ,将来の消 費の成長に対 す る配慮,政府 の税

のメカニズ ムおよび貯蓄 を生み出しうる能力の弱さ。 お よび現在の失業わ

よび所得分配の水準が将 来 の成長率 をさ らに高める必要性 と比べて どの程

度問題がないのか等の程度 に応 じて・ 未 熟練労働者 の 消費 あるいは貨幣賃

金率 (mOney Wage rate)に 近い値 を とりうる。

もし,潜在賃金率が,失業および潜在失業が圧倒的に多いという根拠でゼロ

の値をとるべきと勧告されるならげ・ ゼロにすることの社会的費用を明 らかに

してわかねばならない。とい うのは潜在賃金率に低い値を現実にとる際の障害

とな るのは政府 の財政収支 に制 約があるか らである。総 費 用 の中に占め る労働

の費用の割合が小 さい工業 プ ロ ジエク トの場 合 には,プ ロ ジエク トの純 費用わ

よび便益が潜在賃金率の値の変 化 に対 して影 響 をうける こ とは少ない。 しか しo
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プ ロジェク トの 選択に対 して潜在賃金率 の値 が重要な役割 を果すとい うのが感

応度分析 (sensitivity analysis)の 結果明らかに なっている場合 には潜

在賃金率は慎 重 に算出しなければならない。 こぅいうのは .農業部門・ サー ビ

ス部門のプロジ ェク トのケー スである。 現 実 に重要な問題 となるのは (潜在賃

金率 をもちい る ことによって)農業部門 と他 の部門の間で投資配分の変 更 が生

じうることで ある。

プロジェタ トに より雇用 され る労働者 の 消費 とい うのは ,労働者の所得 か ら

直接税・貯蓄 を差引いた残 り (可処分所得 )を 労働者の消費財の代表 的 な もの

について変換 要 素 (oOnverslon factor)に よって世界市場におけ る価

格 に調整 した ものである。労 働 の限界生 産 物 というのは .そ れを計る最善 の方

法 は,も しそ の労働者が以前 に全面的に失 業 の状態にあるなら (こ うい う場合

は稀れでぁるが)ゼ ロであるか ,農 業部門 の労働の限界生産物を世界市場 にわ

け る価格で計 ったものかのいずれかであ り。後者は,そ の国経済の全部 門の平

均 (労働)生 産 物 よりは低 い可能性が強 い。農業生産物 に対する変換 要素 とい

うのは,農業 生 産物の (国 内 にかける)価 値額を,世 界市場 にかける価 格 で表

現させるもの で ,そ の値は減 じることに な ろ う。 もつと も農業生産物 の変換要

素 は農業部 門 が (他の部門 に比 して)あ ま り保護されてぃ るものでは ないゆえ

に ,“ 1"に なることが しば しばみられ るが。 どのよ うなケースに しろ潜在賃

金率には ,労働 力を雇用す る費用に対 して影響を及ぼす と考え られるすべ ての

要素を考慮 に入れるべきで あって,それ ら諸要素は通常賃金の中には含 め られ

ない。た とぇ ば ,住宅,公共 サービスに対 して助成金 を与え るとい つプ ロジェ

ク トの直接費 用等 も含まれ る。簡単化 の た めに,通常潜在賃金率は,プ ロジェ

タ トのライ フ・ タィムを通 じ一定と仮定 して よい。 し́か し,も し,大幅 に変更

すると考え られ る充分な根拠 が あるときは ,潜在賃金率 の予測を行い 。そ の際

にはこれ ら諸 要素を考慮 に入れねばな らな い。

熟練労働 者

経営者 .プ ロフェッシ ョナルな労働者 等 も含めて,熟練 労働者は通 常 。まず ,
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国内の市場 レー トで価額 化 し,ついてそ の国の変換要素 で もって変換 した値 と

す る。 もし,国内市場 レー トが,機会費 用 よりも低い ものであるな ら,い 〈ら

か ブレミァ ムを加えることも妥当であるか もしれない。

同一時代 における所得再配分

プロジェク トの選択に よって所得諸階 層 間 の所得配 分 に重大な影響 が もた ら

され うる。一― 主 として , プロジェタ トの地理的な配置 か よびそれが創 出する

雇 用の量に よって ―― さ らに中央当局が .所得再配分 の ための財政諸施 策 をも

ちいえなか った り,それ を もちいることを望 まない場合 には,所得再 配 分の目

的 に,プ ロジェク トの選択 とい う手段 を もちいる場合が ある。この よ うなケー

ス では以下の指針を考慮すべ きであろ う。

|)地理的 な意味で労働 が流動的でない場合は,労働 の他の雇用形態 におけ

る限界生 産力を推定す る際,(つ ま り,機会費用 の推定の際に)プ ロジェ

ク トの実施 される地域 にわけるそれ を推定せねばな らない。 とくに地域的

にみて (労働 の限界生産力に)差が大 き くある場合 はそ うである。

1)し か しなが ら,中央 当局 がある特定階 層の労働者 (通 常,地域 的 な グル

ープで あるが)を優遇 しよ うとい う意図 が明白な場 合 には,そ の特定 グル

ープ (地域 )の労働者 の潜在賃金率 は ,上記に従 って算出された もの より,

さらに限 界生産物の値 に近 い値とされ て ょぃ。 もちろん中央当局が ,あ る

特定グルー プ とか地域 の消費かょび雇 用 を創出する ことを重視 し,そ のグ

ループか ょび地域の労働 者 の潜在賃金率 をその限界生産 力の推定値 以下 に

おさえる よ う処置す るのは可能である。 ただ し,中央 当局が。この よ うな

趣旨を明 白に示 した場合 以外には,こ ぅした手続 きを もちいるべ きでは な

い。ある特 定 のグルー プを優遇するこ との社会全体に対 する費用 とい うの

は,現 在 お よび将来の生産 ,消 費の削減 分 として示 され るが,それ を中央

当局に対 して詳 しく明確 に説明 しておか ねばならない。

-109-



賃貸料および 利潤

プ ロジェク トを建設 し。運営 した りあるいは .プ ロジエク トヘの主要な投入

物 を生産するに必要 と考え られ る土地,労働 。企業家マイ ン ドお よびその他の

諸 要素が,現実 に機会費用(its earning in the best alternative

use)を 上回る報酬を得てい る とい うな ら,こ れ らの レンタル ●エンメン トは

通常 ,原則 として プロジエク トの収益 として算入すべ きで あ るか ら,プ ロジエ

タ トの費用か らは除外すべ きで ある。 しか し,こ のレンタル ●エンメン トが ,

非 居住者に戻 る種類のもので ,海外への送金 となる場合 には ,それが発生 する

年 次 に (国 内諸税 を差引いた後 )費 用として算入すべ きで ある。現実 に ,こ の

レンタル ●エ レメン トを算 出す る場合は,こ れが認め うる額 でもつてあ らわれ

現実性がある場合 にか ざられ る。たとえばほ とん どの工業 プ ロジエク トの よう

に
・ 土地が比較的重要でない投入物である際 には,土 地そ の ものは市場 価格 で

もつて価額化 し,そ の国の変換要素を適用すべ きである。 土地が重要な要素の

場合は,歴年循環費用 として原 則的に計上 すべ きであるし,そ の額は ,土地 を

別 の用途に用 いた場合に生 す る限界生産物 を世界市場にお け る価格に直 した も

のになる。 現実 には,通常 は プロジエク トが存在 しない場合 の市場におけ るン

ン トで価額化 して充分であ り,歴年のレン トに対 しては .適 当な部門 の変換要

素 でもつて調整 し,世界市場 の価格に直す。 いずれの場合 にせ よ,土地 が現在

用い られてい る部門。つま り農業か工業 の部門にかけ る変換要素をもちいな く

てはならない。

負債サー ビス 。チヤ
~ジ

機器,資材等 に対する外国か らの開発融 資の支払い。稼動中の資本 の流用等

を含め,あ らゆる支出は資金が現実に支 払われる年度 に ,世界市場 にわけ る価

格でもつて価額化 し,分析 しなければ な らない。配当.償却・ 利子 の支払い等

は・ 社会的費用 。便益分析 には含めるべ きてはなく。 Ⅳ節 で説明す る現 金 フロ

ー分析 (Cash f10W analyζ is)に 含めるべきである。 こういう扱いにする

根拠は,融資資金は,た とえある特定のプロジエタ トが実現しない場合でも経
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済の他の分野 .部門で利 用 しうるものであるとい う仮設を設 けていることであ

る。 しか し外国からの私 的融資の場 合 には,そ して時には政府 ペースの融資 の

場合にも。 このプロジェク トが実現 しない場合には ,基金その ものがその国で

支出され ない と仮定 した方が よい よ うな例がい くつか ある。 この ような場合に

は,利子 わ よび償却のた めの現実の支 払金額は,そ れが現実 に支払われる年度

に計上すべ きであり,外国か らの基 金 の実物資産 (real aSSete)と か資材

に対す る支 払い金額は。それが支払 われた年度に計上すべ きではない。国内か

らの融資に対する償却 わ よび利子は社 会的な費用・ 便益分析の中には含めるべ

きではない。 とい うの は 。 これ らの基金は別の用途 の投資に とつても利用可能

だか らで ある。

減価償却

会計経理 的な意味では減価償却を酌量する必要は ない。 とい うのは減価償却

は本当の資源費用ではないか らである。 しか し,長期的な資産 の実質価値の減

耗はプロジ エク トの経済 的生命を推 定す る際に考慮 せねばな らない し,修繕費.

維持費お よびプラン トの残存価値 を推 定する場合 に も考慮せ ねばな らない。

最終価値の計算

一般的 にいえば,費 用お よび便益 は ,プ ロジエタ トの経済 ライフが続 くか ぎ

り推定値 を算 出されるべ きである。 しか し。 30年 以上にわた つて割引きを行

うとい うのは異常である。 とい うのは ,30年 以上先 に生ずる費用および便益

を通常の割 引率でもつて現在価値に直す と,そ の値 は あま りに も小さなもの と

なって しま うか らである。 したがつて .将来のある時点で (た とえばプロジエ

ク トのス ター ト後 15年時 点で)存在 す ると考え られ るプロジエク トのプラン

トおよび機器 の残存価値 (residual value)の 総額 を費用 。便益分析の便

益側に記入す る簡便法 を もちいてもよい。

外部性
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外部性 (externalities)と い うのは,当 該 プロジェタ トの実施に伴 って

その国経済 に生ず る純費層わよび純便益のことで あって,プ ロジェタ トの実施

に伴 って生ずるが .プ ロジェク トその ものの投 入物および産 出物の量,お よび

価格 の 中には含 まれ なぃ部分である。原則的 に プ ロジェク ト oァ プレイザルで

は,単 なるプロジ ェク ト自体の費 用および便益 ではな 〈,そ の経済に対 して プ

ロジェタ トの及ぼ すすべての社会的限界費用 お よび限界便益 (all marginal

social costs and benefits)の 絶対価値 を推定 しなければならない。

現実 には ,こ れ らすべての起 こりうる外部諸効果 を計量化することは難 しい し

それ を細か 〈指摘 す ることす ら困難 なのでは あるが,少 な くともプロジェク ト

の各 個 の外部性が ,プ ロジェク トの一般的 な外部性 (4`generaH zed″ exter―

nali ties)を 超 え る範囲の ものについては推定する試み を行 うべ きである。

これ を行 うことに よって,プ ロジェク トの各個 の費用お よび便益分析その もの

が , プ ロジェク ト選定の当初の 目的に照 らして どのような差が あるかを明 らか

に し うる。

政府 の当初の 目的 一―この “指針 "の 中では ,“ 生活水準 "の 向上 であ り,

長期的 な総消費 の極大化である とし.て いるが 一‐―以外の目的に対 して も,外部

性 の うちのある ものは現実には影響を与え うる。 たとえば ,あ るプロジェク ト

はそ の国の経済 に とって“戦略 的
″

(“ strategic")と 考 え うる ような財を

生産 す ることもで きるし,こ れ らの財がその国の経済を海外業者か ら,戦時 あ

るい は戦争に近 い状態では独 立せ しめ うるか らである。 もしある財に関 して こ

の独 立 を達成 した り.自 給自足 の状態をつ 〈る ことが (政府 の)目 的である と

明示 されるな ら.政府はこの 目的 を達成する経済的費用に照 らして,目 的の相

対的重要性を充 分検討する必要が ある。外部性 とよばれ るものの中には “隠さ

れた "産出物お よび投入物 (“ hi dden"Outputs or inputs)“ 連鎖効果 "

(“ linkage effects")か よび“乗数効 果 "(“ mllltiplier effects″ )

が ある。

"隠 された "産 出物および投入物
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“幼稚産業 "プ ロジエク ト (“ infant industry"projects)に は ,

あ る種の外部便益 を伴 うことが あ り,こ れを考慮に入れねば な らない。一例を

あげれば,プ ロジェク トに よって雇 用され.る 労働者に対 して与え られ.る ヲ1練・

経験 である ,。 これ らはプロジェク トの中に部分的 には吸収 されるのだが ,経

済 の他の分野 (the rest of the economy)に とって も利得 (gain)と

考 え られるべ きで ある。 あるプ ロジェク トが新 しいプロセス とか技術 を導入 し,

そ れ によって同 じ目的をより早 く達成 しうるよ うになる場合 は ,こ れに対 して

評 価 が与え られ るべ きである。 しか し。これ らの外部諸効果 が プロジェク トご

とに異っていて。 しか も計量化 し うる場合 にのみ ,(ア プレイザルの)考慮の

対象 としてカロえ られ るべきである。 また経済に対 して外部不経済 (external

di seconomy)が もた らされ る とい うな ら。それを含めて考 え るべきである

この例 は,灌漑 プロジェク トの結果 ,飲 料水媒介 の病気が流行す る場合であ り。

また ある特殊な地域 (都会)に あるプロジェク トを設置す ることによって生ず

る混 雑 の費用 (congestion cOsts)で ある。

連鎖効果

“ 前 方 "連鎖効果 (｀ fOrWard"linkage effects )と い うのは ,プ ロ

ジ エク トの産出物 を加工 した り,使 用する産業 に対す る諸効果 である。 これに

対す るアプローチは懐疑的に行 うべ きである。 とい うのは ,財 お よびサー ビス

の単 な る供与が ,そ れを材料 lrCし て さ らに追加的 な (当 該財お よびサー ビスの)

使用 につ ながると考え うる根拠 は一般的にいえば ないか らである。 もし,プ ロ

ジ エク トの産出物 の将来の市場需要 が可能なか ぎ り充分に推定 されているのな

ら,費用・便益分析その ものは修 正される必要はない。
t後

方 "連鎖効果

("ba CkWard" linkage effects)は プロジ エク トの もちいる投入
)

物を供 給産業に生ずる諸効果で ある。 ある投入物 に対するプロジ エク トの需要

が ,現実 にその投入物の国内生産 rC規模 の経済性 (ecOnOmies of scale)

をもた らしていた り,あ るいは輸入費用以下で生産 している国内産業の生産 を
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支 えているほ どの ものである場合には,投 入物に対す る将来の計算価格 を正確

に推定すれば ,こ の後方連鎖効果 をかな りの程度・ 分析の中に入れ るこ とが可

能である。 しか し,プ ロジエク トその ものが ,そのプロジエタ トのため てはな

く他の経済 部門 ,分野のた めに準備され た投入物を安い費用で購入 し。そ のた

め有利にな る場合 もありうる。また状況 に よつては,い くつかの投資の間に相

互依存性 とか関連性が存在す る場合 もある。それ らを独立にみて しま うと誤 り

に導 く場合 が ある し,全体 としてあるいは複合体 として検証することが必要で

ある。そ うすればかのおのの外部連鎖諸 効果 を内部的諸効果 と同 じよ うな扱い

をすることがで きるだろ う。

乗数効果

“乗数
″
効果 (“ multipher″ effeCtS)が プロジエク トに よりもた ら

され.る とい うのはよくいわれるところで ある。 プロジエク トの乗数効果 とい う

のに,投 資 に よつて追加的支 出が行われ ,そ の結果経済 の中に存在す る過剰能

力を稼動 させた際に生す る短期的な所得増加のことで ある。 この種 の外部効果

を考察す るには懐疑的なアプローチを とるのが望ま しい。 この効果 を分析の中

に含めて考えるとすれば,次の二つの条件が同時に満たされると考えうぅ充分

な根拠が存在する場合 に限 られる。

C)国 内需要が不足 しているために経済 の中に非稼動 の潜在的補完 要素 (un_

deremployed COmplementary factOrs)が 存在 し,政府 が .プ ロジ

ェク トに対 し′て投資を行 う以外の 方法ではこの需要 を増加させ ることがで

きな い場合。 この判断 には経済全 般に需要調整 の可能性が あるか どうかを

検 討せねばな らない ことにな り。充分注意 してアプローチを行 う必要があ

る。

GD当 該 プロジエク トに対 して支 出が可能な現地資金が,同様の間接便益を生

ぜ じめ うる他のプロジエタ トに対する投資としては支出されない場合。

この二つの条件は厳 しいものだが ,あ る特定のプロジエタ トの もたらす便益

の中に乗数効果を含めるとすれば ,慎重なアプローチが必要である。たとえば・
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観光 プロジェタ トの場合 も しば しば乗数効果 が大きい とい うことがいわれるが,

そ の際も慎重 に扱わねばな らない。 これ.ら の諸効果は.通常計量化す る上で非

常 に難 しい問題 が ある。一つ の アプローチは ,“ 直接の "費 用わ よび便益を算

出 した後に,プ ロジェク トが .経済的視点か ら正当化 す るのに必要な間接諸便

益 一―乗数効 果 も含めて 一― の大 きさを算 出するとい うや り方で ある。 この大

きさの間接諸 便益 を創出す る ことができるか どうかは,上記のや り方を もちい

れば判定 しうる。遊休資源 に対 してプロジエク トが需要 を喚起 しうると信 じら

れ る場合には ,そ のことを中央 当局に対 して明確に示唆 してお くべ きである。

この ような遊休 資源に対す る有効需要 (effectiVe demand)を 。当該 プロ

ジ ェク トに よって創出するか ,あ るいはそ の他の方法 を もちいるのかを決定す

るのは,ま さ しく中央当局 なのてある。

国際的効果

プロジェタ トによる諸効果 の うち。ある ものには.プ ロジェク トの配置され

る経済外の外 部的 (exte rnal)な それが ある。たとえば ,あ るプロジェタ ト

の産出物が .世 界の総生産 に比 して大 きな害」合を占め るため ,世 界市場にかけ

る価格に影響 を与え,そ の結果他の国 々の人 々の厚生 に悪影響 を及ぼす場合が

ある。 この状況下では政府 は他の国々か らの報復措置 に より国益が損われる と

考え・ プロジ エクトの国際 的影響を考慮 す ることを望む か も知れ ない。 プロジ

ェク トはまた近隣諸国の環 境 に も,た とえば,1カ 国以 上にわた つて流れてい

る河川に廃 水 を流すとい つた影響を及ぼ す こともあ り うる。

そのかわ りに,プ ロジェク トのもた らす便益が多かれ少 なかれ他の国の国民

に還元され́ る場合がある。 そ の例は,国 際空港や。国際的 な高速道路 プロジエ

ク トである。 ある国では この種 の便益は プロジエク トに対 して与え られるべ き

との伝統的 な考え方があるが 。これは ,本質的には国策 の問題 で もある。 この

種 の問題は .本“指針
″
の扱 うところを超 えた難 しい問題 である。
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害」引 率 が よ び 決 定 基 準

害J引 率の選択

投資プロジ ェタ トはどれ で も時の経過 を伴 った費用お よび便益の流れ.を もっ

ている。割引率 あるいは計算 利子率 (accOunting rate Of interest:

a ri)と い うのは,あ る年 における費用お よび便益が ,他 の年のそれ らに対

t′ てどのよ うに価額化すれば ょぃのかを示 す ものである。一般に公表され́てい

る割引率表 (付録 D参照)に よれば,あ る割 引率のもとで ,現時点におけ る価

値が何年か後 に は どのように変わるかにつ い ての現実 の諸要因が分か る。 プロ

ジェク トの ライ フを通じて ,各年の費用お よび便益は上記 の割引き手続 きを行

つた後に,そ れぞれ.加 算す る ことができる し,費用の総計お よび便益の総計 の

差 が ,純現在価 値 (net presentャ alue: npv)で ある。割引率 を どの

よ うな値にす るかは ,も ちろん非常に重要 な問題 である し,こ の問題 について

書 かれた書物 もかなりの量に なっている。

計算利子率 とい うのは,経済 に とっての資本 の実質機会 費用を示 しうる もの

と考えることが で きる。 したが って,そ れは経済にとって ,あ る一定の期間内

で プロジェク トヘ投資可能な資源にプラスの純現在価値 を もた らしうる よ うな

率 で もある。現 実 には ,と 〈に資本市場が組 織 されていない状況下では ,適正

な率 をアプ リオ リ (先験的 )に 決定するとい うのは不可能 な ことになるだ ろ う。

い 〈つかの国 では中央当局 が ,公共部門の プ ロジ ェク トに対す る害J引 率 を設定

してお り,こ れ が通常プロジ ェタ トのアプレイザルを行 う人々に適切 な指導 を

与 え ることに な る。

(も ちろん ,ア プ レイザルに際 しては ,ど ん な場合にも,す べての潜在的投 資

に対 して同一 の害J引 率を適用 す ることは最 も重要なことである )。

しか し現実 には ,資本市場 が組織されてい なかった り,中 央当局が割引率 を

設定 していなか った り,ま た ,そ れがあった としても,資本 の実質機会 費用
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(rea1 0pportunity cost)を 示す もので はないと考え るべ き充分な根拠

が ある ような場合が ある。現在のわれわれの経 験 では,コ ンス タン トプライス

で表示 した費用お よび便益に対 して 8%の 割 引率 をスター トとしてもちい るの

が よい。 ある割引率 を設定 して,そ の割引率 では利用可能 な資金を吸収 し うる

正 の純現在価値 を もつたプロジェク トがあま りに少ない場合 があるか もしれ な

い。そ ういった場合 には,さ らに低 い割引率 が適 当と考え られる。 しか し満足

すべ き純現在価値 を もつたプロジェク トがあま りに少ない と しても,それが プ

ロジエクトの選定お よび計画策定に対 して充分 な努 力を払わなか った結果 である

場 合 もありうるので充 分な注意を払 わねばな らない。 この点 に関 l′ て注意す る

方が ,計算利子率 の値 を変えることより。より適切な解決策 とな りうるか もし

れ ない。一方 ,正 の純現在価値 を もつたプロジェク トに対す る資金需要がその

供給を上回ってい るよ うな場合は ,計算利子率 を上げることが適当であろ う。

計算利子率 の値は ,そ の国が インフレーシ ョンを考慮 して外国に融資 して安

全 であると考える最高の利子率 (つ ま り,一流 の有価証券 の実質償還率)よ り

は通常 ,低 い値 とされ るべ きでない。計算価格 .と 〈にシャ ドー賃金率 を もち

いることが可能な らば。これは通常 ,資金が豊 富 な国では 自明のこととであれ

た とえばっ石油収入が莫大 な国 々では,計算利子率はどん なに償還率の よい も

の より高 〈なるはず である。 しか し,も しある国が政府 ベー スの資金 をかな り

融資 されている (そ してそれをさ らに別の国に貸す ことはで きない)場合 には,

その資金 を正の純現在価値をもつ プロジェク トに投資させ るために,外国か ら

の融資利子率 よりも低 い計算利子率 を用いねば な らない よ うなケースもあるか

も しれ ない。 この よ うな場合には,計算利子率 そ のものは ,そ の国に対 して融

資される限界 (最高の利子率 の)借款 の利子率 よ り低ぃ値 とされるべ きではな

い。計算利子率 の適 当なレベルを決定する際 rc.こ のような一般原則をフォ ロ

ーする ことは重要 で あるし,ま た。た とえ低利 の開発資金が利用可能の場合 で

もそ うである。

計算利子率 とぃ つのは,し たが
(1)

つて ,あ る計 算 価格体系 の もとで,プ ロジ ェ
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ク トとい う形であらわれ る資金の需要 を供給につなげ るために,“ 市場で もつ

て成立 "す ると考え られ る価格 と把え ることができる。投資可能 な資金の供給

量が一定 であると仮定 して,も し。その資金に対す る有効需要が増加すれば

一 た とえば,プ ロジ エタ トの準備 の効率化が大幅 に計 られた結果・ 対象 プロ

ジェク トが増えれば一― 計算利子率 .つ ま り資本 に対 して付け られた価格 とい

うのは ,こ の需要の増 加に応 じて上昇せ ざるをえない。 同様に,計算価格が市

場価格 より低 〈セッ トされていればそれだけ,あ る水準 の計算利子率 で正 当と

認め られ る資本投資が増 えることにな り。また。有効需要の増加に対処す るに

は計算利子率 を上昇させ ること以外 に よつては不 可能 とい うことになる。未熟

練労働者 に対 して低 い シャ ドー賃金率 を用いることも,も し。それに よって労

働集約型 ,資本節約型へ とプロジエク トの設計変更が行 われないならば。まっ

た く同様 の影響を与え る ことになろ うし。ある一定 の資金供給量に対 して。 よ

り多 くの候補 プロジエク トが需要増 としてあらわれ る ことになる。 したがつて ,

計算利子率 とシャ ドー賃金率 の間には似た ような裏 の意味が あり。前者 を大幅

に変更することを考え る際には後者 についても考えねば な らない。その変更に

よる影響はすべて考察 しなければな らないが ,と くに新 しい状況お よびプロダ

ク ト0ミ ックスに対応 す る技術の変化 に対する影響 を重点的に検討せねばなら

ない。

(1)こ こで決定した計算不J子率というのは,プ ロジェクトのもたらす外部諸効果の絶対的価額

を考慮に入れたものではない。この “指針 "の中で取上げる外部諸効果というのは,すべて

のプロジェクトに付随する “一般化された外部性 "(“ generalized extern311-

tieS″ )と は異った,あ る個別プロジェクトの外部効果 (external effects)で

ある。 もし投資に伴った純外部性 (net externalities)が 正か負のものであるな

ら,それを考慮に入れた方法では,別の計算利子率 (お よび別の借入政策 )が導かれること

になろう。
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決 定 基 準

割引率がひとたび上 記の ことを踏まえて設定 され た らっもし危険の程度

(the degree of risk)が 受け入れ うる程度 の ものであれば。その割引率

水準 で正 の純現在価値 を もつプロジェタ トは,た だ ちに認め うるとい う単純な

原貝Jが導 かれる。 もつ と簡単化 して別の言い方をすれば ,内 部収益率 (Inte

にnal Rate of Lturn)が ,試験的な害」引率 あるいは計算利子率 を上回わ

るか ぎり。プロジェク トはすべて認め うるところ とな る。 しか し。 ここでい う

純現在価値 とい う概念は 。それ らプロジェク ト間の選択 をな しうるものである

し従 って この“指針 "の 中で好んで もちい られて もい る。理論的に もこれが優

れてい ることは別に して も,内 部収益率 より純現在価値の方が算 出 しやすいも

のである。

あるプロジェク トが計算価格 ペースで。かつ外部性 を考慮 に入れて,正 の純

現在価値 を もつとして も・ 収支 ベースで帳尻の合 わ ない もの となるような場合

はあるだろ う。 こうい つた場合は ,中央当局が収支 調整 を行 うべ きか否かを決

定 しなければならない。

相互に排他性の強い プ ロジェク ト

相互 に排他性の強い プ ロジェク トを二つ考慮せねば な らない状況では ,純現

在価値の大 きい方の プ ロジェク トを選択すべきで ある。 この場合 .プ ロジェタ

トが正 の純現在価値 を もつている とい うだけでは不充 分である。 とい うのは ,

もしそれだけだとっさ らに大 きな純現在価値をもっている別のプ ロジエク トを

実施す る可能性を否定 して しま うことになる。 この よ うな場合は珍 しい ことで

はない。 た とえば .プ ロジェク トを実施する正 しい タイミングを選ぶ とい う問

題は,こ の種 の問題 で ある。理想をいえば,プ ロジエク トの純現在価値 を算出

する際 には。そのスター トの時点をず らせた費用お よび便益の推定額を示す と

いった仮設 の異 つた ものをい くつか準備 すべ きである。そ して。それ らの うち

最 も純現在価値の大 きな ものを選択すべ きである。 この問題 は,た とえば,交

通量が現在の低い水準 か ら急速に成長す ると予想され る道路 を改 良する計画の
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策定 の際にあてはま る。道路の現時点での改良計画 は もちろん正の純現在価値

をもつ ものであるけれ ども,そ れをい 〈らか遅 らせ て改良に取組んだ方が。そ

の完成後の初期の段階 で,改 良された道路 の不完全利用 とい う事態 を避けるこ

とができるか らさ らに有益であるか もしれない。 もちろん プロジェク トの設計

計画 の問題 もこの段階 では入って くる。 ある特定 の需要 とか ,特定の投入物 の

みを用いるプロジェク トょり,種 々選択肢を もった プロジェク トの方が ,そ の

コス トは大 きいか もしれないが,そ の大 きな方の コス トが もしそのプロジェク

トが中央当局の推定す る値 とは異 った需要わ よび供給 をもつた現実の状況に対

応 し ,る な らば ,む しろ正当視 される場合 も生 じうるのである。原則的にい う

な ら.プ ロジェク トの純現在価値 の算出に際 しては ,予 想の不確実性 を考慮 に

入れて。需要む よび供給についてさまざまの仮設 に基づいて行 うべ きである。

選択肢 の多いプロジェタ トの設計には ,それが ない プロジェタ トよりも平均的

に よリコス トの多額 の ものとなって当然であるが ,後者は,中央当局の行つた

需要推定がそのまま実現 されては じめて収益性 の あるもの となるのである。 ま

た,プ ロジェク ト・ ァプレィザルの重要な特色 の一つは,あ るプロジェク トを

別 々に,あ るいは別 々の時点で実施 し ,る い くつかのプロジェク トにゎけて考

え ようとする点で ある。 もし,あ るプロジェク トを“とりあげ るべ きか否か "

とい う決定のみを行 うとい う扱いて,部分的に取上げた り,他 の部分 を切 った

り,あ るいはプロジェク トのフェイズゎけを行 わなかった りするな らば ,失敗

に帰す可能性が強い。

最 小 費・用 基 準

プロジェク トの便益が,充分に貨幣表示がで きない場合には,大 きな問題 が

生す る。社会的な分野 で典型的 な例は,公共保健 プロジェク ト・ 教育 プロジェ

ク トとか。一般 に生活環境的な快適 さをもた らす プロジェク ト等である。 この

社会的投資 タイプの プロジェク トの社会的費用 。便益分析の役害」とい うのは ,

所 期 の 目的達 成 のための最小費用方法を明確に しうるとい うことである。 さ

らに費用を論理的 に矛盾な く計 ることによって ,社会的費用 。便益分析が ある
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特定の 目的 をもった経済政策を立てる際 の考察に種 々の示唆 を与え うる ことで

ある。最終 的には,何 らかの選択が なされねばな らないが,その際 。それ以外

のプロジ ェタ トの費用分析 .評価を.同 じ論理ベースで行 うことが ,合理的な

政策決定 に とつて非常 に重要なことで ある。

ある目的 の もとで,そ の目的をある プ ロジェク トが最小の社会的費用 (the

minimum social cOst)で もつて達成 され うるな ら,プ ロジェタ トは とり

あげ うる ものである。 もちろん 目的そ の ものの明確な規定が最 も重要 な ことで

ある。 た とえば,病院の建設 とい うのは医療サー ビスを供与 しっ公共保健分野

での一般 目標に資す ることである。 したがって。この 目的の達成 のために,こ

の病院建設 が最 も経済的な方法であるか否かが問題 となる。 この問題 に充分な

解答が あっては じめて,ど のような病 院 を建設するのが よいか調査 を細分化 し

,る 。

したが つて ,目 的わ よびニーズを明確 に規定することが・ まず第一歩 となろ

当該分野 の 目的 と経済の他の分野の目的 とのかいだに論理的な矛盾が ないか ど

うかをチ ェックするため ,費用・ 便益 分析以外の技法 ももちい られ る。 この技

法の中には ,一般的な需給予演1,人 的 資源 開発計画 ,教育計画等が含 まれて く

る。

目的が明確 に規定された としても,最小費用を求める過程が.デー タが不足

しているために進め られないかもしれ ない。 ある場合 は ,あ るプロジェク トの

費用を同一 国内の似た ょ うなタイプで似 た ような地域 に存在する施設 の費用にっ

インフレー ションを加味 したもの と比較 することがで きるか もしれ ない。 これ

を行 うとすれば ,単位 当 り費用。つま 夕.ベ ッド当 り費用 ,学生場所 当 り費用.

マイル当 り道路費用等 を もちいるの も一法であろ う。 これ らについてそ の国の

統計がない場合は,国際統計をもちい必要に応 じて適当な調整 を加え ることが

必要か もしれない。 この比較法 (comparative apprOach)を 進 めていけ

ば,プ ロジェク トの費用の中に,普通 ではみ られない もの も出て 〈るか もしれ

ない。そ ういった際には ,次 の方法 を考 えねばならない。つま り,当初 の 目的

にかぇってその目的を達成する別の方法 (プ ロジェク ト)が ぁるか ど うかを考
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察す る ことである。 た とえば。 あるプロジェク トが高層建築 の病院建設だ とす

るな らば ,それ と同 じ施設お よび同 じ数のベ ッ ドをもつた施設 が一階建 ての病

院 をい くつか建てることによって 。より安価 に建設 しうるか ど うかを検討す る

ことが望ましい。 この後者の方法 を採 る有利な点は ,未 熟練労働 を雇用 し,る

機会 が増えることである。 もつ ともシャ ドー賃金率 を もちい ることができなけ

れば ,こ の結果 も必ず しも明確 に示 されるわけ ではない。 したがつて費用 。有

効性分析 (cost― effectiveness analysis)に おいては ,社会的価格づ

け技術 (social pricing techniques)が 重要になって くる。

この ようなアプローチを行 うこ とが意味 あらしめ られるか否 かは,最終 日標

達成 に必要な投資の性格 を規定す る初期の段階 に どう生かすか にかかっている。

た とえば ,あ る病院建設力す でにコミットされ ている場合では ,費 用最小化 の可

能性 は 自ず と制約された もの とな らざるをえない。 ある条件 の もとでは ,病院

建設 あるいは病院 の建物の建設 計画は =公共衛生分野の 目的達成の手段 として

は非常に高価な もので あるか も しれ ない。別の方法を もちいた方が,目 的 とす

る ところを,さ らに少 ない費用 で もつて達成 す ることがで きるか もしれない。

他 の分野同様 ,こ の分野 で も,フ ィー ジビリテ ィ報告書 の作成にあたる コン

サル タントに対 し充分なプリー フ ィングを行 うことが重要で ある。 もし。 この

プ リー フィングがなされなければ ,別の手段の費用を充分に検討する以前 に ,

技術 的 なアプローチのみにコ ミッ トを与えることになって しま う可能性が ある

Ⅳ  現 金 フ ロ ー 分 析

Ⅲ節 て論 じた決定基準で明 らか に したところは ,も しある投 資が.計算価格

ペー スて正の純現在価値をもってい るならば 。現実 の価格 ベー スでの収益性い

かん に関わ らず ,実施するのが国益 につなが る とい うことで ある。 しか しなが

ら,プ ロジェク トが あげる収益 で もつて負債 を年 々償却 し ,る か ,ま た プロジ

ェク トに対 して融資 している諸機 関が ,あ る一定の収益を受 け ることが可能か

ど うかを明 らかにす るため,現実 の市場価格 ベースでの ,プ ロジェク トの現金
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フロー分析を行わねばならない。

公共部門のプ ロジェク トに関 しても,現金 フ ロー分析は ,プ ロジェタ トを実

施 してい 〈上で ,収支計算に必要 であり,こ れ は プロジェク トの費用の見積 り

を行 つた際にもちいた計算価格が 。現実に支払 われる価格 とどの程度乖離 して

いるかによって左右 される。 この意味では,シ ャ ドー賃金率 に関して もさ らに

明確 な形で同 じこ とがいえる。

これ と同様の ことが,公共企業体の実施す る プロジェク トとか。私企業 に よ

る ものだが公共 部門か ら基金 を融資されている プロジェク トについて も。また

中央 当局によって認可され る必要が あるものに もあてはまる。社会的な費 用お

よび便益分析基準 の上に,投 資の現金 フロー分 析があれば もちろん望ま しい し

そ れは どの程度直接 .間接に補助金が必要か を明 らかに しうるもので もある。

ある場合には ,融資 の条件に然 るべき修正をカロえれば充分 な現金フローを確保

しうるし,ま た別の場合には 。何 らかの形での直接の補助金が必要 とされ よ つ。

プ ロジェタ トの収支 の上での補助金の多寡は国 家予算の大 きさに依存す る。そ

れ以上の議論は この種の補助金 を必要とす る プ ロジェク トの数いかんで ある。

補助金を与え る必要性が あることになれば .投 資の収支 管理上にも種 んの影

響が生 じうる。 とい うのは,補助金を供与す る仕方に よっては ,効率 的な管理

を行 うとい う目的 そのものが損 なわれる場合 もあり,る し。そ うしない よ うに,

調整 をカロえる必 要が生ずるか らである。 これ らは,公共政策上の重要問題 であ

るが .遺憾 なが らこの “、指針 "の扱 うところ で はない。以下 の諸節にか いては,

現 金 フロー分析 を進 めてい く上 での重要なス テ ップを明示 す ることに議論 をか

ぎることにす る。

まず最初のス テ ップは ,資 金源 を明解にす る ことである。 この資金源 には ,

外国政府による。利子率 ,償還条件を明 らか に した形の政府借款 ,銀行借款お

よび 公共部門 あ るいは私的部門か らの投下資 本 (equity capital)等 が あ

る。 前二者につ いては利子お よび償還条件につ いてそれぞれ独 自の取決 めを も

ち,投下資本 につぃては.企業か ら生ずる何 らかの利潤 を享受 している。 この

投下資本の利潤 については ,税 を考慮に入れ ねばならない し・ 税の価額 を推定
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する際には,減価償却 についての推定 を も行わねば な らない。

資金源 を明 らかに した後 に,第二 のステ ップとして行わればな らないのは ,

各年につ ぃての現金 フ ロー状況の予測 を行 うことで ある。 この予測は市場価格

ベースの現金 フロー分析 で あって。プ ロジェク トの費 用お よび収益 (costs

and revenues)を 完全 に収支分析の観点か ら考察 するもので ある。そ こで

は,プ ロジェク トその ものの収支分析 の上で関係ない と考え られる諸効果等に

ついては無視 してよい。 これまで述べ て きた社会的費用便益分析で用いた方法

論上の多 くのコメン トは ,こ こでの市場価格ベースの現金 フローに もあてはま

るものが あるが ,消 費者余剰 ,乗数効果・ 連鎖効果 とか ,外部的な費用お よび

便益等については考慮す る必要はなぃ。 この現金フローの流れは,コ ンスタン

ト・ プライスで示すか ,あ るいは市場価格で示すかいずれでもよいが,い ずれの

場合でも・ インフンー シ ョンについて注意深い予測 を行 うべ きであり,そ の予

測が正当 とみなされるよ うとりはか ら うべ きである。

第二のステ ップは ,各 資源に対 して償還お よび利子支 払いの予測 を行い。各

年についてその総計を示 さねばな らない。 もし,純現金 フローの流れが償還わ

よび利子支払計画に合わ ない ものであるな ら,流動性 問題 (Hquidity

problem)が生 じるで あ ろ う。一方 。 これ らの支払 い を済 ませた後 に も,正

のフローが存在 している な ら,プ ロジェク トは投下資本 ,あ るいは上部の監理

理事会が プ ロジェク トを担 当する機関に対 して配当を行 うことが可能である。

投下資本に対 しては内部収 益率 (inte rnal rate of return)を 算出すべ

きである (内 部収益率 とい うのは,プ ロジェタ トの純 現金 フローの純現在価値

を,ゼ ロその ものに引 き直す割引率 のことで ある)。 も し必要が あれば。この算

出の過程で ,投 下資本が不足 しているな らそれが充分 に供与されるべ く。また

収支管理上 の 目的が充分達成 されるべ 〈収支調整の必要性 を明示 して もよい。

資金の融資機構が適 切な ものであるか否かを,投 資の危険性に照 らして充分

考慮する必要がある。 (現 金 フロー)分析 は,期待収益 ベースで行い。各資源

別にこれ ら期待収益 と現実 との差が生す る ことの影響 を検討 してかかな 〈ては

な らない。 とくに もし流 動性問題が生ず るのを避け よ うとするなら,投下資本
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に対する借款 の割合は,危険性のあるプロジェク トにつぃては低 〈な らざるを

え ない。 この点 に関 しては感応度分析 (sensitivity analysis)お よび

危険分析 (risk analysis)を現金 フロー で示すことは有効であろ う。

危 険 .不 確 定 性 お よ び 感 応 度 分 析

一般原則

費用 。便益分析のどん なや り方でも.費 用 お よび便益の流れの中に入 つて 〈

る変数 の将来 の動 きを予浪1す ることが必要 で ある。 したが って危険 とか不確定

性 を考慮にス_れ ねばな らない し,こ の節の 目的は,こ の問題へのシステ ィマテ

イックなアプ ローチを行 う上 での諸要素 を明確 に定義することである。

期待費

計算の最終生 産物たる純現在価値は,期待 される結果に関 してあま り偏 らな

い 推定である ことが非常に重要なことである。 このためには プロジェタ トの ラ

イアを通 じて費用わ よび便益の流れの中に入 って くる諸要素につぃて偏 りのな

い 推定を行 ,必要がある。技術的には,変数 の期待値 とい うのは将来の各時点

での起 こりうる数値を,そ れ らが現実に実現 す る確率 をウェイ トした ものの総

和 として定義 され る。 ある財の将来の価格 を予演1す る際には,限定された ケー

ス につぃての経験 をベースに して“傾向値 "(“ trend value")を 示 し,

るような変数 の確率分布図を作成することが可能である。 しか し通常は ,期待

値 を得 ようとす る際。現実の数値がある“ もっ とも起 こりそ うな "中央値 の推

定値を上回るか下回るかのところで落着 く可 能性がぁり。これを判断 して数値

をえることが唯一 の方法 となろ う。 この手続 さの仮設 となつているのは ,起 こ

り ,る 数値は .中央値の推定値のまわ りに統 計的な意味でい う“正規分布 "

(normal distribution)の 状態になっているとい うことである。 しか し

他の場合では ,ぁ る方向への分布の広が りは か ぎられてぃる場合が明 らか にみ

られるか もしれ ない。それはた とぇば価格支 持制度が働 いている場合 で ある。
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この場合には統計的な正規 分布 の仮設は成 り立たないので ,期待値を偏 りな 〈

推定す るには注意が必要で ある。たとえば ,支持価格 を期待値 として もちいた

い気になるか もしれないが 。 これは合理的なものではない。

純現在価値の種 々の値 の確率 を推定す るとい う意味 で プ ロジェタ トの危険性

を査定するとい うことは,極度に複雑な作業である。 ある一つのアプロー チは

付録 Bに示 してある。 これ を行 うには,費 用お よび便益 の流れを構成する各変

数の相対的重要性を明確 に認識することが必要である。 また感応度分析は ,こ

れをシステマティックに行 う上 で助け となる。

予 備 費

上記の確率分析は しば しば不可能な場合があり。と くに資本費用を推定する

際にそ うである。 したが って ブロジェク トの資本費用 を推定する際には,別建

てで予備費 を加えてお 〈のが通常である。 ここで三種類 の予備費が考え られる

a.別建てでは計上 しえ ないが・ プロジェク トの設計者 が経験か ら,建設期

間中に生 じそ うだと考 え る費用をまかな つための予備 費。一括予備費 (a

lump― s ti_l COntinttency a1lowance)はこの よ うな場合にこま ごまとし

たものをかく―するためにもちいて よい。 しか し。これ らは予期 し,る もので

あつて費用の中に含めるべ きで この種の予備費が支出され ることはあらか じめ

分かる性質の もので ある。

b.建設期間中に生ず る予期されない費用をカバーす るための予備費。 た と

えば,建物の基礎 に何 か予期できな∽問題が生 した際 のそれ。 この種 の予

備費 とい うのは普通経 験 に基づいてそれが生ずる確率 9か よびもし生 じた

際の大 きさ等を推定 した ものである。充分 Ft検 討 した結果 ,見積 りが適正

と認め られれば,こ の予備 費はたとえ支 出されない と してもアプレィザル

の目的のためにはプ ロジェク トのコス トの一部 とみなすべ さである。

c.建設期間中に価格上昇 す るであろ う部分に対応す る予備費。

現実には,資本費用 とみ とめ られるものの総計の何 %か とい う形で示 された

.単一の予備 費の中には通常上記の aお よび bの二つの ものが含まれる。 これ
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変数間の相互依 存性

ある一項 目の変数値の変化 の もたらす影響 が ,そ の項 目の変化に基づいて再

計 算 を行 うだけ ではあらわれ ない ことが しば しばある。 とい うのは,変数 間に

相 互依存性が あるか らである。諸変数が同一 の方向に一緒 に動いた り逆の方向

に動 いたりす る傾 向はある。 この例は,産出物 の価格か よび量が逆の方向に動

いた り,労働 の価格が上昇す ることが・ 他 の労働集約型の投入物の価格上 昇を

背景 としている こと等である。 これ らの相互 関係は,や や機械的なあるぃは技

術的 なものもあるが。また非常 に一般的な要素 と結びつい ている場合 もある。

経 営の質 とい う問題 は.“ すべ てをllF調 にはこばせる'が "すべてをまず くす る "

主 因でもある。 稼動能力をど う仮 定するか。ま た予備費 を ど う計上するか とい

うよ うな問題は ,経営の重要性 を示す単的な例 で もあろ う。 プロジェク ト 0ア

プレィザルでは変数間の相互 依存性の主要な ものを示 し ,る よう意図すべ きで

ある し,純現在価 値に対するそれ らの影響をで きるかぎり計量化 して示すべ き

て ある。 と〈に経営 に関 して“適度に楽観的 "な 場合 と
″
適度に悲観的 "な 場

合 との双方の影響 を,それが重要 な問題である場合は明示 してか くべ きで ある

ここでい う諸 ケー スにつぃて。その意図は起 こ りうる結果 の 3/5を カバー し,

る範 囲を明示 してお こうとい うものである。

諸影響の対称性 の欠除

変数の数値 をそ の期待値 (平均値)の両サ イ ドに動かす ことに よって,純現

在価値がまった くかわらないか ,逆の便益を うけた り,減 じられる結果 になる

ことがありうる。 しか し,変数値の分布は期待 値 の周辺 で対称的になってぃな

い場合があり,純現在価値の計算 に入って くる変数値は,対称的な影響 を与え

ない場合 もある。 また別のケー スでは.(平 均 値 の)両 方の側か らとった数値

は純現在価値に対 してまった く逆 の影響を及ぼ すか もしれない。たとえば ,港

湾 の係留施設に関す る需要量が ,そ の最適水準 を上回つていた り下回っている

場合 は,混雑 とか遅滞することの費用がかか った り。過剰能 力の費用がかか っ

た りする。つま り最適需要 と期待需要 との関係 が調査され るべ きで,充分 なる
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設計の行われたプロジェク トにかいては これは一致 してい るはずの もの とはい

うものの,現実 には必ず しもそ うとはか ぎらない。 この例でいえば .需要 に関

する分布が非対称であるな ら,期待費用わ よび便益に基 づいて算出 した真 の純

現在価値 を.期待需要に基 づいて算出 した純現在価値 が上 回ることにな るだろ

う。費用お よび便益に関 して非対称的な分布が存在 してい る場合には ,“ 切 り

取 った
″
地点は もちろん 。分布の平均値 か らはかって等 距離ではありえ ないが,

それても純現在価値の変化 を見るためには必要である。

設計の柔軟性

プロジェク トの設計の仕 方いかんで,変数間の相互依 存性がな 〈な りもする

し生 じもす る。 また純現在価値の期待値 の周辺で対称性 がな 〈なった りす るの

も設計いかん に よる。 プ ロジェク トの設 計 の柔軟性 を増 す ことが純現在価値の

期待値を上昇 させる重要 な方策である。 厳密 にい うな ら。設計を改良す るとい

うのは・ プロジェク トが生 まれた最初 の段階 で行 う社 会 的費用便益分析 と同 じ

原則をもちいて“別のプ ロジェタ トを比較検討する "段階 (“ study of aト

termtives″ stage)の 問題である。 あるプロジェク トにどの程度柔軟性が

あるのかは ,そ のプロジェク トを説明す る際の主要要素 である。損失 の危険性

を避けた り。中央当局 の期待を上回る収 益 をあげるため の機会をとらえた りす

る戦略を考 え ,見 出す こ とは重要なことで ある。 もし,プ ロジェタ トの投入物

とか産出物 を変更するための戦略があるな らば。あるいは .プ ロジェタ トに多

少の修正 を加えるだけで .予期 しない需 要 を喚起 し。 より低ぃコス トで これが

達成され る とい うのな ら.プ ロジェク トの純現在価値 の期待値は。 これ らの可

能性がない場合 よりは るかに高いもの となろ う。

危険性 の縮小

感応度分析を行 うことに よつて危険性 のあることは 明確に示され 9る し。ま

た全体的 な危険性を減 じ うるように方策 を講ずることは一般的にい って有益な

ことである。 と〈にその 中に,と つてい受け入れ られ ない l‐aど の危険が含 まれ
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を cの建設期間 中の価格上昇 に対応する もの と区別 してお くことが重要で あれ

すべ ての費用が コンスタン ト●プライスで示 されているな ら.価格上昇 に よる

予備費 とい うのは .プ ロジェク トの投入物 .産出物の価格が インフレー シ ョン

に よって相対的 に変化 しないか ぎ夕.経済的 アプレイザルの段階 でつけ加え る

必要 はない。 コンスタン ト●プライスでの費 用 を明確に しょうとすれば ,し た

が つて。価格上昇のための予備費が各費 目の費用の中に含 め られてぃるのか 。

あるいは価格上昇 用 として別 に予備費が計上 されているのか ど うかを明確 にす

る必要がある。

価格上昇は もちろんプロジェタ トの現金 フ ローに対 して も影響 を及ぼす。 し

たがってこのために もっ建設期間中お よび建 設後の両方について価格上昇の推

定 を注意 して行 う必要がある し。また大ていの場合には輸入物資の価格 に影響

を与える諸要素 と現地の労働 賃金 ,資材 に対 して影響を与え る諸要素 とを区別

して考えることが必要である。 現金 フロー計算の際に価格上昇が充分に見 込 ま

れ てぃるか ざり,各費 目の費用算出にこれが含 まれてい よぅといまぃとっ ある

いは価格上昇分 として予備費 を計上 してぃ よ りがいまいが問題 ではない。

経  営

プロジェク トを成功に導 くために,し っか りした経営が最 も重要なことであ

るとい うことに常 に留意 してお くべ きである。 経営いかん では ,投 入物に対 し

て支払 う価格 .産出物に対す る価格が上下す るばか りでな く,プ ロジェク トの

産 出物の品質 ,労働 お よび機械 の稼動状況 に も影響を及ぼす。

感 応 度 分 析

感 応度分析の中では,仮設 としてもちいた変数の起 こりそ うな変化が及ぼ す

純現在価値に対 す る影響を考慮 しなければ な らない。その 目的は。

a.プ ロジェタ トの性格お よび機能をよりよ 〈理解させ ること。

b.プ ロジェク トの設計 を改 良させ。純現在 価値の期待値 を上昇させること。

c。 警告を与 え ,そ れを実施 することに よって危険を減少 させ ること。
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独 立 変 数

プロジェク トの多 くの ものは,純現在価値が,そ の中の主 な変数の値 を一つ

かえることに よつてどの よ うに変化するかを機械的に算 出 してみ るのが適切な

場合が多い。 この変数の数値 を変える際には,それぞれ の変数 について・適度に

楽じt的な 数値わよび通度に悲観的な数値について行うべきであり,こ の数値を具体的 に

どの ように きめるかといえ ば .各変数 の確率分布の数 値 か ら,分布の双端 に

(分布の “
 ″に)変数 の数値の 20%が 残 るように中央 を切 り取 り,こ の切

夕取った地点の数値を感応 度分析にもちいる代替数値 とす る。 こ うする ことの

目的は ,さ ま ざまの変数 値 に対 して純現在価値の値が ど う変化するか を調べ る

ことである。 明 らかにこの結果は,(純 現在価値の)算 出の過程で。その変数

が どの程度重要 な役割を果 た しているか (つ ま り,主 要産出物の価格で あるか。

重要でない産 出物のそれか),あ るいは変数の数値の広 が り方等によつて大 き

〈異る。

多 〈の場合 は純現在価値 の算出過程 をみれば,重要 な変数であるか否かの判

断はつ きうるが ,場合に よつては,各項 目について変数 値 をかえる ことの影響

を何度か試験 してみな 〈て はならない場 合 もある。 ある項 目の重要性 が必ず し

もす ぐ分か るわけてはない。費用か よび便益 にもた らす時間的な変化 の影響 ,

と〈にプ ロジェク トの完成 を早めた り遅 らせた りす る ことのそれを考慮 してお

かな 〈てはな らない。原 則的 には,あ る国にわける資本 の機会費用 は知 られて

いるとはい うものの現実 には ,こ の数値 を選択するには かなりの不確定性がつ

きまとうし,あ る選択 した割引率の数値 の上下 1%の数 値 についてそれ らの影

響 を調べ る ことが望ま しい。

い 〈つかの変数につい て これを行 うべ きかは判断の問題 であるが ,プ ロジェ

タ トの危険性 を全体にわか らしめるだけ の数 の変数 につ ぃては行 うべ きであろ

う。 また便益 の価値 を数値 として正確 に示 しえない .ま たそれが難 しい場合は,

た とえば .消 費者余剰お よび外部性等の場合は,そ の便益の重要性 を (相 対的

に)査定す ることに特に意 を払わねばな らない。
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て ぃ る場合は と 〈にそ うである。設計に柔軟性 を加えることも一つの方法であ

るが っそれ以外 の方法 もある。 市場調査や技術 的 フィージ ビ リティ調査 をさ ら

に詳 しく行 うことも.重要な変数 につぃての変数幅を狭 〈す る ことになるか も

しれない。また長期契約をすれ ば ,投入物お よび産出物についての危険 を減少

させ ることになろ う。予期で きない建設費用のための予備費 をはずす ことも.

危険 を費用に転換す る一部とな りえ よう。経営が危険の重要 な要素であるとい

うな ら,プ ロジエタ トの設計 を変更 して。経営上の専門知識 が あま り必要でな

い形 に変えることもできる。 あるいはプロジェク トに付随 して特別に熟練 した

経 営 が必要だ とい うならそ うい ったアレンジを行 うこと一一 つ ま り・ 技術援助

とか 。関連分野 で経験の深い民 間私企業 と連携 す ること一― が可能であろ う。

これ らの選択 はそれぞれ通常 は .危険性 を縮小 させることの便益分 を ウェイ ト

した費用が (余計 に)か かるこ とになる。感 応度分析は ,こ れ らの危険性 を減

少 させるに最 も価値のある分野 は どこかを明示 しうるもので ある。

危 険 分 析

感 応度分析 とい うのは.費 用便益の流れの中に入つて くる諸項 目の相対的重

要性 をできるか ぎり明示 し。また検証する技術 である。それ は,どん な ものに

せ よ費用便益分析の基本的な要 素 であると考え られるべ さで ある。 ここで述べ

た 諸考祭以外 に もっ費用・ 便益 分析の中で。ある要素を詳 細 に検討す ることの

有 用 さを示 して もいる。た とえ ば,純現在価値 を構成する上 であま り重要でな

い項 目に対 して非常に正確 な数 値を与え る よう努 力 して もあま り意味 のない こ

と が示されてい る。

すでに述べた ように感応度分析はプロジエタ トの危険性 を明確にす る第一歩

で ある。それ 自体は,危険が負担 し,る ものか どうかにつ いて正確な指針を必

ず しも与える ものではない。 しか し,感 応度分析によって危 険わ よび不確定性

が どんなに重要 な ものであるかが明確に示 され ,そ の結果 意志決定が明瞭 にな

り うる。た とえは ,起 こりうる最悪の仮定 を組合わせて もプ ロジェク トは充分

な純現在価値 を もつている場 合 だつてあ りうる。 しか し, とくに大規模 なプロ

ー131-



ジェク トの場合には,解 答がなかなか簡単明瞭にはできない場合がぁる。 した

がつてまず 。さらに詳 しぃ危険分析を行い。危険についての然るべ き指標を与

えておいてか ら,つ ぎにその危険の度合いに応じた負担可能性を検証すること

が望ましぃ。 このための分析は複雑な ものであるし,簡単なルールを示すこと

も不可能である。理論的な骨子は,付録 の Bに 示してあり.個 々のケースにそ

のルールをあてはめることにぃくらかの助けとなるか もしれない。
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説解語用

計 算 利 子 率

(Accounting Rate

of lnterest :

ARI)

計 算 価 格

(AccOunting

Prlces)

ア プ レ ィ ザ ル

(Apprai sal)

現 金  フ ロ ー

(Cash F10w)

割引率。資本 の機会費用。 プロジェク トの純現在

価値を算出す るために.プ ロジェタ トの年 々の費

用お よび便益 を31j引 く率。

財わ よびサー ビスの社会的価値。財お よびサー ビ

スの機会費用。 しば しば シ ャー ドプライス

(Shadow Price)と もい われる。

プロジェク トが実施され る以前のプロジェク トの

検証 (“ 事前 ":“ ex― ante"の それ)(下 記

のイヴァ リュエー ションも参 照)

プロジェク トに直接付随す る (つ ま り経済全体に

対するものでは な く)現実 の市場価格 (計算価格

ではな 〈)ペースで計 った プ ロジェタ トの費用わ

よび便益。通常 .プ ロジェク トに付随す る諸利子

に対する貸幣収益 の推定額 わ よび収支管理上の調

整が どの程度必要か,その推定額を含む。

Carriage(運 送費). Insurance(保 険 )

and Freight(輸送費)。 これ らの諸 費 用 を含

ん だ財 (お よび サー ビス)の 輸 入価格。

F
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変 換 要 素

(ConVersi on

Factor)

害J     引     率

(Discount Rate)

イ ヴァ リュ エ ー シ ョン

(Evaluati On)

外   部    性

(Externalities)

F  O

連   鎖

(Linkage)

非貿易財 (下記参照)を世界市場 におけ る価格 で

表示するための簡便法。本当の計算価格 (外貨て

表示 した世界市 場 にかける価格・ 価値)の ,国内

市場にかけ る価格(通常消費税および 購入税 を差引

いた もの)に 対す る割合い。 ある単一の財 につい

て算出するこ ともできるが ,部門別。あるい は全

体について も算 出 しうる (こ の最後の全体 につい

ての変換要素 は .シ ャドー外貨換算率の逆数 とな

る)。

(上 記計算 割 引率 参照)

プロジェク トが実施された後のプロジエク トの検

証 (“ 事後 ":ex― postの それ)

当該 プロジ エタ トの実施 に伴 つてあらわれ る経済

(社 会)に とつての純費用お よび便益。 プ ロジエ

ク トの投入物 .産出物そ の ものの価格 とか量 とは

別のもの。

Free on BOard.財 (お よびサー ビス)の発送

地点 (国境 ..港 ,空港)ま での輸送費込 み の輸出

価格 (上 記 CIF参 照)

“前方 "連 鎖効果 (“ forWard"linkage ef¨

feCt3)は .プ ロジエク トの産出物を使 った り加

工 した りす る “産業
″
に対 する“外部性 "
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乗    数

(Multipliers)

非貿易財 お よびサービス

(Non― Tradable

Goods and

Services)

機 会 費 用

(OppOrtuni ty Cost)

感 応 度 分 析

(SenSitiVity
Analysis)

(externalities:上記参照)“ 後 方 "連鎖

効果 (“ backvard"linkage effects)は プ

ロジェタ トに対する投入物 を供給す る・ 産業 "に

対 する“外部効果 "(external effects)。

プロジェタ トに対する支 出が行われ る ことによっ

て .経済 の中の過剰能力 (surplus capacity)

が追加消費 に よって刺激 され 。その結果創出され

る短期的所得増加の形であ らわれる外部性 (上記

参照)。

輸 出入の対象 とならない財 お よびサー ビス。また

そ の国が貿易の可能性を充分考慮 した (つ ま り。

そ の国の長期的比較優位 を考慮 した)政策 をとつ

た としても輸 出入の対象 とな らない財 お よびサー

ビスでも.一時的に過剰供給 の状態 になっている

際 には非 貿 易 財 と し て 扱 ,(下 記貿 易財 も参

照 )。

財 お よびサー ビスを最 も有効 にもちいた際の社会

に とっての価値 (上記計算価格参照)。

プ ロジェク トの純現在価値 が .費用・ 便益分析に

わけ る変数 の数 値の変化 に応 じ.値 をかえるプロ

セス (付録 B参照)。

(上記計算価格 参照)シ ャ ドー プ ラ イ ス
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潜 在 賃 金 率

(Shadow Wage Rate)

貿易財およびサービス

(Tradable Goods
and Services)

労働の計算価格。労働を雇用することの社会に対

する費用。通常市場賃金率 の分数として示 される。

(上記非貿易財およびサー ビス参照)輸出入の対

象となる財 お よびサー ビス。 もし国が貿易の可能

性 (つ まりその国の長期的比較優位)を充分考慮

した政策を とるならば輸出入 の対象となったであ

ろう国内生産物 も含む。
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付録 A 変 換 要 素

変換要素 (conversion f actOrs)と い うのは ,あ る財 あるいはサー ビス

(あ るいはそれ らの グループ)の 現実の市場価格 を計算価格 にかえるための簡

便法で あ り,あ る財 あるいは財のグループの計算価 格 の。それ ら財の国内市場

価格 (間接諸税を差引 いたもの)に対する比率で もある。変換要素は.各 プロ

ジェタ トにつぃて個別 に計算価格 を算 出するかわ りに ,然 るべ き財について ,

然るべ き間隔をかいて算 出 したもので,すべてのプ ロジェク トに適用 しうるとい

ク意味 で簡便法でもある。

変換 要素は完全性 の圧合い。総合性 の度合い等 に応 じて算出され うるもので

ある。 したがつてこの ことを充分わ きまえてプロジ エタ トの投入物・ 産出物に

対 し適用 しなければな らない。感応度分析では,こ の総合度が プ ロジエク トの

純現在価値 の大きさに対 し重大な影響 を及ぼ し,る ものであるか らっなわさ ら

そ うで ある。

変換要素 の総合性 に関 していえば .部門ごとに算 出するか (農 業生産物 とか

都市労働者の消費水準 のそれ). 非 貿 易 財 お よ び サー ビス の各個につい

て算出す るか (た とえば .電力.輸送 .行政能力等 のそれ)あ るいは。経済全

体について算出するか (標準変換要素 :the standard ConversiOn fac―

tor)で ある。

計算 の完全さのレベルは.時間.情報。技術に依 存 する。最 も粗い ンベルで

は,標準変換要素があ り。 これは “シャ ドー外貨換算率 '(“ Shadow fore―

ign fxchange r,ate″ )を 算出す る際のフアク ターの 逆 数 で あ り,貿

易 財 お よび サー ビスの国 内価格 (販 売税・ 消費税 わ よびその他 の間接諸税を

ぬぃた もの)が どの程度世界市場にお ける価格を上 回 つているか の程度を示 し

ている。 間接話税を排 除 す ることが現実にてさない場 合には,変換 要素は大 き

な1直 となる。標準変換要素は,あ る代表的な財につ い ての世界市場 における価

格 と国内市場 にかけるそ れ を比較す る ことにより算 出 され うるが ,そ の際.そ
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の財の品質が比較に な り ,る 程度 の ものでなけれは ならない し (そ の差は掛酌

しうるが)ま た算出 した平均値が。感 度のよい (sensible)も のでな 〈ては

な らない (つ まり。そ の国の生産物の中で,高 い比率 を占める財」・・ よびサー ビ

スについては ウェイ トが高 く.小 さな比率のそれ には低ぃ ウェイ トを与えるよ

うなものでな〈ては な らなぃ)。 ある国にとっての標準変換要素 の値が示すと

ころは ,上記以外にっ保護措置の有効水準を示すものであり,適正 に算出された

もので あるなら,本来政府が算出すべ きシャドー 外貨換算率 で もある。

部門別産出物につ いても変換要素 を算出 しうる。 もしこの 産 出 物 が , 貿

易財か らなつている ものならば,標準変換要素算 出の際と同様の手続 きをもち

ぃれば よい。ただ この場合は,経済全体を代表す る財 を選ぶのではな 〈,部門

を代表す るそれをサ ンプルとして もちいるべ きで ある。

ある部門の産 出 物 が 非 貿 易 の ものであった り,あ る個別 の財お よびサー

ビス (た とえば電力 とか輸送)に ついて変換要素 を算出 しなければならない場

合 には ,問題はさ らに複雑なものになるが,一般的に 2つ のアプローチがある

第一 の方法は,そ の部門の代表的 な財 (ぁ る い は あ る個 511の 財 )を 貿 易

分 と労働成分に分書」し (こ の方法は 1節 において 非 貿 易 財 の 価 額 化 の際に

すすめた もの),こ れ らの成分 を世 界市場にかけ るFO BFnt格 (輸 出品の場合)

か CIF価 格 (輸入 品の場合)あ るいはシャ ドー賃金率 で もつて価額化する。

これ を行 つた後にあ る財の,あ るいは部門の変換要素 と し て , 非 貿 易 財 の

国内市場価格 と対比 させる。

非 貿 易 の産 出物 が圧倒的 に多い部門の (あ る い は 非 貿 易 財 の個別の)

変換要素 を算出す る第二の方法 とい うのは,投入産出行列 (産業連関表)を も

ちい る方法である。 この行列が利用可能であった り,あ るいは生産統計があっ

て この行列表を作成 することが できる場合は。 この行列か ら,経済の中の投入

物 ,産 出物 の う ち の 非 貿 易 の主 なものにつぃて変換要素 を算出することは

可能で ある。

二つの行列表 を作成する必要が ある。すなわ ち,ど の部門か らどの部門へ投

入物 が どの くらい流 れ,産出物が でてい 〈のか を,主 な 非 貿 易 財 お よび サ
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― ビスにつぃ て示すA― 行列 と,A行 列 で示 される主 な 非 費 易 財 お よび

サー ビスに対 す る直接の投入物 を表わす B― 行列である。 この B― 行列表は

貿 易財 .労働 (で きれば熟練 ,未 熟練 のサプ 。カテゴ リーに分割 した もの)

お よびその他 (こ こには。税等が含まれ る)の 直接投 入物か らなってい る。

非 貿 易財 お よ び サー ビスに対する間接 的 な投入物 を見 出すために。まず各

行 を対角エ レメン トで割 り (対角エレメン トを 1に す る)A― 行列お よび B一

行列を)“ ノー マライズ "(“ normalize″ )す る。 つ ぎにA―行列 の逆行

列 を求める。 この逆行列 を B― 行列に乗 じる。 この手続 きは常にコン ピュー タ

ーが行い。投 入一産出分析 で もちいる数字 をはんの少 し変形させた ものにす ぎ

ない。

このように してできたc― 行列表は,直接 わ よび間 接 の 貿 易財 っ労働卦

よ びその他の投 入物を示 した ものである。変換要素は。 し́ た が っ て 貿 易 財

エ レメン トお よびシャ ドー賃金率 でもって適 当に調整された労働 エレメン トの

二 つか らなる。

この (行列 を使 った)一般的な方法 とい つのはあまり広 〈行われてぃない

(こ こに示 した ものは,Nuffield c011egeに おけるOxfordの M.F.G.
Scott氏 の労作 に よるものが大 きぃ)が ,も しデータが存在 していた り,あ
るいは作成する ことができる とぃ うなら,こ の付録 の中で説 明 した もの より。

は るかに使ぃや す 〈。また総合度の低ぃ (つ ま り誤差の少 ない)変換要素 とな

り ,る 。変換要素 を算出 しなかさねばならない頻度は,ど の程度早 〈経済構造

が変化するかに依存する。

付録 B 危険性 の査定のための アプローチ

この付録 Bの 目的 とするところは,危険分析 を行 う際の諸問題 のい 〈つか に

ついて一般論的に紹介することである。従来い ゎれてきた諸 方法は・ 危険 につ

いて主観的に推定 す るや り方で あり,ま た しば しば,非常 に長 った らしい計算

が必要であったけれ ども.過去 20年間にみ られ た害」引 き手法 をもちいる際の
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誤 りとい うのは .政策決定 を実施する人 々に,あ る単一 の純現在価値が確実 に

実現されるものであるとい う誤 つた印象を与えていたことに も原因がある。 た

とえ非常に粗いや り方で行われたとして も.危険分析は政策決定を首尾 よく実

施する上で重要 な ことである。 とい うのは。 (危険)分析 を行 う人を して。そ

の人の数字の もつ重要な意味 をその人 自身が どう考えてい るのかを明 らかにさ

せ ることになるか らである。

危険分析 には ,二つの重要 なステップが ある。一つは危 険 の度合いを計算す

る ことであり。今一つは.諸 プロジェク トの危険性をベー スにしてプロジエタ

ト間の選択 を行い うるルー ル と手続 きを策定することで ある。

危険の尺度

具体的に危険の度合いを算 出する前 に。理論的な背景 について少 しふれ てお

くことが必要 である。 ある投 資を実際に行 うことの結果は ,起 こりうるさまざ

まな純現在価値 のそれぞれ に確率 (通常単 なる推量 とあま りかわ らないが)を

付 した ものの レインジ (range)で もつて示され うる。投資決定を行 うとい う

ことは,純現在価値の確率 分布をベースに して,種 々の プロジエク トの間の選

択を行 うことである。 この際 .も ちろん単一のプロジエク トを選択することと

か。特別のケースとして危 険のまった くない限界プロジ ェク トヘの投資決定 も

含まれる。その分布の中での期待値 を考慮 して,最善 の選択を行 つための基準

が必要である。危険 とい うのは確率分布 の ある側面 と も定義 し,る (つ ま り.

危険は分散 とも定義 しうる し,純現在価値が負 となる確率 とも,ま た負の純現

在価値の期待値 とも定義 し うる)。 危険 の定義にはさ ま ざまの ものが あり,単

一の定義 ではすべての了解 が得 られる とは思えない。

純現在価値の確率分布の計算

しか しここでは危険 を定義する。 とい うのは・ 純現 在価値の確率分布 を計算

することが必要だか らで ある。 ご〈簡単な夕1の 場合 に のみ●筆算が可能 であれ

しか しここで筆算の例 を示 し。さ らに複雑な計算技術 についての理解 を深 めて
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もらいたい。

まず第一 のステップは っ費用 0便益分析の中に あらわれるキー 。アイテム

(key item)を 決定す ることである。 これは感応度分析の際 に も行われた。

キー ●アイテムとい うのは純現在価値 に影響す るところの大 きい ものである。

つまり・ 道路 プロジェタ トをアプレイズする際に.大型車輛が将来の交通量の

中で
か を占めるか ,な のかは大 して純現在価値 に対 して影響 を及ぼさな

ぃであろ う。が .交通量 の成長率が 10¢ の場合の純現在価値は . 12%の 時

の純現在価値 と大 きく異 った ものとなる。 この場合 .交通量の成長率が ,キ ー

●アイテ ムとなる。

キー 0ア イテムが判別 されたら。そ れ らのアイテ ムについて起 こりそ うな数

値をひろぃ上げ る。 キー・ アイテムのそれぞれの数値 について確率 を付すべ き

である。 ただ これは推測 の域 を出ないか もしれないが。例 として費用 (Y)が

完全 に今年度 に支出され .便益 (X)が 完全に来年度 (年 1)に 発生 し.割 引

要素が 0.5と い う非常 に簡 単なプロジェク トを仮定 しよう。 この場合の純現在

価値 Vは  V=0.5X― Yで ある。

Xお よびYの起 こり ,る 数値。わ よびその確率 は以下 の通 りである。

便 益 (X)  確 率

$  9M 0.2

$10M    O.5

$1lM    O.3

1.0

費 用 (Y) 確 率

S 3M    O.3

$ 4M    O.4

$ 5M 0.2

1.0

起 こり ,る 純現在価値 の分布 (レ インジ)は ,Xか よびYに ついての起 こり

そ うな数値 を純現在価値 を表わす式 (V=0.5X一 Y)に 挿入すれば得 られ る

Xと Yの値 をそれぞれ組合 わせることに よつて。それぞれ純現在価格 の値が出

る。それぞれの純現在価値 の生ずる確率 は,Xわ よびYのそれぞれの値につい

ている確率 を乗ずることに よって得 られ る。すべ ての確率 を示せば次のように

なる。
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1.00

この表 より明 らかなように純現在価値の値 は マイナス $0.5Mか らプラス $

2.5Mま で分布 している。 しか しこの表は も ,少 し簡単 な形で表わ し ,る。純

現在価値 $1.5Mと ぃ うのはXと Yの 2組の組合ゎせに よって実現され る。

(X=$9M・ Y=S3M)と い う組合わせ と,(X=SllM.Y=$4M)

とい う両方の組合 わせが純現在価値 Sl.5Mが 実現され る。純現在価値 $1.5

Mが生 じる確率 は 。 したが って。この結果が生 じうるすべての確率 の和 であ り。

0.06+0.12=0.18で ある。 次に掲げ る表 では。以前 の表 を簡単化 した もの

で ある。

起こりうる純現在価値

(05)0 9-3=$1.5M

(05)・  9-4=$1.OM

(0.5)・  9-5=$0.5M

(0.5)。 lo-3=$2.OM

(0.5)。 10-4=$1.OM

(0.5)・ lo-5= 0

(0.5)・ 11-3=S2.5M

(0.5)。 11-4=$1.5M

(0.5)。 11-5=$0.5M

純現在価値

―SO.5M
SO M
SO.5M
Sl.OM
$1.5M
$2.OM
S2.5M

確  率

0.2× 0.3==0.06

0.2XO.4==0.08

0.2× 0.3==0.06

0.5× 0.3=015

0.5× 0.4=0.20

0.5XO.3=0.15

0.3× 0.3E=0.09

0.3XO.4=0.12

0.3XO.31=0.09

確  率

0.06

0.15

017

0.20

0.18

0.15

0.09

1.00
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この表には投資決定 に必要なデー タがそろえ られてぃる。 つま り起 こりうる

純現在価値 の数値 とその確率である。前に述べた危険の度合 い とぃ うのは,こ

の表か ら容易に算出 し ,る。純現在価値の分散は次 の式で算 出 される。

分散=ギ (Vi― v)2.P(vi)
1

ただ し.Vi:起 こりうる純現在価値の i番 目のもの

V:純 現在価値の期待値 (平 均値 )

P:(Vi):Viの 起 る確率

われわれの仮定 に基づけば・ 分散 は 0.7225と な る。

このデー タの他の側面 にも気づ くべ きである。

(|)純現在価値の期待値 (V)=ギ ViP(vi)=$1,05M
1

GD 負の純現在価値の確率=Σ  P(Vi)=0.06
Vi<0

0)負 の純現在価値の期待値

】 ViP(Vi)
Vi<0          0.5× 006

=― ―‐一―‐一― ―一― =― ……… _…… =― $o.5M
vi::。   P  (Vi)    

。.06

純 現在価値 の分布 は不連続 で あるか ら。 この統 計 に対 し簡 単 な修正 を加 えて
(1)

連続 にす る。

(1)こ の修正は統計上の技術としてよく行われ,不連続分布 と,連続正規分布の間の比較を可

能にする。上記 (1)の場合,P(Viく 0)に P(Vi=0)の
告 を加えて修正する。

つま り修正された値は 0.o6+:(0,15)=0.135と なる。 (m)の場合は,P(vi=0)
の き

を分子に加え,分母を負の納現在価値の起こりうる連続確率に修正する この結果えら

れる負の純現在価値の期待値は一$o.36Mと なる。
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多 〈の場合 ,キ ー 。アイテム (key item)は 2つ以上 にな り,そ のそれぞ

れは通常 3つ以上の起 こり ,る 数値 をもつ。た とえば .も し 3つ のキー 。アイ

テムが あ り。そのそれぞれが 10の 起 こりうる数値 をもつてい るとするな ら.

起 こり うる純現在価値 の数は 103=1,000と なる。 この ような場合 .計算

の手間は大変なもので・ コンピュー ターが必要になる。

純現在価値の起 こり ,る数値の数が多い場合は .コ ンピュー ターは,そ れ ら

純現在価値 のすべ てについて完全 なる確率函数 を算 出するようにす るか。すべ

ての確率 の中か ら.標本 をひろいあげ。 (た とえば “モンテ ●カル ロ "方式

いんnte Car10 method)に よる“ シュミンー シ ョン技法
″ (simulation

technique)を もちいて)。 標本 の確率函数が .真の確率函数の “充分なる
″

(“ goOd")推 定面数 でありうるよ うもちいるべ きてある。 (こ れ らを充分に

議論 しつ 〈すには ,参考文献 の項 を参照 された し )。

上に述べた起 こりうる純現在価値の分布を算 出す る原則は・ 簡略化 した もの

にす ぎない。 とい うのは,そ こではすべての変数が独立の もの と仮定 してお り,

変数 間に相 関性はない。 しか し現実 には,あ る変数 の動 きと他の変数の動 きは

相関性 のあるもので ある。価格 と量は相関があり。経営手腕の質 は同時に多 く

の変数 に対 して影響 を及ぼす。い (つ かの重要な変数 の間の相互依存性が・ プ

ロジェタ トにとって非常に重要 なもの とな りうる。 アプレイザー Ftと ってここ

で問題 となるのは ,前 に述べた確率計算は,単 に ある便益の確率 とある費用の

確率 の積 ではあ りえず。それに加えて ,こ の相互依存性 に対す る修正 を加えた

ものでなければな らない とい うことである。現実 には この修正 をどう行 うかに

ついて一般ルールが あるか どうか明 らかではないが .簡単なケースでは.総合

確率 ともい うべ きもの (joint probabi H ty)を 推測するの もよい。 しか し

変数が独 立である (つ ま り変数間に相 関性や相互 依存性の影響がない)と 仮定

することに よつて ,純現在価値の分布の分散 を過小 に評価す ることになりが ち

である。 このため ,変数 の独立を仮定 して算出 した結果は ,危険に関 して .楽

観的 な ものとみ なさなければ な らない。
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決定ルール

これ らの計算の 目的 とするところは一つ __純現在価値の確率 分布函数 の算

出 一― である。今 ここで問題 となるのは,危険 の査定のために この面数 をいか

に もちいるのか とぃ ぅことである。 公共部門 の政策決定者 (decision mak―

ers)が .危険をすべて避けたい と考えてぃ るか否かをまず きめな くてはな ら

なぃ。 つま り。た とえばっあるプ ロジェク トの損失 を他のそれ の収益で もつて

相 殺 す るとい う理 由で ,あ る特殊 な プロジェク トーー‐_そ れが。その国の投 資計

画 の中で大 きな比重を占めてぃる場合は 一― の危険性にのみ関心 をいだ くべ き

であるとぃ ,議論 も成立 し,る 。 しか し。その政策決定 を実施 す る人 々 (de―

cision takers)が プロジェク トの危険性 を考慮に入れるべ きだと考えてい

る場合 には,2つ の状況が起 こりうる。 ある状況は ,純現在価値 わ よび危険 をベ

ースに して,2つ 以上のプロジェク トとか ,あ るいは同― プロジェク トでぁって

も別 の設計のものを比較 するべ しとぃ うものでっぃま一つは ,あ るプロジェタ

トを実施 するか否か を決定するだけ とぃ うものである。明 らか に後者は,前者

の 特殊 なケースであり。当該 プロジェタ トを危険 のまった くない限界プロジェ

ク ト (risk free marginal project)(つ ま リゼロの純現在価値が絶対

に実現 され ,る 状況)と 比較 してい る状況である。 このように政 策決定 を実施

す る人 々か ら・ 純現在価値の伸び と危険 の伸びとの間の相殺 (trade― off)

に関す る考え方を得 る必要がある。 も し,危険が まった く問題 にな らないな ら・

明 らかに最 も大 きな純現在価値 をもつ プ ロジェク トが選択 され る し,危険が問

題 になる とぃ うな らっ純現在価値が小 さ く危険の大 きなプロジェタ トは放棄す

べ きである。 しか しもしあるプロジェタ トの純現 在価値お よび危 険 の双方が .

他の プロジェタ トのそれ らよりはるか に高い場合 .難 しい状況が生ず る。 この

難 しぃ状況 とい うのは ,常 に比較の対 象が“危険 のま った 〈ない ″
プロジェタ

トである場合である。

政策決定 を実施する人 々は普通・ 危険 に対 して非常に複雑 な態度 を示 し.こ

の態度は時 間の経過お よびプロジェク トに よって異 る。たとえば失敗 すれば人

命にかかゎるようなプロジェタ ト (灌漑 プロジェク ト)の場合 と,金銭的な損
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失 をこうむ るようなフ
・ロジェタ ト (カ ジノ 。プロジェク ト)の場合 では。別の

考え方が なされる。 同様 に “政治的に微妙な
″.特 にその影響が “見え る形 で

あらわれ る
″

プロジェタ トにつぃては余計・ 危険をさけ ようとするであろ う。

しか し危険 のある形態 (た とえば死の危険)は .設 計基準の仕様 の変更で考慮

され うる。 たとえば別の案が考慮され .そ こで例外的 な失敗 (こ の場合 .死 )

の可能性 をな 〈すか。あるいは少 な くとも他のプロジェタ トのそれ と同 じ程度

にな し ,る のであるか ら。そ こでは純現在価値の確率 分布のみを比較 すること

で公正 に判断され ,る ことになる。

危険 に対 して複雑な態度が示され ることか ら,政策決定 を実施する人 々の プ

ロジェク トわ よび危険のさまざまの選択 の仕方を.簡 単 な総括表で示すために・

グー ムの理論 (game t heOry)が 導入 され ,る。 このアプローチの技術 的内

容は多 くの書物で紹介されてぃる (参 考文献・ A参 照)が .重点的にぃえば .

このア プ ローチでは実施する人 々に対 して.政策選択 (プ ロジエク ト)の セッ

トの行列 (matrix)と ,性質の状況 (State of nature)(こ れに確率 を

付 した もの)の セッ トの行列が示 され ることになるc実施する人 々はまず政策

選択 の Fnlで の選択を行 うことが要求 される。 この選択 は ,純現在価値 と危険の

間の相殺 を意味することになる。書物に よれば,実施する人 々を して最小 の利

得 (minimum Outcome)を 極大化 (maximise)す る.(“ マ ックス ミン

解法
″ 

“the maximin solution")あ るいは.最大の損失 (m aximum

loss)を 最小化(minimise)す る種 々の選択戦略 を もちいさせ る。 この方法

の優 利 な点は.実施する人 々が ,彼 らの行 う選択 を決 定 す る不 明瞭 な形の諸

要素 (た とえば .経済 の大 きさに比べ てのプロジェタ トの大 きさ.プ ロジェタ

トを実 施すること.わ よび しない ことの政治的影響等)を比較 して考察するこ

とを可能に し,単純 なルールを酌子定規に適用す るだけのテクノク ラー トより。

実施 す る人々こそ実質的な選択 を行 ,べ きであることを示す ことで ある。

この方法の問題点は・ プロジェク トの選択に。望 ま しくない論理的矛盾が生

じる可能性が あることである。 (と くに実施する人 々と政策決定者がつながっ

ていない場合)ま た。行政組織上 。すべてのプロジェタ トについ て高い レベル
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にある人 々の意見 を求めることも難 しいで あろ う。その よ うな場合・ 政策決定

者 に対 して慣行 とな りうる指針 を設けるべ きである。 この指針 は,ゲー ムの理

論方式のもので もよい し,別の もので もよい。 たとえば .プ ロジェタ トの大 き

さに よつて危険分析 を行わ しめ るルールで もよ〈.プ ロジェタ トの純現在価値

の負の確率がた とえば 10%を 上 回る場合 は当該 プロジェク トを落す とい う規

定 の仕方 もよい  (も ちろん .た とえば 500,000ポ ン ド以上の大 きなプロ

ジェタ トについては 5%と ぃ うよ うに。別の基準 を適用 して もよい )。

この付録の最後 に掲げる表 は .純現在価値 の負の確立の計算 に一つの指針 と

して もちい うる。純現在価値の分散 .純現在価値 の期待値には じまって,こ の

デー タは標準 フォー ム.つ ま り。すべてのプ ロジェタ トが示 し ,る形にかえ る

ことができる。 これは分布の標準偏差 (standard deviation)(分 散 の平

方根)を 算出 し。それか ら,純現在価値の期待値 を。この標準偏 差て割 る と標

準 フォー ムにかえることが可能 で ある。 この比は .標準変量 (standardised

v ariate:SV)と して知 られ てぃるものである。 この表は .標準変量 を純

現在価値の負の確率 お よび負の純 現在価値の期待値 と相関させ る ものである。

この表 で仮定 しているのは純現在価値の分布が正規分布である とい うことで・

アプレィザーが当該 プロジェタ トに とって正規 分布 でないと考 え る根拠 のある

場合は .試用 してみ るベースとしては不充分で ある。

上 記の計算を例示するため,元 の例に戻 ろ う。 分布の分散 は 0.7225で あ

つた。 したがって.標準偏差は/dグ Z爾5=$0.85Mで ある。 純現 在価値の期

待値 は Sl.05Mで あ 夕.標準変量 の値 は$1.05M/$0.85M=1.24で あ

る。 したがって,も し決定ルールが ,純現在価値 の負の確率が 10¢ 以上の も

のは.放棄すべ しとい うものであるな ら。プロジェタ トはあさらめねばな らな

い (な ぜな ら.付表 に よれば標準変量 1.24の 純現在価値の負の確率は 11¢

となってい るか らである)。 しか しアプレイザーが .プ ロジェタ トの中味を修

正 させ ,標準変量 1.28以上に上昇 させ。危険 を減少 させることは可能であろ

付表か ら,標準変量 1.24の プロジェク トは純現在価値の負の確率 が 0.11に な

ることが分かる。 これは,上記 での分布 か ら連続性 を考慮 して直接算出 した確

-149-



率 0.135に 匹適する。同様 に負の純現在価値 の期待値は標準変量 0.48に な り.

したがつて,元 の変量は・ $(048)。 (0.85)M=$0.408Mと なる。

これは分布か ら.連続性 を考慮 して直接算 出 した値 $0.36Mに 対応す る。付

表か ら算 出 した危険の度合 い と,分布か ら直接算 出 したそれ との差 は .純現在

価値の分布 が正規分布でないせいである。 この二つの推定値が接近 していれば,

正規分布が・ 本当の分布に充分近 い ものであることを示す。 プロジェク ト・ ア

プレィザルで・ カバーす る期間が永ければ永いは ど。また危険分析に含める独

立変数の数 が多ければ多いほ ど。この推定値は真の値 に近 い もの となる。

危険を負担 し ,る もの と決定する際 ,直観的に含め られてぃる諸要素の相対

的重要性 お よびパラメー ターの起 こり ,る 数値 の限界に対 して,光 を投げかけ

るような調査が行われ る よう望まれる。 このためには上 に示 した ようなルール

の妥当性 を充分チェック しなければな らない。
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純現在価値 の正規分布に対する損失確率 お よび期待 損失確率

負
の
現
在
価
値

の
期
待
値

現
在
価
値

の
負

の
確

率

標

準

変

負
の
現
在
価
値
の
期
待
値

現
在
価
値

の
負

の
確
率

標

準

変

量

負
の
現
在
価
値

の
期
待
値

現
在
価
値

の
負

の
確

率

標

準

変

量

負
の
現
在
価
値
の
期
待
値

現
在
価
値

の
負

の
確
率

標

準

変

量

050  031  0.64
051  031   064
0.52  030  063
053  030  0.63
054  029  0.63
0,55  029   063
056  029  0β 2
057  028   062
0.58  028  062
0.59  028  062
060  0.27  062

0.61  027   061
0.62   027   061
063  026  061
064  026  061
0.65  026  060
066  025  030
067  025   060
068  025  060
069  024  0.59
070  024  059

071   024
072  024
0.73  023
0″ 4  023
075  023
0.76  022
077  022
078  022
0.79   022
080  021

059
0.58

058
058
058
0.57

057
057
057
056

031  021  056
032  021  056
083   020   o56
034  020  055
085  020  055
086  020  0.55
087   0■ 9   o55

088  0.19
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091  0.18
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004  0.17
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103  0.15
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1.11   0■ 3
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1■ 3  0■ 3
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1.15  0.13
1■ 6  0.12
1■ 7  0.12
1.18  0■ 2
1■ 9  0.12
120  0,12

121  0,11
122  0■ 1

12 3  oll
124  0.11

125  0.11
126  0.10
127  0.10
128  0.10
129  0.10
130   0■ 0

131   0■ 0
132  009
133   009
134  009
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136  009
137  008
138  008
139  008
140  008
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142  008
143  008
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148  007
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150   007
151  007
152  006
153  006
1.54  006
155   006
156  006
157  006
158   006
159   006

160   005
161   005

005   043
005   043
0115  042
005   042
005  0.42
005   042
005   042
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0.50
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048
047
047

047
047
047
046
046
046
046
046
045
045

045
045
045
045
0.44
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0.43

043
043
043

043
043

量

162
163
164
165
166
167
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171
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180
131
182
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139

190
191
192
193
194
195
196
197
198
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第 4章 アジア開発銀行におけるプロジェクト評価

アジア開発銀行は前章の 3機関のごときプ ロジェク トの経済評価 として定形

化 されたマニ ュアルを公刊 していないが ,行内では一応 の基準のような ものが

あって,そ れ を尺度 として開発 プロジェタ トの優益ない し費用を明確に し,か

つ価額化 してい る。以下は知 り得た範囲でそれを紹介 しよう。またその手法 を

使用 して ,ア プ レイサルを行 ったケースス タデ ィ も紹介す る。

便益 と費用の明確化

これについては ,"Withと without″の原員1,｀ 二重 計算を避け る "た

め の原貝り,それ に"サ ンク ●コス ト "に 対す る原則 ,の 3つ を考慮 している。

すなわち,プ ロジェク トにかけ る社会的便益 な りまたその費用は民間や政府

の財政上のそれ とま った 〈異 っているため ,それを明確にす る必要がある。

まず
ふwithと withOut "の 原則であるが ,プ ロジェタ トの便益 とjit用

の計測には 2つ の比較可能な状 況が考えられ る。 それは一方 では ,その プ ロジ

ェク トを実施 した際の経済の状 況 と,他万では ,それを実施 しなかつた場合 の

それ でぁる。 この場合 ,プ ロジェク トの実施 に よって,どれ だけの使益 か もた

らされ るかをみ る場合には ,そ の経済の状況 の差 を計損1す る ことになる。 これ

はた とえば,あ る地 域 でた漑 プ ロジェク トを実施 したことに より,ヘクター 当

りどれだけそれ を実施 しなか つた場合 と比較 して仮定的状況 の差 として便益 が

計上 できるか とい うことである。
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つ ぎに
｀

二重計算 を避ける "た めの原貝りで あるが ,こ れは プロジェタ トにお

け る同一の便益 あるいは費用 が異 った形態 で発生する場合 が ある。 これは経済

活動の二面性の問題で,国民経済 レベルにお いて も,プ ロジェク ト・ レベルに

おいても,こ の二 面性を十分考 慮 して,プ ロジェク トの便益 を言1波1す る際に っ

二重計算を避け ることが必要 で ある。たとえば ,産 出物の増大の総額の中には

プ ロジェク トの優益のすべて を包含 しているので ,こ れ に外貨収益の増大等 を

含めてはいけない。

最後ぼ
tサ

ンタ 0コ ス ト "に 対する原則 であるが ,こ れ は あるプロジェク ト

に対 して過去 に支出された費用 のことであって ,こ の費用 を土台にしてぁるプ

ロジェク トが便益 をもた らした場合 ,それ を社会的な費用便益分析のなか の使

益 と費用に計上 してはな らない。 というのは社会的費用優益分析では ,そ のプ

ロジェク トで派生 した費用 と便益のみ計上 す るので,過去 に支 |‖ された費用 ま

で言1上 しては いけない。 た とえば ,水 力発電用のダムを増大するようなプ ロジ

ェタ トの場合 ,当初の費用は 計算に入れず ,そ の追加費用 だけが計算 に入 れ ら

れ るべきである。

便益 と費用 の価 額化

ァジア開発銀行 も便益 と費用の価額化 については Little/Mirr lees方

式 を採用 してい るよりである。

すなわち ,ま ずつ ぎの項 目に分けて行 なわれている。

(1)貿易財

レ,非貿易財

(3)労働

(1)貿 易財

貿易財は国際価額で価 額化 され,それ か ら国内輸送費 と流通費用 を考臆 して

調整されている。貿易財 に対 し匡1内 価格 より国際価格 を使用するのは ,国内価
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格 はその最終 市場価格のなか に 関税 ,国 内諸 税 .独 占利潤 等 の公然ない し暗黙

の政府の介入 と保護政策や,不 当に高〈され た賃金等が含 まれてぃて。その経

済 にゎける真 の価値にゆがみが 生 している場 合 が多いため で ある。 したが って

この ようなものを排除 した国際価格が投入物 と産出物の両者 に貿易財と して使

用 されるな らば、 そのゆがみは か なり小さな ものとなる。  1

しか し,こ れ て もなかかつ貿 易 財の価格 を決 めることは大 変 なことである。

開 発途上匡|で生産 される財は ,先進諸国か ら輸入される財 に比較 して ,質に大

きな差がある。 この ような場合 は ,輸入財の CIF価 格は 国 内生産物を価格化

す る点であま り参考 にならない。 理論的に正 当 な価格は,そ の財が輸入された

り。またほかの違 商政策のもとで輸出され る時 のFOB価 格 で あろう。 こ ,い

うケースにあては ま らない場合 は ,非貿易財 と して佃l額化 す るべきでぁる。

(2)非貿易財

非 貿易財は ,建 設 ,電力 ,国 内 輸送や土地 等 である。 この ようなものは国際

貿 易 の対象とな ることはなぃ。 貿 易財は睡1際 価 格でfmi額 化 す ることがで きるの

で ,非貿易財につ いても,共通 の 尺度ではか る とすると,そ れ は外貨で もって

価 額 化する必要 が ある。

ところがアジア帥発銀行では ,非貿易財につ いては,従来 の便宜的方法 と

Little/Mirrlees方 法 との折 哀的な方法 をすすめてい る。

したがって,Little/Mi rrlees方 式で は ,ブF貿 易財 を ブレイクタン し

て直 接 ,間接の投入物に分け て計 算 /11格 を算 出 す るが,ァ ジ ァ開発銀行では ,

国 内市場価格か らFHl接 税を控除 して価額化す る ことをすす め て いる。 しか し ,

そ れ が独占禾」潤 とか政府の補助金 に よって ,著 しくゆがめ られ ている時は調整

す る ことを示唆 している。 とい ぅのは,独 占利 角はその経舞 の資本の機会費用

を真 にあらわ して ない し,ま た ,政府の補助金 も生産に必要 とされる追加的 資

源 を あ らわしてい ないか らであ る。 これが ,し たがって完全競 争 の条件の もと

で ,そ の財の真 の価値に近い値 で あると仮定 さ れ るからである。

(3)労 働

(l)熟練労働者
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熟練労働者 はそのままその国内での市場 レー トで価額化する。

0)未熟練 労働者

開発途上 国では失業とか潜在失業が通 常の状態であるため ,市場にかける賃

金率は,そ の労働の限界生産性を十分に反映 していない。したがって追力1労働を

雇用する機会費用は,経済における他の どこかの分野の損失生産物で示めして

みると,そ れはプロジェタ トが雇い入れ ようとしている市場賃金率 よりも低ぃ

ことがぁる。 このような状況 では,労働 力源 となる農村部門の労働生産性に等

しい潜在賃金率をもちいるのが よい。

Y~4漑 プロジェ ク トの評価

1970年 12月 15日 ,ADBは ア フ ガニスタン王国に対 して借款 を認可 し

た。その薇 は 37万 ドルの技術援助のた め の贈与 と5.15百万 ドルの借款 で ,

北東アフガ ニスタンの 2州 ,3agh13nと Kunduzに わけ る農業開発 プ ロジェ

ク トの開発 のためである。 Kunduz河 を基 に したGawargan― Char Darrah

農業開発 プ ロジェタ トに対 す る資金援助 は ,ア フガニス タンに 4～ 5個 の濃漑

プロジェ タ トを策定するた め派遣された ADB技 術援助調査団に よって勧告さ

れたもの で ある。

5.15百 万 ドルに達 する借款は特別基 金 か ら提供され ,毎年の利子 は 1.5%,

7年 の据 置 きの 30年返済 である。

このプ ロ ジェタ トの当初 の 目的は 2つ の プロジェク ト地域にかけ る水の供給

と濯漑状 態 の改善ならびに純灌漑地域 を現在 の 2万 2600ヘ タタールか ら将

来 2万 5,300ヘ クタールに拡大する こ とである。

さらには ,現在濯漑が行 なわれてい る一部分に二毛作 のための水 を十分供給

する目的 もある。加 9る に 。このプロジ ェク トは ,農仏具 の改良 ,灌漑施設運

営のため の サー ビス,農地拡張 ,種子 の供給それに協同組合か ら市場 までそな

えたもの で ある。 このプ ロジェクトは 4年 目で完成す る予定である。

このプ ロジェタ トは ア フガニスタン政府 の第 3次開発 計画に高い プ ライオ リ
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テ ィ ーをおいてい る濯漑の リハ ビ リティション計画の一部 を な している。

ァ フガニスタ ンの食糧不足 の克服に十分貢献 す るように設 計 され ,こ の プロ

ジ ェ タ トは食糧 の輸入を抑え農 産 物 の輸出を増 大することに よ り国際収支 の改

善 に役立つと期待 されている。

このプロジェク トは約 7万 5,000人 と 5,000世 帯以上 の農家の収入 を 2

倍 に す る役 目をにな つている。 プ ロジェク トの操 業の終期 には ,そ のプロジェ

ク ト地域で 3倍 ない し4倍 の農 業 生産をあげ る。 たとえば ,小表の生産は 2万

8000ト ンに上 昇 し,現在の生産の 3倍 を越 し ,砂糖大根 の生 産は 4万 a000

トンに なり250%の 増大であ り。綿生産は 1万 3000ト ンに達 し,現在 の

生 産 の 4倍にな る。

このプロジェク トは Gawarganと Char Dオ trrh地域に水 を供給するために

Kunduz河にその取入口を取 りつ けたプロジェ ク トといわれ て いる。

こ の濃漑とその他 の事業の設 計 お よび建設 の た めに,ADBは 主任プロジェ

ク ト技術者,写真製図家 ,デ ザ イ ン ●エンジニ ア ,建設技 術者 ,監督官 。それ

に ブ ラント技術者 と 2人の作業 監 督官を送 つた。

ADBは また ,3人 の農業専 門 家 を派遣 して い る。すなわ ち ,潅漑の専門家 ,

農 業 専門家と市場 な らびに協 同組 合専門家で あ る。

これ らの専 F与 象 の もとで,そ れ ぞれの分野 で カンターパー トの訓練が行 なわ

れた。

このプロジェタ トは ,養業灌漑 省 の中にあ らたに設け られ た Gawargan

and Char Darrah Project Departmentと い う新しい機 関 の所管 となる。

経 済 的正 当 性

国 民経済に対 す る使益

この ブロジェク トは 2万 5,300ヘ タタール の土地に対す る給配水状態 を改

善 し ,そ のうち a10oヘ クター ルは漂鬱に れ るであろう。 農 地拡張に対 す る

集 約 的改良プログ ラムと同時 rC,種子の供給 ,市場 と協同組合 も操業に入 る。

そ の rHL未 として ,農業生産はか な り妬大するで あろう。そ して実際に動 き出す

と ,こ の 2つ の プ ロジェク トは ,現在の 9000ト ンの小麦 に対 して″蒸 000
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トン,1万 8000ト ンの砂糖大根に対 して 4万 3000ト ジθ 4,400ト ン

の綿に対 して 1万 ,000ト ンの増大か もた らされる。 現在の国際価 格 で計算

しても,」 麦ヽ と砂糖の増大 した生産は毎 年 2,3百 万 ドルの輸入代替 で外貨節

滅をもた ら している。 コ ッ トンリン トと種 か らもた らされ る賄t出 収入 は 37百

万 ドルにな る。 2つ のプ ロジェク トでの大麦 と果物の生産はまたかな り上昇す

るものと考 え られる。

このプ ロ ジェタ トの経済 評価におぃ て ,農業部F5に おけ る追加価値 のみが便

益の計算 と して考えられ る。 このことは このプロジェク トの・ with"と
｀without"の細生産価 値 にわける差 異 として考え られ る。 これ を基礎 に内

部収益率 をは じくとGawarganプ ロジ ェク トでは 162%,Char Darrahプ

ロジェク トでは 151%と なる。

増大 した農 業生産か らの直接使益をは なれて,こ の プ ロジェタ トは他の直接
=

間接の経 済 便 益をもた らしている。そ れ は経済評価に含 まれていない が ,か な

りのもの で あ る。設備能力以下で操業 中 の砂糖および綿工場の投資収益 は大い

に増大 し,か なりの部分が貿易される と思 われる。

農業に与 え る便益

2つ の プ ロジェク ト地域 の農民はか な りその増大 した収益の恩恵 を受けてお

り,ア フ ガ ニス タンの大 部 分の農民 よ りかな り高い収入 を得ている。 よく法漑

され ,ま た よ 〈排水され た この地域の農 民 の純収益は 15年 後の評価 時点では

2倍 を越 す で ぁろう。最 も多い収入 を得 る ようになる人 々は ,現在最 も貧 しい

グループで Larkhawi地域 の ドライラ ン ドの農民達で ある。 これ らの人 々の所

得水準は現 在 の 7倍 にな るでぁろう。

Aプ ロジェ タ ト評価で使用 された農産 物 価格

庭先価 格

庭先価 格 は つ ぎの表 で示 す。表で示 す 市場価格 とマ ー ジンはMunicipal

Market Supervisor8 0f Pul-1,Khumri ,Baghlan and Kunduz

か ら提供 さ れ たデータを も ちいた。 輸 送 費は農家か らの報告に よる。
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6,000

1,410

1,410

小 麦

砂糖大根 (Mt.

綿

大 麦

米

メイズ

グ リングラム

メロン

すいか

41

640

69

28

57

31

46.5

12

12

3

1.5

7

1.5

2

1

1

2

1

1.5

2

11.5

1.5

1

1

7

36

646

68

25

41

28

43

10

10

農産物の庭 先価格 (in Kunduz Basin)

B小麦 ,砂楯 大 根 と綿のパ リテ ィ価格

ア フガニス タ ンは小麦 と砂 糖 を輸出 してい る。 このため ,輸出入パ リテ ィ価

格 を計算 し,これ をもちいてガ、麦 ,砂糖大根 と綿 の増大 した 生 産 の便益 を評 価 す

る 。

1 小 麦

最 近まで ,′ Jヽ 麦 は ソ連 とア メ リカか ら大体 同 重 輸入 して い た 。 しか し,ア メ

リカ小麦は ソ連 ガヽ 麦 より鵜:送 費 は かなり高 くつ くため , した が って高い 4EE格 を

支 払 うことにな る。

silo(Pul-1-Khumr i)で の,平均 nll入 パ リテ ィ 価 格 は トン当 た り

6.9 7 0 Afsと 摯定され,一方 ,庭先価格は トン当たりQ83 0 AfS.で ぁる。
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小 麦 の 輸 入 パ リ テ ィ価 格
(Mt当 り)

and Karachi)

barter $84

AFs.  984

AFs. 5,568

AFs.  140

ア メリカ

US S85

us$26.70

AFs. 8,370

AFs. 140

連

輸入価格  (cIF TCrmez

11loま での輸送費

ti10でのパ リティ価格

farm― si10での輸送費

平均農家パリテ ィ 価格 AFs.6β 40

2 砂糖 大 根

ァフガニス タンはその必要 量の80%を 超す砂糖を主に ソ連から驚し入 してい

る。 1966年 までは,そ の砂糖に対して トン当リパアターで 114.40ド ル

を支払つていたが ,そ れ以後は 92ド ルになつた。

砂糖の輸入 価格から砂糖大根の パリテ ィ 価格を計算す るに当り,採取率は

13%と した。それはBaghlan工 場での 1962/63～ 1965/66の

4年 間の平均 であり,将来 も同 じ水準と期待される。砂糖生産のall産 物は ,現

在はほとん ど使われていない。 しかし将来 はその50%ほ どは利用されるよう

に なる。 ま た ,現在 ,砂糖 大 根 の加工 に トン当 り83 7 AfS.か か つて い るが ,

これは将来,工場 の設備能 力 や 道路網の改 良 等 で 10%程 度 減少できる で あろ う。

これをも とに 計算すると ,砂糖大根の トン当 リ パ リテ ィ 価格は 4 8 0 AfS.

となる。
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砂糖大根 の輸入パリティ価 格

ソ 連

砂糖 (OIF Terme2)の トン当り輸入価格

Baghlanま での輸送費

砂糖の トン当ンパリテ ィー価格

砂糖大根の トン当り相当量 (13%)

副産物の 50%の純価値

砂糖大根の トン当り未利用分

砂糖大根の トン当シパ‐ティ…価格

barter

Afs.

I

,

f

t

3114.40

87400

1166.00

932.00

300.00

752.00

Afs.  480.00

3   糸串

綿は パアター取引諸国に輸出され ている。それ は ,主にソ連 と西ヨーロッパ

諸国で ある。 1969年 には,輸 出の 87%が ソ連 と東ヨーロッパ諸国,13

%が西 ヨーロッパ諸国へ輸出された。 綿実種は不規則ではあるが ,パ アター取

引国の市場に輸出され た。

リン ト布の トン当 り価格はノ連市場 に売られた ものはパアター ドルで740

F03 Termez,西 ヨーロッパ市場 では 515USS ЮB Termezて売 られ

た。種子 は トン当リバアタードル 68.50 FOB Termezで ワ1合 を受けた。

パア′― ドルに対する為替レー トは 5 5 Af3で あ り,USド ルに対する自由

市場相場 は 7 5 Afs.で あつた。

種子の トン当りKunduzに かける Spinzer会社 の購入価格は ■2 6 0 AfS.

と推定 さ れ 。またKunduzか らTermezま での輸送 費は トン当 り 5 6 3Af8.

である。

これ らのデータを基 礎 に ,種子付 き綿 の トン当 夕輸 出パアリテ ィ価格は

1 40 4 0 Afstと 計算さ れ る。その うち農 家は 3 6 6 0 Af8。 を受 け とり,政府

は為替 税 として 16 8 9 Afs.を 徴集 し ,残 りは綿繰 り業者と輸 出業者の独占利

潤 と考 え られる。
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種 付 さ綿の輸出 パ リティー価格

リント布 0.33ト ンと綿種子 0.67ト ンの輸出収入 :     (AFs。 )

リント布 0.33ト ン :

パアター市場に輸出された 0.287ト ンのリン ト布

(0287× US$740× AFs.55)          11,689

西ヨーロッパ市場に輸出される 0.043ト ンの リント布

(0.043× USS51 5× AFs.75)           1,665

0.67ト ンの綿種子 :バ アター市場で輸出されたもの

13,354

2,509(0.67× USS68.50× AFs.55)

総輸 出 収 入

種子付 き綿の トン当り購入費用 (AFs。 )    1,260

Kunduz ― Termez間の トン当り輸送費   563

種子付 き綿の トン当り輸出パ リティー価格

納 輸 出 収 入 の配分

15,863

1,823

14,040

農 民         9.660

政府 (1為替税 )      1,689

綿繰 り業者 と輸出業者の

独占利潤          2,691

14,040

C 肥料 の費用と価格

現在 .す べての肥料 は政府により輸入 されてお り,助成金をつけた価格で農

民に売 り渡されてい る。一般的な価 格構造はつ ぎの よりになってい る。
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肥 料 の 種 類
尿  素

(46%)
過 燐 酸 塩

(18%)
Di amon i umBt
( t8-a67o)

輸 入  国 ソ  連 ソ 連 米 国 ,日 本

ン当り輸入価格

Local currenc,.(3)
equivalent

袋

ア フガ‐スタンの

輸送費

流通手数料

農場 での費用

p lant nutrient

の町 当り費用

N
P205

農民 に よって実際に

支払 われるトン当 り

価格

補助 金 (費用価格の

%)

US$ 98(1)

A f se■ 350

AFs.  200

AFs, ・275

AFs.  100

AFs.■ 925

Ars.1724
AFs.  ―

AFs.6,010

24

us$ 4 0 (1)

Af s. 3,000

A f s. 200

Afs. 275

Afs. 100

Af s. 3,5?5

Afs. ―

Afs.1989

Afs. 2,440

uss 149,70(2)

Afs.11,225

Afs.  200

AFs。   615

AFs.  100

AFs。 12,140

Afs. 1724
AFs. 19.65

AFs. ■450

39

肥 料 の 費 用 と 価 格 構 造

(1) (〕 IFe Serkkau Bandar

(2)C IF. Kabul

(3)USSl.00=AFs.75.00

過 燐 酸塩の輸入は現在中止 してお り,尿素 とDiamoni um燐は投入財算定 の

目的 の ため使用 され ている。 この プ ロジェク トの便益の計算 のために採用 した

価格 は ,それぞれ トン当 りAf s.1925と Afse 1 2140で あ る。政府は民間
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部門 に肥料の輸入 と流通を引 き渡 したいと考 えてかり,ま た,肥 料 に 対 す る

補助金をも中止 したい意向である。 これ らの理 由から,費 用 価格は農家所得 の

計算 のために使 用 されている。
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第 5章 フラン ス 援助機 関 の評価 方 法

――プル ー・シェルベ ル方式 一―

は じが き

フ ランスにおけ るプロジェク ト評価の方法 的 特徴は,経済 学者 ブルーお よび

シェルベル両教授 の共著 Charles Prou et Marc Chervel, ごtablissement

des prograr― es en econOmie souS― dごveloppeet  tαne 3  L Ъtude des

grappes de projets, DUNOD,1970.P,243に 展開された,いわゆる「 間接

効果 アプローチ」 に代表される。

これは,経済評価 における価値判断の問題 を回避 し,規範的議論を極力排除

している点でアング ロサクノン系の方法論 と きわめて対照的である。

開発 プロジェク トの計画設計 とその評価とい う2つ の異なる機能をしゅん別

し,後者の政策的判断の世界に属する選択問題 は,本来的に意志決定者一― し

ば しば政治家です らあるが一― にゆだねるべ き性質のものであるとの考え方に

立つ。

したがって,世銀 ,英国海外 開発庁等の手法 にみ られる よ うな計算価格 の使

用 を極 力排除 し, プ ロジェク トの家計,企業 家 ,政府等各経済主体に及ぼす効

果 を比較評量す る こ とにより,価値評価の問題 を間接的に扱 う立場である。

以 下 ,フ ランスの対外協力機関 のプロジェクトアプレイザルや民 間 コンサルタントの フ

ィージビリティ調査に採用されている,いわゆる「 プルー・シェルベル方式」を概説する。

I 若 干の仮定

ここにいう「 間接効果アプローチ」は,著者 の見解によれば,発展途上国の
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計画立案者の立場に最もふ さわし〈考案 された方法で,外国ないし国際機関の

立場から,プ ロジェク トの選択に迫る,い わゆる「 シャ ドウ・ プライス・ アプ

ローチ」と異 る。

この方法は,計画設計の立場から組み立てられてお り,計画としては中期の

時間的視野 の中でプロジェク ト群 (grappes de prOjets)の 選択を求めること

になる。

これは,通 常の経済計 画 の手続と同 じ く,外貨,予算 等一定の制約条件のも

とでマク ロの計画目標 とプ ロジェク ト群 の斉合性を組 み立てることに より,計

画枠組の中 でのプロジェク トの有意性 を評価 しようとす る試みである。

1)前提 条 件

イ)不 変価格をもちい る。

口)計 画期間中の最 終 需要を所与 とす る。

2)手 llF

イ)当 該 プロジェク トの詳細設計 (い わゆるプ ロ ジェク ト分析 )

口)経 済 計画,経済 予測 (い わゆ るマクロ経済分析 )

ハ)当 該 プロジェク トを含む場合 の経済活動の展 望

二)当 該 プロジェク トを含まない場 合の経済活動 の展望

ホ)当 該 プロジェク トの効果分析

以上の 5段 階の手llEを 詳細 に説明す る。

ステ ップA プロジェ ク ト分析

単純化 のために工業 プ ロジェク トで例 示すると,事業 の生産と投 資 について

イ)財 別 に国内投 入物

口)財 別 に輸入投入 物 (関税部分 を除 〈 )

ハ)付 加価値 :主 と して賃金′税 ,粗所得の構 成 を分析する。

ステ ップ B マク ロ経 済分析

産業連 関表 に基づ 〈各 経済主体間の取 引を国内財 と CIF輸 入財 に分け,さ

らに付加価値の主体別構 成 を求める。 最終的に国内財 を,011F輸 入相当分 と

付加価値 相 当分 (賃 金 ,諸税′企業家所得)に分解 す る。
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ステップ C プロジェタ トを含む経済活 動

この段階 では,プ ロジェク ト群 と活動群 の二つに分けて検討する。 ここでい

うプロジェタ ト群 (grappes de prOjets:bunch of projects)は ,個別 の単

体 プロジェク トが相互 に補完性 をもって構成 され る複合 プロジェク トと呼 ばれ

る。たとえば,資源開発 プロジェク トの よ うに,鉱山,輸送施設,港湾等一貫

して相互補完性 を強 〈もつ場合がそ うで ある。

また,活動群 (bunch of activi ties)と は, プロジェク トの実施 に よって

他の関連 セク ターに発生する効果を指 し,国 内財単位当 りの CIF輸 入相 当分

お よび付加価値構成の変化 を もって尺度 とす る。

最終的には, プロジェタ トの実施によっ て経済活動全体 に及はす影響 を,プ

ロジェク トの輸入相当分,プ ロジェク トの付 加価値相当分,お よびプロジェタ

トの期待収益 のそれぞれの変化 として とらえ る。

ステップD プロジェタ トを含まない経済活動

これは,プ ロジェク トを実施 しない場合 に想定 される経済活動の展望 で あ り,

3つの選択可能性がある。

イ)輸入代 替 プロジェタ トの場合 ;輸入 を連続する(ヶ ―スzl)

口)工業近代化計画の場合 ;在来技術 をそのまま使用する (ケ ースκル )

ハ)ゼ ロ解決 ;輸出プロジェクト (ケ ースZ3)

ステップE プロジェク トの効果分析

上 記 3つ の ケ ー ス を図示 して説 明す る。

(プロジェクト)(在来技術)

M M

VA

~■

可T丁丁■
=

VA

ケース No.2

(プロジェク ト)(輸Ю

ｃ‐
Ｍ
”％
空
Ｔ

ケース No。 1

(プ ロジェクト)(輸出)

ケー ス NO。 3
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Ⅲ 意 志 決 定 の 問 題

プ ロジェタ トの計画設計者 (プ ランナー)に とって,各種 プ ロジェク トの選

択基準 を見出す ことが難 しい課題 となる。彼 に とって,所与 の情報 は,“ )マ タ

ロの経済変量,(pl経済計画の制約条 件,0そ して,所得分配 に関する政府の考

え方 な どがあり,こ れをもとに, プ ロジェク トの選択範囲を縮 めてい 〈。

意志決定は多分 に政治 プロセスで あ り,そ れゆえに,プ ランナーの役割は ,

この政 治 プロセスにおける経済的判断 の根拠 をたえず意志決定 者 に提供す るこ

とに ある。 プロジェク トリス トの中 に変換するか とい う「 術」 であるか らこそ ,

プランナーの領域は,前述の諸段階 の各 プロセス では極力,規範的議論の立 ち

入 る余地 を残すべ きでないとい う立場 である。

1)選 択基準 (通常 の費用便益分析 の適用による。 )

イ)便 益 :付加価値

各経済主体間に配分され る付加価値 (発生便益)が 計測 されるので ,

a)主体別,地域別の所得 分配,b)階 層別の貯蓄性 向, c)賃金労

働者の第二次効果 (乗 数効果)等 を考慮 して,そ れぞ れ ウェー トをつ

け ることが可能 である。

口)費 用 :一般的 には市場価格 に よる投資コス トをとる。

2)決 定基準

通 常の割引法 に よる。主たる決定基準を純現在価値 (NPV),補 助的

rC内 部収益率を もちいる。

経済寿命の同 じプロジェタ トの選択が問われ る場合,簡便 法 として,投

資収益率
争

を求 めて判断の基礎 とす ることも可能である。

ただ し, a:プ ロジェク トの一 次便益

I:市場価格による投 資 コス ト
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Ⅳ 価格 の 調 整

この評価方法の特徴は,プ ロジ■タ トの実施に よって一次的,直接的に発生

する便益 (効果)の 経済主体間の配分を重視する点にある。政府,企業家,家

計,外国利権など異 る主体がプロジェタ トの恩恵 あるいは不利益を受ける度合

も異 る。そ こで,当 該 プロジェク トに最 も関連する経済主体を詳細に調査 し,

必要に応 じ,イ )外貨フ ロ)資本コス ト,ハ)労働 コス トに関する価格の調整

を行 うことを認める。つまり,部分的に計算価格 の使用を認.め るもので,そ の

根拠は,著 しい所得分配不均等 (負 の経済余剰の発生,外部経済・ 不経済 の発

生等 を含む。)の是正に寄与するか ぎりにおいて価格調整を認める必要がある

とい う点であろう。

-170-



昭 和 50年 3月 印 刷  2,00部



V13








